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第１ 岐阜市の沿革

岐阜市は、わが国のほぼ中央部の岐阜県南部に位置しており、地理的には木曽三川によって

形成された広大な濃尾平野の北端に位置し、恵まれた自然環境のもとに、岐阜県における政治、

経済、教育、文化の中心地として発展を続けてきた。

本市がまちらしい形を整えたのは、戦国時代に斎藤道三が金華山に拠って美濃を支配し、そ

の山麓に城下町をつくったのがはじめである。当時、岐阜は「井ノ口」と呼ばれていたが、そ

の後斎藤竜興を亡ぼした織田信長が、地名を「岐阜」と改め、ここを天下統一の拠点とした。

信長は、楽市楽座を設け、まちづくりにはげみ、岐阜の市街を大いに発展させた。

その後、江戸時代には徳川直轄地となり、次いで尾張藩御預け地となった。この間３００年

間、諸役が免ぜられ保護を受け、交通・産業の中心地として発展をとげた。

明治６年、岐阜県の県庁所在地となると、他の町を抜いて発展し、従来の商業都市と合わせ

て県政の中心地となった。続いて東海道線の開通（明治２１年）、市制の施行（明治２２年）

などにより、市街地も次第に南に伸びはじめ、市街地拡大の様相を呈してきた。

以降、昭和３８年４月までに１町２６村と合併、平成１８年１月１日には柳津町と合併し、

面積２０３．６０㎢、人口４２万余人の都市となり、産業・観光都市として、また中部圏にお

ける政治、経済、教育、文化等の主要都市となったのである。

平成１８年に柳津町と合併した時は202.89㎢。その後平成２６年１０月１日に公表された全

国都道府県市区町村面積により203.60㎢になった

１．岐阜市の概要

市 制 施 行 明治２２年７月１日

市庁舎の位置 岐阜市司町４０番地１ 東経１３６°４５′

北緯 ３５°２５′

面 積 ２０３．６０ ㎢

人 口 ４０１，２９４人 （令和５年４月１日現在）

世 帯 数 １８５，３６５世帯（令和５年４月１日現在）

※人口・世帯数には外国人を含む

産 業 構 造

－ 1 －

（令和２年国調確定値による）

第３次産業
（分類不能

6,332人含む）

第２次産業第１次産業

区 分

総 数

１４６，８１９人
（７５．4％）

４４，８２７人
（２３．０％）

２，８５４人
（１．５％）

１９４，５００人
（１００％）



第２ 機 構 及 び 事 務 分 掌

－ 2 －

１．機 構

・部長 ・部長

給付係

・事務所長

子ども未来部

子ども政策課

政策係

庶務係

福祉政策課

福祉部

総務係

支援係

相談係

支援係

生活困窮者支援係

保護(5-9)係

指導監査課
指導監査係

（福祉部所管）

子ども支援課

生活福祉二課

給付係

後期高齢者医療係

ひきこもり相談室

福祉医療課

教育支援係

才能伸長・自立支援係

親子支援係

子ども保育課

（子ども未来部所管）

発達支援係

子ども・若者総合支援センター

福祉事務所柳津分室

重層的支援推進室

福祉医療係

生きがい対策係

支援係

管理係

認可指導係

介護認定係

保険料係

管理係

子ども保育課

子ども・若者総合支援センター

乳幼児相談係

乳幼児支援係

家庭児童相談係

子ども支援課

福祉係

保護(1-4)係

指導係

給付係

障がい福祉課

入所係

柳ケ瀬子育て支援施設　ツナグテ

管理係

保育所　１４か所

高齢者ｻｰﾋﾞｽ係

地域包括支援係

政策係

庶務係

施設係

社会係

高齢福祉課

庶務係

介護保険課

管理係

生活福祉一課

福祉事務所



２．事 務 分 掌

－ 3 －

＜ 福 祉 政 策 課 ＞

１ 福祉施策の企画、調査及び総合調整に関すること。

２ 福祉施設の民営化に関すること。

３ 部内の指定管理者制度に関すること。

４ 部内の情報の公開及び個人情報の保護に関すること。

５ 部内の事業評価・実施計画に関すること。

政 策 係

１ 部内の業務の調整に関すること。

２ 部内の財務、庶務、総括事務に関すること。

３ 福祉事務所長会議に関すること。

４ 社会福祉事業団、社会福祉協議会に関すること。

５ 社会福祉事業協力会に関すること。

６ 岐阜地域児童発達支援センター組合議会、同組合事務に関すること。

７ 福祉事務所の歳入・歳出予算、決算に関すること。

庶 務 係

１ 施設の設計、施工及び営繕に関すること。

２ 施設の財産の取得及び管理に関すること。

３ 施設の環境整備に関すること。

施 設 係

１ 民生委員・児童委員に関すること。

２ 社会福祉審議会、民生委員推薦会に関すること。

３ 戦傷病者、戦没者遺族、引揚者等の援護に関すること。

４ 社会的弱者サポートネットワーク取扱に関すること。

５ 災害見舞金・災害弔慰金に関すること。

６ 寄附採納に関すること。

７ 保護司等更生保護団体との連携・協力に関すること。

８ 社会福祉統計に関すること。

社 会 係

＜ 重層的支援推進室＞

１ 重層的支援体制整備事業の推進に関すること。

２ 地域福祉の推進に関すること。

＜ ひきこもり相談室＞

１ ひきこもり支援に関すること。
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＜ 指 導 監 査 課 ＞

１ 社会福祉法人に対する指導監査に関すること。

２ 社会福祉施設等に対する指導監査に関すること。

３ 児童福祉法に規定する市町村又は中核市の権限とされたものに対する指

導監査に関すること。

４ 介護保険法に規定する市町村又は中核市の権限とされたものに対する指

導監査に関すること。

５ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定す

る市町村又は中核市の権限とされたものに対する指導監査に関すること。

６ 子ども・子育て支援法に規定する市町村の権限とされたものに対する指

導監査に関すること。

７ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

に規定する中核市の権限とされたものの指導監査に関すること。

指 導 監 査 係

＜ 介 護 保 険 課 ＞

１ 予算、決算、経理、監査に関すること。

２ 国県等支出金の申請、請求、精算に関すること。

３ 課の庶務、会議の運営に関すること。

４ 介護保険事業報告に関すること。

庶 務 係

１ 被保険者の資格の得喪に関すること。

２ 住所地の特例、適用除外者の管理に関すること。

３ 保険料の賦課、納入通知書発送等に関すること。

４ 被保険者証の交付等に関すること（６５歳到達、再発行、転入に伴う

資格取得）。

５ 被保険者の資格の適正化に関すること。

６ 保険料の減免・減額に関すること。

７ 保険料の収納管理、徴収、受託に関すること。

８ 保険料の督促、過誤納金の還付及び充当に関すること。

９ 収納率向上対策に関すること。

10 給付の制限の措置決定に関すること（弁明書の取扱）。

保 険 料 係

１ 要介護・要支援認定に関すること。

２ 介護認定審査会に関すること。

３ 認定結果通知に関すること。

４ 介護認定の不服申立に関すること。

５ 要介護・要支援認定の進捗管理に関すること。

６ 認定事務の各種手数料の支払いに係るデータ作成に関すること。

７ 介護予防・日常生活支援総合事業の基本チェックリストに関すること。

介 護 認 定 係
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１ 介護報酬（レセプト）の管理に関すること。

２ ケアプラン作成等に関すること。

３ 償還払いに関すること。

４ 不正利得に関すること。

５ 高額介護サービス費等の支給等に関すること。

６ 高額医療合算介護サービス費等の支給等に関すること。

７ 特定入所者介護サービス費等（負担限度額認定）等に関すること。

８ 家族介護用品支給事業に関すること。

９ 高齢者住宅改善促進助成事業に関すること。

10 家族介護慰労金支給事業に関すること。

11 介護予防・日常生活支援総合事業に関すること。

給 付 係

１ 介護サービス等事業所の指定等及び指導に関すること。

２ 国保連合会の苦情処理委員会に関すること、サービス利用の諸相談に関す

ること。

３ 指定統計調査に関すること。

４ 介護相談員に関すること。

５ 社会福祉法人に係る許認可に関すること。

６ 施設整備に関すること。

７ 高齢者福祉計画の策定及び進行管理に関すること。

８ 有料老人ホームの設置届出受理に関すること。

支 援 係

＜ 生活福祉一課・生活福祉二課 ＞

１ 生活保護医療・介護に関すること。

２ 生活保護経理・電算に関すること。

３ 課の庶務に関すること。

管 理 係

１ 生活困窮者の自立支援制度に関すること。生活困窮者支援係

１ 生活保護・支援給付に関すること。

２ 行旅病人及び行旅死亡人に関すること。

保 護 係

( 1 係 ～ 9 係 ）

＜ 福 祉 事 務 所 ＞
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＜ 障 が い 福 祉 課 ＞

１ 身体障がい児・者、知的障がい児・者の福祉給付に関すること。

２ 各種手当に関すること。

３ 各種援護に関すること。

４ 身体障害者手帳及び療育手帳の交付事務に関すること。

給 付 係

１ 介護給付費、訓練等給付費、障害児通所給付費、地域生活支援事業に関す

ること。

支 援 係

１ 事業者指定・管理に関すること。

２ 小規模通所援護事業に関すること。

３ 施設管理に関すること。

指 導 係

１ 障がい児・者の総合相談・専門相談に関すること。

２ 障害者虐待防止に関すること。

３ 後見制度に関すること。

相 談 係

１ 障害者計画に関すること。

２ 理解啓発に関すること。

３ その他、課の庶務等に関すること。

管 理 係

＜高 齢 福 祉 課 ＞

１ 老人クラブに関すること。

２ １００歳祝品贈呈に関すること。

３ 高齢者ふれあい入浴事業に関すること。

４ 地区敬老会への補助金に関すること。

５ 高齢者大学の開催に関すること。

６ 保険外はり、きゅう、マッサージ等施術料助成に関すること。

７ 高齢者おでかけバスカード、シルバーカードの交付に関すること。

８ ９０歳祝品贈呈に関すること。

９ 介護予防事業、家族介護教室に関すること。

10 老人健康農園に関すること。

生きがい対策係

１ 養護老人ホーム等の入所に関すること。

２ 生活管理指導短期宿泊事業に関すること。

３ 配食による安否確認事業に関すること。

４ 栄養改善配食サービス事業に関すること。

５ 愛の一声運動推進員に関すること。

６ 緊急通報システムに関すること。

高齢者サービス係



－ 7 －

７ 福祉器具給付事業に関すること。

８ 安否確認サービス事業に関すること。

９ 高齢者虐待防止に関すること。

10 施設の指導及び監査に関すること。

11 高齢者の在宅福祉についての相談等に関すること。

12 軽費老人ホームに関すること。

13 生活支援体制整備事業に関すること。

14 介護予防・日常生活支援総合事業（住民主体による支援）に関すること。

15 成年後見制度利用支援事業に関すること。

16 岐阜市成年後見センターに関すること。

１ 地域包括支援センター運営協議会に関すること。

２ 地域包括支援センターに関すること。

３ 機能強化型地域包括支援センターに関すること。

４ 介護予防・日常生活支援総合事業（短期集中型）に関すること。

５ 認知症に関すること。

６ 在宅医療・介護連携推進事業に関すること。

地域包括支援係

＜ 福 祉 医 療 課 ＞

１ 後期高齢者医療に関すること。後 期 高 齢 者

医 療 係

１ 福祉医療の助成に関すること。福 祉 医 療 係

＜ 子 ど も 政 策 課 ＞

１ 子ども及び子育てに関する施策の企画、調査及び総合調整に関すること。

２ 少子化対策に関すること。

３ 部内の事業評価及び実施計画に関すること。

４ 児童福祉審議会に関すること。

５ 部内の情報の公開及び個人情報の保護に関すること。

政 策 係

１ 部内の総括事務に関すること。

２ 部内の財務及び庶務に関すること。

３ 福祉事務所の業務の調整に関すること。（子ども未来部が分掌する事項

に限る。）

４ 部内の他課の所管に属さない事項に関すること。

庶 務 係
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＜子ども・若者総合支援センター＞（子ども家庭総合支援拠点）

１ 支援政策、施設管理、庶務等に関すること。総 務 係

１ 乳幼児の発達相談、発達検査、診察業務に関すること。

２ 幼稚園・保育所（園）等の巡回相談に関すること。

乳 幼 児 相 談 係

１ 未就園児の発達支援に関すること。

２ 親子教室に関すること。

親 子 支 援 係

１ 未就園児の発達支援に関すること。

２ 親子教室に関すること。

乳 幼 児 支 援 係

１ 家庭児童相談、児童虐待の防止等に関すること。家庭児童相談係

１ 学齢期の発達相談・支援に関すること。

２ 保護者の会「ゆったりゆったり」の開催に関すること。

３ ペアレント・トレーニングの運営に関すること。

発 達 支 援 係

１ 不登校の相談に関すること。

２ 生活・学習・集団適応支援、子ども・若者自立支援教室の運営に関する

こと。

３ 保護者の会「ぼちぼちいこか」の開催に関すること。

教 育 支 援 係

１ 非行・いじめ・就学・就労の相談に関すること。

２ 個別支援プログラム等による支援に関すること。

３ 保護者の会「ゆうゆうと」の開催に関すること。

才 能 伸 長 ・

自 立 支 援 係

＜ 子 ど も 支 援 課 ＞

１ 母子生活支援施設及び助産施設に関すること。

２ 売春防止・ＤＶ防止・女性保護に関すること。

３ 育英資金・母子父子寡婦福祉資金に関すること。

４ ひとり親家庭の支援施策に関すること。

５ 養育医療、育成医療、不妊治療に関すること。

６ 交通遺児対策・赤ちゃんステーションに関すること。

支 援 係

１ ドリームシアター岐阜に関すること。

２ 児童館、児童センターに関すること。

３ 子どもの居場所づくり事業（鷺山）に関すること。

４ 子ども遊び場に関すること。

５ 私立幼稚園の無償化に関すること。

６ 庶務等に関すること。

管 理 係

１ 児童手当に関すること。

２ 児童扶養手当に関すること。

給 付 係
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＜子 ど も 保 育 課 ＞

１ 課の予算・決算に関すること。

２ 公立保育所の管理運営に関すること。

３ 保育所職員配置、庶務全般に関すること。

４ 保育所（園）の給食業務に関すること。

管 理 係

１ 保育所（園）等への入所に関すること。

２ 保育料認定事務に関すること。

３ 施設型給付費等に関すること。

入 所 係

１ 保育所（園）・小規模保育・認定こども園等の認可、指導に関すること。

２ 私立保育園等への補助金に関すること。

認 可 指 導 係

＜ 福祉事務所柳津分室 ＞

１ 高齢者福祉・障がい福祉・福祉医療・児童福祉・ひとり親家庭福祉・

生活福祉の相談に関すること。

２ 高齢者福祉・障がい福祉・福祉医療・児童福祉・ひとり親家庭福祉の

申請受付に関すること。

福 祉 係

１ 柳ケ瀬子育て支援施設の管理等に関すること。柳 ケ 瀬 子 育 て

支 援 施 設



（１）老人福祉施設

３．直営施設一覧
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（２）障がい者福祉施設

（３）児童福祉施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

246-4101
人

-昭和46年 4月22日
社会福祉
法 人

岐 阜 市金竜町5丁目10-3和 楽 園1

253-5121-〃 49年 5月11日〃〃西荘2丁目11-23西 部 福 祉 会 館2

263-6767-〃 53年 3月 1日
N P O
法 人

〃京町1丁目64友 楽 園3

252-4738-〃 56年10月 1日
社会福祉
法 人

〃都通2丁目23みやこ老人センター4

230-1350-〃 58年 5月 4日団 体〃下鵜飼1丁目105交 楽 園5

229-5068-〃 59年 5月12日
社会福祉
法 人

〃北野東827三 楽 園6

233-2110-〃 59年 5月12日団 体〃八代1丁目11-13長 寿 園7

272-2341-〃 60年 4月27日〃〃加納城南通1丁目20陽 楽 園8

387-1333-〃 62年 3月 6日
社会福祉
法 人

〃柳津町丸野1丁目34
柳 津 高 齢 者
福 祉 セ ン タ ー

9

237-3734-〃 43年 2月15日株式会社〃三田洞222三 田 洞 神 仏 温 泉10

240-1245-平成 3年 4月 1日
公益社団
法 人

〃鶴田町3丁目7-4
ふ れ あ い の 館

「 白 山 」
11

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

265-2946
人

-昭和39年 4月 1日
一般社団
法 人岐 阜 市京町1丁目64

盲 人 ホ ー ム
白 杖 園

12

232-439560令和4年 4月 1日
社会福祉
法 人

〃西島町4-24岐阜市立第二恵光13

231-245540〃4年 4月 1日〃〃西島町4-24岐阜市立第三恵光14

231-245530〃4年 4月 1日〃〃西島町4-24
岐 阜 市 立
ワ ー ク ス 恵 光

15

231-245524〃4年 4月 1日〃〃西島町4-24-2
岐 阜 市 立
ケ ア ホ ー ム 恵 光

16

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

232-4551

人

54平成24年 4月 1日岐 阜 市岐 阜 市長良東3丁目93

岐 阜 市 福 祉 型
児童発達支援センター

岐 阜 市 立 恵 光 学 園
17

252-046020〃 24年 4月 1日
社会福祉
法 人

〃都通2-23
岐 阜 市 福 祉 型
児童発達支援センター

み や こ 園
18



網代

方県

西郷
黒野

常磐

岩野田北

岩野田

三輪南

三輪北

藍川

長良東

長
良

長
良
西

鷺山七郷
木田

則武

城西

島
合渡

鏡島

早田

市橋

本荘

本郷

京町

木
之
本

徹明

明徳

金華

梅林

白山

華陽

三里

日置江

柳津

鶉

加
納
西

茜部

加納

厚見

長森西

長森南

長森北

長森東

日野

岩

芥見

芥見南

芥見東

１０三田洞神仏温泉

１和楽園

６三楽園

３友楽園

２西部福祉会館

１７恵光学園

４みやこ老人センター

１３ 第二恵光

１４第三恵光

１６ケアホーム恵光

５交楽園

７長寿園

８陽楽園

９柳津高齢者福祉センター

１１ふれあいの館「白山」

１８みやこ園

１５ワークス恵光

１２白杖園
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４．各種委員会等
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任期委 員 の 構 成
委員
の数

会 の 目 的
委員会等の名称
< 事 務 局 >

３年
市議会議員 １人
社会福祉事業関係者 ９人
学識経験者 １４人

24
人

社会福祉に関する事項（児童
福祉に関する事項を除く。）
を調査、審議する。

岐 阜 市 社 会 福 祉
審 議 会
< 福 祉 政 策 課 >

２年

市議会議員 １人
児童又は知的障がい者福祉に関する
事業に従事する者 １１人
学識経験者 １人
行政関係者 ４人

17
人

児童（DVを含む）及び妊産婦
の福祉に関する事項、地域型
保育事業及び保育所設置の認
可等、幼保連携型認定こども
園の設置、廃止等の認可、事
業の停止又は施設の閉鎖及び
認可の取消しに関する調査、
審議を行う。

岐 阜 市 児 童 福 祉
審 議 会
< 子 ど も 政 策 課 >

３年

市議会議員 ２人 教育関係者 ２人
民生委員 ２人 行政関係者 ２人
社会福祉事業関係者 ２人 学識経験者 ２人
社会福祉関係団体代表 ２人

14
人

民生委員候補者推薦準備会が
選任した民生委員候補者を審
査決定し、市長へ推薦する。

岐 阜 市 民 生 委 員
推 薦 会
< 福 祉 政 策 課 >

３年

関係行政機関の職員 ２人
公募委員 ２人
識見を有する者 ６人
障がい者及び障がい者の
福祉に関する事業に従事する者 １８人

28
人

障がい者施策の推進について
必要な事項を調査、審議及び
その施策の実施状況を監視す
る。

岐 阜 市 障 害 者
施 策 推 進 協 議 会
< 障 が い 福 祉 課 >

３年
医 師 ６人 作業療法士 １人
学識経験者 ３人 精神保健福祉士 ３人
社会福祉士 ３人 理学療法士 ２人
団体代表 ４人 介護支援専門員 ３人

25
人

障害福祉サービス利用申請者
の障害支援区分の審査判定を
行う。

岐 阜 市 障 害 支 援
区 分 判 定 審 査 会
< 障 が い 福 祉 課 >

２年

学識経験者 ２人
障害者関係団体推薦者 ３人
障害者または障害児の福祉に関する
事業に従事する者 ４人
障害者等に関する
医療、教育又は雇用関係者 ２人
関係行政機関職員 １人
市長が適当と認める者 ３人

15
人

地域における障害者等への支
援体制に関する課題について
情報を共有し、関係機関等の
連携の緊密化を図るとともに、
地域の実情に応じた体制の整
備について協議・評価を行う。

岐 阜 市 障 害 者
総 合 支 援 協 議 会
< 障 が い 福 祉 課 >

５年
学識経験者 １人
各種関係団体代表 １２人
公募委員 ２人

15
人

地域福祉推進計画の策定及び
地域福祉活動の推進に関する
事項についての調査及び審議
を行う。

岐 阜 市 地 域 福 祉
推 進 委 員 会
<重層的支援推進室>

１年

医 師 １人 行政関係者 １人
地域包括支援センター長 １人
老人福祉指導主事 １人
老人福祉施設長 １人 保健所長 １人

６
人

養護老人ホーム及び生活支援
ハウスへの入所措置の適正な
実施を図る。

岐阜市老人ホーム等
入 所 判 定 委 員 会
< 高 齢 福 祉 課 >

５年
識見を有する者 １人
市民代表 ３人
団体代表 １２人

16
人

次世代育成支援対策推進法
（平成15年法律第120号）第8
条の規定による行動計画の策
定及び進行管理に関する事項
並びに子ども・子育て支援法
（平成24年法律第65号）第77
条第1項各号の規定による子ど
も・子育て支援に関する施策
の総合的かつ計画的な推進等
に関する事項について審議す
る。

岐 阜 市 子 育 て
支 援 会 議
< 子 ど も 政 策 課 >

２年

学識経験者 １人 児童福祉関係 ６人
保健医療関係 ３人 教育関係 ２人
警察及び司法関係 ２人 人権擁護関係 １人
その他 ２人 婦人保護関係 １人

18
人

児童虐待に関する総合的支援
施策の検討を図ることを目的
とする。

岐阜市要保護児童
対 策 地 域 協 議 会
<子ども・若者総合
支 援 セ ン タ ー >

１年
園長・所長代表 ３人
保育士代表 ２人
栄養士及び調理員代表 ６人

11
人

保育所（園）入所児童の健全
な発育に必要な給食を行う。

岐 阜 市 保 育 所
(園)及び認定こども
園 給 食 献 立
検 討 委 員 会
< 子 ど も 保 育 課 >
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任期委 員 の 構 成
委員
の数

会 の 目 的
委員会等の名称
< 事 務 局 >

２年

学識経験者 １人
岐阜市医師会 ３人
岐阜市歯科医師会 １人
岐阜市学校薬剤師会 １人
岐阜市私立保育園認定こども園連合会 １人

７
人

保育施設等を利用する児童が、
心身共に健やかに成長できるよ
う、健康・安全に関する様々な
問題について専門の立場から協
議検討を行う。

特 定 教 育 ・
保育施設等を利用
する子どもの健康
を 考 え る 会
<子ども保育課 >

３年
医療関係者 ４９人
保健関係者 ４０人
福祉関係者 ３５人

130
人
以
内

要介護認定を受けようとする被
保険者が要介護・要支援の状態
にあることと、その介護の必要
の程度について審査判定する。

岐 阜 市 介 護 認 定
審 査 会
< 介 護 保 険 課 >

３年

学識経験者 １人
団体代表 １１人
施設関係者 ２人
権利擁護関係者 １人

15
人
以
内

各地域包括支援センターの公
正・中立を保ち、同センターが
求められる機能を十分発揮し、
センター相互の連携を図り、円
滑適正な運営が行われるよう指
導助言を行う。

岐 阜 市 地 域 包 括
支 援 セ ン タ ー
運 営 協 議 会
< 高 齢 福 祉 課 >

３年

学識経験者 １人
地域住民代表 ３人
保健・医療・福祉関係者 ９人
公募委員 ２人

15
人
以
内

高齢者福祉計画の策定に関する
研究及び協議並びに進捗管理を
行う。

岐 阜 市 高 齢 者
福 祉 計 画
推 進 委 員 会
< 福 祉 政 策 課 >
< 介 護 保 険 課 >
< 高 齢 福 祉 課 >

３年

市長が指名する職員 １人
運送事業者及びその組織する団体代表 ２人
市民代表 １人
利用者代表 １人
福祉団体代表 １人
運輸支局代表 １人
労働関係団体代表 １人
福祉有償運送事業者等の代表 １人
学識経験者 １人
市長が適当と認める者 １人

11
人

福祉有償運送の必要性、対価、
その他適正な運営の確保のため
に必要となる事項を協議する。

岐 阜 市 福 祉 有 償
運 送 運 営 協 議 会
< 福 祉 政 策 課 >

２年

岐阜県老人福祉施設協議会
岐阜県グループホーム協議会
岐阜市介護支援専門員連絡協議会
岐阜市医師会
岐阜市民生委員・児童委員協議会
岐阜市自治会連絡協議会
岐阜市老人クラブ連合会
岐阜市社会福祉協議会
岐阜中警察署
岐阜市地域包括支援センター
岐阜地方法務局 各１人

15
人

高齢者虐待の防止や、虐待を受
けた高齢者の保護及び養護者の
支援が円滑に行われるよう、関
係機関・団体等の相互の連携協
力を図る。

岐 阜 市 高 齢 者
虐 待 防 止 ネ ッ ト
ワ ー ク 協 議 会
< 高 齢 福 祉 課 >

３年
地域住民代表 １人
保健・医療・福祉関係者 ９人
その他 団体関係者 ３人

13
人

地域密着型サービス等の円滑か
つ適正な運営を確保するために
必要な事項を所掌する。

岐 阜 市 介 護 保 険
地域密着型サービ
ス 運 営 委 員 会
< 介 護 保 険 課 >

２年

市議会議員 ２人
子ども未来部長
子ども政策課長
教育委員会事務局長
学校指導課長
子ども・若者総合支援センター所長

7
人
以
内

岐阜市育英資金貸付の審査を行
う。

岐阜市育英資金貸
付 審 査 委 員 会
<子ども支援課 >

２年

子ども未来部長
商工課長
子ども支援課長
学校指導課長
公共建築整備課長
岐阜市母子寡婦福祉連合会会長

6
人
以
内

岐阜市母子父子寡婦福祉資金貸
付の審査を行う。

岐阜市母子父子寡
婦福祉資金貸付審
査 委 員 会
<子ども支援課 >



５．主要行事（令和5年度）
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子ども未来部高 齢 福 祉 課障がい福祉課介 護 保 険 課福 祉 政 策 課月

・岐阜市障害者
総合支援協議会

・民生委員協議会
地区会長会(毎月)

・戦没者等の遺族に対
する特別弔慰金の請
求受付等（通年）

４月

５月

・知的障害者相談員
研修会（予定）

６月

・身体障害者相談員
研修会（予定）

・民生委員推薦会
・社会を明るくする運動

街頭啓発活動
・社会を明るくする運動

書写展
・第１回地域福祉推進委員
会

７月

・子育て支援会議

・岐阜市障害者施策
推進協議会

・岐阜市障害者
総合支援協議会

・市民福祉大会市長表
彰選考委員会

・社会福祉審議会民生
委員審査専門分科会

８月

・岐阜市母子寡婦
福祉大会

・中部地区母子寡婦
福祉研修大会

９月

・高齢者大学
（～12月まで）

・岐阜市障害者
総合支援協議会

・第１回岐阜市
高齢者福祉計画
推進委員会

・全国民生委員大会
・市民福祉大会
・社会を明るくする運動

金華山トレッキング

10月

・推進員及び協力員
の研修会

・市身障協会
なかよし運動会

・市民生委員児童委員大会
11月

・障害者週間
・オンリーワンわた

したちの芸術祭
・障がい者理解啓発

イベント

12月

１月

・子育て支援会議
・児童福祉審議会

・身体障害者相談員
研修会（予定）

・知的障害者相談員
研修会（予定）

・岐阜市障害者
総合支援協議会

・岐阜市介護保険
指定事業所等
集団指導講習会

・第２回岐阜市
高齢者福祉計画
推進委員会

・市戦没者追悼式
・第２回地域福祉推進委員
会

２月

・岐阜市介護保険
地域密着型サービ
ス運営委員会

３月



６．関 係 団 体

岐阜市が設置した社会福祉施設の受託運営・管理を目的に、昭和５６年１０月に設立された。

その後、社会環境の変革に伴い、受託運営・管理主体の組織から、自主運営主体の組織へと

シフトし、現在に至っている。

その主な事業としては、５箇所の就労継続支援Ｂ型事業所を始めとして、３箇所の地域活動

支援センター及び市橋デイサービスセンターを継続して自主運営している。

また、平成１８年度から複数の児童センターや老人福祉センター等を指定管理者制度に基づ

き、管理運営を行うとともに、平成２１年度には岐阜市から養護老人ホーム「寿松苑」の移管

を受け、「外部サービス利用型(介護予防)特定施設入居者生活介護事業」として運営してきた

が、令和２年１月に「外部サービス利用型」から「(介護予防)特定施設入居者生活介護事業」

に事業変更を行い、入居者の生活向上に努めている。

一方、平成２６年度からは、就労継続支援Ｂ型と就労移行支援、平成２９年１２月からは、

就労継続支援Ｂ型と生活介護を行う多機能型事業所を加え、自主運営するなど、多種多様な事

業展開を図っている。また、平成３０年１２月から、就労移行支援事業の他に就労定着支援事

業、令和２年１２月から、自立訓練（生活訓練）事業、令和３年４月から、短期入所事業を開

始し、障がい者の要望に応えるよう、事業の拡大に努めている。そして、令和５年４月から、

アート活動に特化した生活介護事業を開始することで、障害者のアート活動支援を始めている。

〈社会福祉法人 岐阜市社会福祉事業団〉

１ 概 要

２ 法人の概要

(1) 名 称 社会福祉法人 岐阜市社会福祉事業団

(2) 所在地 岐阜市都通２丁目２３番地

(3) 設 立 昭和５６年１０月１日

－15－



３ 法人機構図
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理 事 会
評 議 員 会

監 事 会

指定管理事業

直営事業

受託事業

東児童センター

サンフレンドみわ・障害者センター

長森児童センター

本郷児童センター

ワークサポートやないづ（Ｂ型）

共同生活援助事業(グループホーム）

公益事業

サンフレンドうずら・障害者センター

柳津児童館

ワークサポートあおやぎ（Ｂ型・
生活介護・自立訓練（生活訓練））

（介護予防）特定施設入居者生活介護事業

障害者就業・生活支援センター事業

就労継続支援Ｂ型事業・就労移行支援
事業・就労定着支援・生活介護事業・
自立訓練（生活訓練）事業

ワークサポートひの（Ｂ型）

柳津高齢者福祉センター

事業団事務局

養護老人ホーム事業

老人デイサービス事業

地域活動支援センター事業

老人福祉センター事業

寿松苑

黒野児童館

理 事 長

副 理 事 長

みやこ老人センター

児童館事業

福祉型児童発達支援センター事業 みやこ園

和楽園

西部福祉会館

西児童センター

三楽園

日光児童センター

サンフレンドみわ・児童センター

みやこ障害者センター

ワークサポートみやこ（Ｂ型・生活介護）

ほっこりハウス

サンフレンドうずら・児童センター

市橋デイサービスセンター

めろでいハウス・あったかハウス・
はあもにいハウス・りずむハウス・
しんほにいハウス・わいわいホーム・
にぎやかハウス・ほっこりハウス

アートフィールド（生活介護）

短期入所事業

ワークサポートあすなろ（Ｂ型・移行・定
着）



〈社会福祉法人 岐阜市社会福祉協議会〉

１ 概 要

少子・高齢社会の一層の進展や人口減少並びに核家族化等に伴い、家族内の見守りや介護機能の低下、

地域連帯感の希薄化によるコミュニティの脆弱化が叫ばれており、地域においては生活困窮、虐待、ひ

きこもり、孤立死や自殺、災害時支援、消費者被害等、地域からの孤立を起因とした様々な生活課題が

深刻化している。

こうした問題に対して市民が主体となり、お互いに力を合わせ、地域の実情に応じた「福祉のまちづ

くり」を進めることを目的とする民間の自主的な組織が社会福祉協議会（社協）である。

２ 歩 み

昭和33年１月 任意団体として発足

昭和42年３月 社会福祉法人の認可

昭和47年４月 会員制の実施

昭和48年11月 入浴サービス事業（受託）の実施

昭和50年４月 ボランティアセンターの開設

昭和51年４月 社協だよりの発刊

昭和53～55年 全小学校区に支部結成

昭和62年１月 福祉ボランティア基金の設置

昭和63年11月 岐阜市福祉の店「友＆愛」開設

平成３年３月 社会福祉推進基金の設置

平成９年４月 ホームヘルプサービス事業（受託）の実施

平成11年10月 地域福祉権利擁護事業（受託）の実施

要介護認定訪問調査（受託）の実施

平成12年４月 介護保険事業の実施

基幹型在宅介護支援センターの開設

社協北部センターの開設

平成13年３月 社協南部センターの開設

〃 ４月 岐阜市民福祉活動センターに事務局・中央センターを開設

平成17年３月 岐阜市地域福祉活動計画を策定

平成18年３月 柳津町社会福祉協議会と合併

〃 ４月 岐阜市地域包括支援センター中央北の開設

居宅介護支援事業所を南部センター及び北部センターに開設

７月 法人後見事業の実施

平成20年４月 受託法人として要介護認定調査事務を実施

〃 ７月 福祉サービス利用支援基金の設置

平成22年３月 第２次岐阜市地域福祉活動計画を策定

平成22年４月 訪問介護事業等制度外サービスの実施

平成26年４月 特定相談支援事業の実施

平成27年３月 岐阜市地域福祉推進計画を策定

平成27年４月 支え合い活動実践者養成事業（受託）の実施

生活困窮者緊急食料提供事業の実施

地域支え合い活動コーディネート事業の実施

平成28年４月 成年後見制度利用促進事業（受託）の実施

平成29年４月 岐阜市支え合いの仕組みづくり推進事業（受託）の実施

平成30年４月 子どもの居場所づくり事業の実施

社会福祉法人連携・協働の基盤づくり事業の実施

令和２年３月 第２期岐阜市地域福祉推進計画（令和２年度～令和６年度）を策定

〃 10月 福祉まるごと相談窓口を設置

令和３年４月 岐阜市成年後見センター（受託）の開設

総合的な支援体制構築事業（受託）の実施
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ふれあい・いきいきサロン事業
福祉委員活動支援事業
子育て支援サロン事業
支え合いマップづくり推進事業
緊急医療情報キット（命のバトン）普及事業
地域福祉推進計画推進事業

〔 児童・母子・父子福祉 〕 子どもの居場所づくり事業

〔 障 が い 者 福 祉 〕 車いす貸出事業

〔 広報・啓発・調査 〕 社協だより、ホームページによる広報
市民福祉大会の開催

〔 ボランティアセンター 〕
ボランティア啓発・普及活動の推進事業
ボランティア養成・研修事業
福祉教育推進事業
ボランティア育成・組織化活動支援事業

〔 ふれあい福祉センター 〕 ふれあい福祉センター（福祉相談）事業

〔 貸 付 事 業 〕
生活福祉資金・臨時特例つなぎ資金貸付事業
生活つなぎ資金貸付事業
生活困窮者緊急食料提供事業

〔 受 託 事 業 〕 福祉の店「友＆愛」運営事業
要介護認定訪問調査事務事業
介護予防・家族介護教室事業
介護相談員派遣事業
市民福祉活動センターの管理
岐阜市地域包括支援センター中央北
日常生活自立支援事業
支え合い活動実践者養成事業
岐阜市地域協議会運営事業
岐阜市支え合いの仕組みづくり推進事業
岐阜市地域福祉推進事業
岐阜市成年後見センター運営事業
総合的な支援体制構築事業

〔 募 金 活 動 〕 共同募金運動

〔 日本赤十字社事業の協力 〕 日赤社資募集、災害救護事業
赤十字奉仕団活動

〔 介 護 保 険 事 業 〕
居宅介護支援事業・介護予防支援事業
訪問介護事業
介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サービス
訪問入浴介護事業・介護予防訪問入浴介護事業

〔 障害者総合支援法の事業 〕
居宅介護事業・同行援護事業
移動支援事業
訪問入浴サービス事業
特定相談支援事業
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〔 その他主な事業 〕 福祉まるごと相談窓口
法人後見事業
訪問介護事業等における独自サービス事業
社会福祉法人連携・協働の基盤づくり事業

３ 事 業

〔 支 部 活 動 〕



〈公益社団法人 岐阜市シルバー人材センター〉

１ 概 要

公益社団法人岐阜市シルバー人材センターは、豊かな経験や知識を持つ高齢者で組織され、

臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業を通して生きがいの充実、社会参

加の推進を図り、地域社会に貢献することを目的としている。

２ 法人の概要

(1) 名 称 公益社団法人 岐阜市シルバー人材センター

(2) 所在地 岐阜市鶴田町３丁目７番地４ ふれあいの館白山

(3) 設 立 昭和５６年１月１６日

３ シルバー人材センターのしくみ

企業・官公庁・家庭等からシルバー人材センターが業務を受注し、センターに登録している

会員が当該業務に従事する。業務が完成するとセンターが発注者に代金を請求し、会員へ配分

金として支払う。

４ 入会の手続き

入会される方は、シルバー人材センターの説明会（月３回程度 原則水曜日）に出席し、所

定の用紙で加入を申し込む。年度会費（３，５００円）が必要。

５ 登録会員数（令和５年３月３１日現在）

男性 １，２４２名 女性 ８０４名 合計 ２，０４６名

６ 令和４年度の実績

(1) 受 注 件 数 １１，６２７件

(2) 就業延べ人員 １５７，５３６ 人日

(3) 就業実人員 １，５８４ 人

(4) 就 業 率 ７７．４ ％

(5) 契 約 金 額 ７億４，５６８ 万円

７ 仕事の内容

(1) サービス分野 訪問介護サービスを含めた家事援助サービスや観光ガイドなど

(2) 事務分野 賞状・あて名書き、受付事務、パソコンを使用した事務作業など

(3) 屋内外の軽作業 屋内外の清掃、除草など

(4) 管理分野 施設、駐車場・駐輪場の管理など

(5) 技術を必要とする分野 ふすま張り、庭木の手入れ、IT通信関連作業など

(6) 派遣業務 運転業務、店内業務、保育・介護施設での補助業務など

(7) その他 チラシの配布、手作り小物販売、手作り弁当・野菜販売など
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〈岐阜地域児童発達支援センター組合〉

１ 概 要

岐阜地域児童発達支援センター ポッポの家は、「岐阜地域肢体不自由児母子通園施設

ポッポの家」として、昭和５２年４月１日、定員５０名で開設された。

平成２４年４月の児童福祉法の一部改正に伴い、現在の組合及び施設名称に変更し、６市３

町による一部事務組合として運営管理にあたっている。令和５年４月初日契約児童数は５４名

である。

ポッポの家は、障がい児の早期発見に伴う療育の場として、手足や体幹の機能に障がいのあ

る比較的長期療育が必要な児童に対して、機能訓練、ことばの指導、生活指導を行い、将来、

身体的、精神的、社会的に自立するために保護者とともに通園し、医師の指導のもと職員と保

護者が密接な連携を取りつつ、日々療育を行っている。

２ 施設の概要

(1) 名 称 岐阜地域児童発達支援センター ポッポの家

(2) 所 在 地 岐阜市長良東２丁目１４０番地

(3) 設 立 者 岐阜地域児童発達支援センター組合

(4) 経営主体 岐阜地域児童発達支援センター組合

(5) 敷 地 ３４８３．４３㎡

(6) 建 物 鉄筋コンクリート（一部鉄骨）造 3階建て1階部分 ４５２．７１㎡

(7) 開 園 昭和５２年４月１日

(8) 利用定員 ５０人／１日

３ 加入市町村名（令和５年４月１日現在）

岐 阜 市 関 市 羽 島 市 山 県 市 瑞 穂 市

本 巣 市 岐 南 町 笠 松 町 北 方 町

４ 契約実績
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４３２３１・元３０年 度

６２８６５５７２３６７８７６３契約延人数



構 成 比予 算 額款構 成 比予 算 額款

8.415,116,059土 木 費35.2％63,274,227民生費

8.715,672,634教 育 費20.336,512,457
民生費のうち

福祉部分

7.513,476,607公 債 費11.921,421,184
民生費のうち

子ども未来部分

19.434,987,258そ の 他8.014,363,471衛生費

100.0179,890,000計12.822,995,744商工費

第３ 令和５年度当初予算概要

１．一般会計予算

（単位：千円）

歳 出
1,798億9千万円

民生費のうち福祉部分
365億1,245万7千円

(20.3%)

一般会計の内訳

公 債 費
134億7,660万7千円

教 育 費
156億7663万4千円

衛 生 費
143億6,347万1千円土 木 費

151億1,605万9千円

商 工 費
229億9,574万4千円

(8.7%)

(8.0%)(8.4%)

(12.8%)

(7.5%)

(19.4%)

そ の 他
349億8,725万8千円

歳 入
1,752億3千万円

(37.3%)

(16.2%)(5.6%)

(13.0%)

(27.9%)

市 税
671億3,596万円2千円

市 債
100億6,510万円

諸 収 入
233億7,421万1千円

国庫支出金
290億8,165万5千円

そ の 他
502億3,307万2千円
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歳出

民生費のうち子ども未来部分
214億2,118万4千円

(11.9%)

民生費のうちその他部分
53億4,058万6千円(3.0%)
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○ 福祉関係予算の割合（民生費）

○ 福祉関係決算の推移（民生費）
（単位：百万円）

３１・元 ３ ４

子ども未来費

生活保護費

社会福祉費

障がい関係費

(1) 介護保険事業特別会計 ４４，２０９，７００ 千円

(2) 後期高齢者医療事業特別会計 ７，０８８，５００ 千円

(3) 育英資金貸付事業特別会計 ６９，１００ 千円

(4) 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 １７８，３００ 千円

２．特別会計予算

19,023 

61,514

24,893 

25,257
24,69311,943

11,673

11,976

11,640 11,820

20,734

22,562

27,812 27,812

21,421 

5,379 5,820 5,386 5,858 6,732

12,538 13,377 14,146 14,774 
16,093 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

31・元 2 3 4 5（予算）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

21,421

64,681

51,701

２

51,701

老人関係費

95,749

５（予）

64,709

（単位：千円）

構 成 比予 算 額科 目構 成 比予 算 額科 目

20.411,819,817生 活 保 護 費42.6％24,692,640社 会 福 祉 費

37.021,421,184子ども未来費27.816,093,223
社会福祉費のうち
障 が い 関 係 費

11.66,731,680
社会福祉費のうち
老 人 関 係 費

100.057,933,641計3.21,867,737
そ の 他 の
社 会 福 祉 費

57,934



第４ 地域福祉

１．重層的支援体制整備事業

地域共生社会の実現に向けた取り組みの一つとして、重層的支援体制整備事業を実施。

相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、「属性を問わない相談支援」において包括的に相
談を受け止める。受け止めた相談のうち、複雑化・複合化した事例については「多機関協働事業
」につなぎ、課題の解きほぐしや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑な連携のもと
で支援できるようにする。ひきこもりの状態にある人など、自ら支援につながることが難しい人
の場合には、「アウトリーチ等を通じた継続的な支援事業」により本人との関係性の構築に向け
て支援する。また、社会との関係性が希薄化しており、参加に向けた支援が必要な人には「参加
支援」にて本人のニーズと地域資源の間を調整する。このほか、「地域づくりに向けた支援」を
通じて住民同士のケア・支え合う関係性を育むほか、他事業と相まって地域における社会的孤立
の発生・深刻化の防止を目指す。
加えて、困りごとを抱えながらも必要な支援が届いていない方や世帯に、電話や訪問などによ

るアウトリーチ等を通じた継続支援の実施、本人やその世帯の支援ニーズと社会資源との間の調
整を行うことで、社会とのつながりを段階的に回復する参加支援、地域における活動の活性化や
住民同士の緩やかな見守り等のセーフティーネットの取り組みなど、多様な地域活動が生まれや
すい環境を整備する地域づくりを一体的に実施する。

以上の各事業が相互に重なり合いながら、本人に寄り添い伴走する支援を実施する。
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２．ひきこもりの状態にある方への相談支援（福祉政策課ひきこもり相談室）

ひきこもりの状態にある方への相談支援は、令和４年度まで保健所地域保健課で行っていたが、

相談しやすい環境の整備により、支援の充実を図るため、令和５年度に福祉政策課内にひきこも

り相談室を設置した。

ひきこもり相談室では、専門の相談員２名が、まずは相談に乗ってほしい、居場所が欲しいと

いうスモールステップでの支援が必要な人に寄り添って、伴走型支援を行っている。

相談は面談、電話、メール及びオンラインで実施しており、相談の中で必要な場合は、自宅へ

訪問するアウトリーチを実施している。
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〈事業実績〉

総合的な支援体制構築業務委託

金 額福祉まるごと支援員

21,068,000円3人3

28,427,000円4人4

35,191,000円5人5（予算）

年 度
区 分

各支援機関の連携・調整の仕切り役となる「福祉まるごと支援員」を5人配置して、課題の整

理や支援機関同士の役割分担などを行う。
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第５ 高 齢 者 福 祉

高齢者人口の増加にともない、高齢者に対し心身の健康を保ちつつ明るく豊かな生活が送れるよ

う、種々の対策を長期的展望に立ち総合的な体系を確立し、多種多様化する高齢者福祉ニーズに応

えるため質・量の拡充を図り、より効果的なサービスの提供に努めている。

１．介護保険

介護保険は、加齢による病気等で要介護状態となり、入浴・排せつ・食事等の介護、機能訓練、

看護・療養上の管理等の医療が必要な人に対して保険医療サービス・福祉サービスを提供する制度

として、国民の共同連帯の理念にもとづき、平成１２年４月に創設されました。

とくに、介護等が必要な人の尊厳を保持し、能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

う支援することを目的とします。

まずは、相談窓口「介護保険課」「地域包括支援センター」
「指定居宅介護支援事業所」にご相談ください

要介護認定
（要支援）

要介護１～５ 要支援１～２

非該当
基本チェックリスト
による判定

65歳以上限定

介護サービスを利
用するためのケア
プランを作成

介護予防サービス
や、総合事業を利
用するためのケア
プランを作成

介護
サービス

介護予防
サービス

事業対象者 非該当(自立)

総合事業を利用す
るためのケアプラ
ンを作成

介護予防・生活支援サービス事業 一般介護
予防事業

総合事業



（１） 要介護認定

〈認 定 実 績〉
（単位： 人）

（令和5年3月31日現在）
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４３２３１・元３０
年 度

区 分

3,3993,3193,4313,5053,372要支援１

認

定

者

数

4,5214,3244,3414,2564,101要支援２

4,1524,1383,9033,6123,519要介護１

4,2124,2144,1334,0933,976要介護２

3,5573,6203,5343,3073,115要介護３

2,9472,8922,7372,5492,463要介護４

2,0872,0882,1042,2552,164要介護５

24,87524,59524,18323,57722,710合 計

（人）

0
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15000

20000

25000

30000

H30 H31/R1 R2 R3 R4

要支援・要介護認定者数の推移

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５
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第１号被保険者（６５歳以上）の保険料
納める方法は特別徴収と普通徴収に分かれる。

年金が年額１８万円以上の人の介護保険料は年金から天引きする。

特別徴収以外の人は、納付書により金融機関等の窓口で納める。
（口座振替も利用可能）

（２） 保 険 料

特別徴収

普通徴収

第２号被保険者（４０歳から６５歳未満）の保険料
加入している医療保険制度（国民健康保険や職場の健康保険）の医療保険料とともに、
納める。

（３） 岐阜市の介護保険料

令和３年度
年間保険料(※１)

保険料率対象者所得段階

6,700円基準月額

24,100円(※4）
基準月額
×0.3

市民税非課税世帯で老齢福祉年金受給の人または課税年金収入額と
年金以外の所得金額（※2）の合算額が８０万円以下の人及び生活保
護受給の人など

第１段階

40,200円(※4）
基準月額
×0.5

市民税非課税世帯で課税年金収入額と年金以外の所得金額(※2)の合
算額が８０万円超１２０万円以下の人

第２段階

56,200円(※4）
基準月額
×0.7

市民税非課税世帯で第１段階・第２段階対象者以外の人第３段階

72,300円
基準月額
×0.9

市民税課税世帯で本人が市民税非課税であって、課税年金収入額と
年金以外の所得金額(※2)の合算額が８０万円以下の人

第４段階

80,400円
基準月額
×1.0

市民税課税世帯で本人が市民税非課税であって、第４段階対象者以
外の人

第５段階

88,400円
基準月額
×1.1

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間１２０万円未満の
人

第６段階

100,500円
基準月額
×1.25

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間１２０万円以上
２１０万円未満の人

第７段階

120,600円
基準月額
×1.5

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間２１０万円以上
３２０万円未満の人

第８段階

140,700円
基準月額
×1.75

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間３２０万円以上
４００万円未満の人

第９段階

160,800円
基準月額
×2.0

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間４００万円以上
６００万円未満の人

第１０段階

180,900円
基準月額
×2.25

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間６００万円以上
８００万円未満の人

第１１段階

184,900円
基準月額
×2.3

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間８００万円以上
１０００万円未満の人

第１２段階

188,900円
基準月額
×2.35

市民税課税の人のうち、合計所得金額(※3)が年間１０００万円以上
の人

第１３段階

(※1)：年間保険料額は、基準月額（6,700円）×保険料率×12か月で算出し、100円未満を切り捨て。

(※２)：年金以外の所得金額：年金以外の所得金額に給与所得が含まれる場合で、所得金額調整控除が適用される場合は給
与所得額に所得金額調整控除額を加えた額から、所得金額調整控除が適用されない場合は給与所得額から10万円を控除した
額（控除後の額がマイナスになる場合は0円）とし、土地・建物等の譲渡所得にかかる特別控除が適用される場合は同控除
後の額（控除後の額がマイナスになる場合は0円）とする。
(※３)：合計所得金額：所得金額に給与所得又は年金所得が含まれる場合は給与所得及び年金所得の合計額から10万円を控
除した額（控除後の額がマイナスになる場合は0円）とし、土地・建物等の譲渡所得にかかる特別控除が適用される場合は
同控除後の額（控除後の額がマイナスになる場合は0円）とする。
(※4)：第１～第３段階は、公費の投入によって、保険料を一部軽減。
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〈減免・減額実績〉

介護保険料の減免・減額制度の一覧

この制度の適用を受けるには、申請書の提出が必要。

岐阜市介護保険条例で下記のとおり規定しています。

（４） サービス内容

○介護給付（要介護１～５）

①居宅サービス

自宅や入居施設で利用するサービス

第２４条の２減免第２４条減免区分
対象年度 金額件数金額件数

３７０，０００１８１，９３５，４００７７３１・元

２８４，４００１６２，６２６，８００１０２２

４６６，１００２１２，７５３，１００９７３

５５７，５００２７２，３４１，４００９０４

（令和５年５月２日現在）

〈新型コロナウイルス感染症に係る減免実績〉

短期入所生活介護
短期入所サービス

訪問介護

訪問サービス

短期入所療養介護訪問入浴介護

特定施設入居者生活介護

その他サービス

訪問看護

福祉用具貸与訪問リハビリテーション

特定福祉用具購入居宅療養管理指導

住宅改修通所介護
通所サービス

通所リハビリテーション

減免・減額の対象

全焼・全壊の場合 全額免除

第1～第3段階の人⇒全額免除

第4～第13段階の人⇒半額免除

盗難によって損害を受けた人

主たる生計維持者の死亡により、市民税課税世帯から非課
税世帯になる人

刑務所などに拘禁された人

保険料を納付することが困難な特別な経済事情がある人

失業、傷病などによって、世帯の主な生計維持者の所得見
込み金額が、前年（400万円以下）に比べて半分以下に減
少する人

震災、火災、風水害などの災害によって被害を受けた人

減免・減額の内容

半焼・水損・半壊・
床上浸水の場合

家財その他の財産の損害の程度によって決める。

全額免除

第2・3段階の人　⇒第1段階と同じ保険料に減額

第4・5段階の人
⇒非課税世帯である場合の保険料（第1～3段階）と
の差を免除

第1～第3段階の人　⇒全額免除

第4～第10段階の人　⇒半額免除

収入減り患・死亡

金額件数金額件数

１，７８７，１００１５１件２９，６００１件31・元

１０，８７６，４００１６４１０６，５００１2

４，００７，６００６１１３２，３００３3

１，３０９，４００１９８，０００１4

（令和５年５月２日現在）
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②居宅介護支援
居宅介護支援事業所のケアマネジャーがケアプランを作成する。

③施設サービス
介護保険施設に入所して利用するサービス

④地域密着型サービス

住み慣れた地域を離れずに生活を続けられるように、地域の特性に応じた柔軟な体制で提供されるサービス

○介護予防給付（要支援１・２）

①居宅サービス
自宅や入居施設で利用するサービス

②居宅介護支援（介護予防支援）
地域包括支援センターが介護予防ケアプランの窓口となる。

③地域密着型介護予防サービス
住み慣れた地域を離れずに生活を続けられるように、地域の特性に応じた柔軟な体制で提供されるサービス

介護老人福祉施設(原則要介護３以上)  

施設サービス 介護老人保健施設

介護医療院

認知症対応型通所介護

地域密着型
サービス

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護(原則要介護３以上)

地域密着型特定施設入居者生活介護

夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

介護予防短期入所生活介護
短期入所サービス

介護予防訪問入浴介護

訪問サービス
介護予防短期入所療養介護介護予防訪問看護

介護予防特定施設入居者生活介護

その他サービス

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防福祉用具貸与介護予防居宅療養管理指導

介護予防特定福祉用具購入
介護予防通所リハビリテーション通所サービス

介護予防住宅改善

介護予防認知症対応型通所介護

地域密着型
介護予防サービス

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護（要支援２のみ）



〈給付費等支出状況〉

認定者の増加により給付費は増加している。今後も高齢化の進展に伴い、認定者は増加する
見込みであり、給付費は増加すると思われる。

要介護・要支援者に係る支給限度基準額

介護保険では、利用できる居宅サービス費用等に上限がある。（居宅サービス区分等に属さない

(介護予防)居宅療養管理指導、(介護予防)認知症対応型共同生活介護、(介護予防)特定入居者生

活介護等については、支給限度基準額は設定されず、介護報酬の上限が定められている。）
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合計
そ の 他 の
サービス費

地 域 密 着 型
介護サービス費

施設サービス費
区分

年度

35,263,32720,359,8775,419,7489,483,702３１・元

36,875,41521,646,9685,664,6769,563,771２

37,868,15622,563,6675,945,0919,359,398３

38,342,96523,083,2726,138,9619,120,732４

41,870,85024,749,6506,993,30910,127,891５（予算）

（令和５年４月１日現在）

限 度 額（月額）区 分

５，０３２単位要 支 援 １

１０，５３１単位要 支 援 ２

１６，７６５単位要 介 護 １

１９，７０５単位要 介 護 ２

２７，０４８単位要 介 護 ３

３０，９３８単位要 介 護 ４

３６，２１７単位要 介 護 ５



○自己負担額

同じ月に利用した介護サービス等の利用者負担（１割、２割、又は３割）の合計が高額になり、

下記の限度額を超えたときは、超えた分が後から給付され、負担が軽くなります。

・同じ世帯にサービス利用者が複数いる場合は、全員の利用者負担を合計します。
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自己負担の限度額（月額）

○高額医療合算介護サービス費、高額医療合算介護予防サービス費
（令和４年８月～令和５年７月）

・介護保険と医療保険の両制度の限度額を適用した後に、世帯内で１年間の自己負担合計額

が、負担限度額を超えた場合、超えた分が支給される。（高額医療合算介護サービス費、

高額医療合算介護予防サービス費・高額医療合算介護予防サービス費相当費）

国保・健康保険など
＋介護保険

（70歳未満を含む）

国保・健康保険など
＋介護保険

（70～74歳がいる世帯）

後期高齢者医療制度
＋介護保険

所 得 区 分

２１２万円
(所得要件：901万円超)

２１２万円
（課税所得690万円以上）

現役並み所得者
（上位所得者）

１４１万円
(所得要件：600万円～901万円以下)

１４１万円
（課税所得380万円以上）

６７万円
(所得要件：210万円～600万円以下)

６７万円
（課税所得145万円以上）

６０万円
(所得要件：210万円以下)

５６万円一 般

３４万円
３１万円Ⅱ

低所得者
１９万円Ⅰ

限度額区 分

140,100円課税所得690万円（年収約1160万円)以上

93,000円課税所得380万円（年収約770万円)〜課税所得690万円（年収約1160万円）未満

44,400円
課税所得145万円（年収約383万円)〜課税所得380万円（年収約77060万円）未満

44,400円一般（市民税課税世帯の人で上記3区分に該当しない人

24,600円世帯全員が市民税非課税

24,600円
(世帯)

15,000円
(個人)

・老齢福祉年金受給者の人
・前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が

80万円以下の人等

15,000円生活保護の受給者の人等
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○低所得の人の負担軽減（特定入所者介護サービス費）

●所得の低い人は、申請すれば、下表の限度額までの負担となる。

所得の低い人の居住費・滞在費、食費の負担限度額〈日額〉

負担限度額【１日あたり】

※介護老人福祉施設と短期入所生活介護を利用した場合の従来型個室の負担限度額は（ ）内の金額

※施設の設定した居住費・滞在費、食費が上限額を下回る場合は、施設が設定した金額が基準となる。

※限度額を超えた分は、特定入所者介護サービス費として介護保険から施設に支払われる。

か
つ
、
貯
蓄
預
金
等
が
単
身
で

一
千
万
円
（
夫
婦
で
二
千
万
円
）

以
下

○社会福祉法人が運営主体となっている介護保険のサービスについては、市民税世帯非課税者で あって、特に生計が
困難であるとして岐阜市が認めた利用者に対して、利用者負担の１割分と食費、居住費（滞在費）の利用者負担分の４
分の１（老齢福祉年金受給者は２分の１）の軽減を実施する。生活保護受給者については、個室の居住費の利用者負担
分の軽減を実施する。

〈利用料の減免実績〉

条例第１２条該当
（失業・災害等）

社会福祉法人によるサービスホームヘルプサービス区分

年度 金額人数金額人数金 額人数

－－１，６６１，８００４法人－－31・元

１１，７８４１２，１１２，９７２３法人－－2

－－２，５９４，４７９３法人－－3

－－２，３９９，３２２２法人－－4

－－３，１６５，０００３法人３３，２１６円１人5（予算）

食費の負担限度額居住費等の負担限度額

利用者負担段階 ショート
ステイ利

用
施設入所多床室

従 来 型
個 室

ユニット型
個室的多床室

ユニット型
個 室

300円300円0円
490円

(320円)
490円820円

・本人及び世帯全員(世帯分離をしている
配偶者を含む)が市民税非課税で、老齢福
祉年金受給者
・預貯金等が単身1,000万円（夫婦で
2,000万円）以下
・生活保護受給者

第
１
段
階

600円390円370円
490円

(420円)
490円820円

・本人及び世帯全員(世帯分離をしている
配偶者を含む)が市民税非課税で、合計所
得金額＋課税年金収入額＋非課税年金額
が80万円以下の人
・預貯金等が単身650万円（夫婦で1,650
万円）以下

第
２
段
階

1,000円650円370円
1,310円
(820円)

1,310円1,310円

・本人及び世帯全員(世帯分離をしている
配偶者を含む)が市民税非課税で、合計所
得金額＋課税年金収入額＋非課税年金収
入額が80万円超120万円以下の人
・預貯金等が単身550万円（夫婦で1,550
万円）以下

第
３
段
階
①

1,300円1,360円370円
1,310円
(820円)

1,310円1,310円

・本人及び世帯全員(世帯分離をしている
配偶者を含む)が市民税非課税で、合計所
得金額＋課税年金収入額＋非課税年金収
入額が80万円超120万円以下の人
・預貯金等が単身500万円（夫婦で1,500
万円）以下

第
３
段
階
②
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○地域支援事業（要介護・要支援状態になる前から介護予防を推進するサービス事業）

■介護予防・日常生活支援総合事業

高齢者が、住み慣れた地域でできるだけ自立した生活を送ることができるよう、介護予防の

ためのサービスを提供する。

●介護予防・生活支援サービス事業

利用者が自立した生活ができるよう、ホームヘルー
による入浴や、食事等生活の支援が受けられる。

訪問介護相当サービス事業

訪問型サービス

訪問介護相当サービス事業より人員の基準を緩和し、
指定をした事業所より実施される事業。掃除や洗濯
などの生活援助のみ受けられる。

基準緩和型訪問サービス事業

利用者が自立した生活ができるよう、掃除や日常的
な軽作業等の生活支援サービスが受けられる。

住民主体型訪問サービス事業

うつ、認知症、閉じこもりのおそれのある事業対象
者、要支援者に対し、地域包括支援センターの職員
が自宅へ訪問し、介護予防事業を行う。

まめかな訪問事業

通所介護事業所で、食事・入浴等の日常生活上の支
援や生活行為向上のための支援、目標にあわせた選
択的サービスが利用できる。

通所介護相当サービス事業

通所型サービス

通所介護相当サービス事業より人員と設備の基準を
緩和し、指定をした事業所により実施される事業で、
日常生活上の支援を行う。支援の内容は、通所介護
相当サービス事業と同程度である。送迎及び入浴は
利用者の選択制。

基準緩和型デイサービス事業

高齢者が住民主体の集いの場に参加することで、閉
じこもり等を予防し、自立した生活を支援する。

住民主体型デイサービス事業

歯科医師と歯科衛生士が口腔内の健康を保つポイン
トの指導を行う。

口腔機能向上事業

体調や生活に合せて自宅でできる運動や体操を学ぶ
ことで日常生活を維持改善するために必要な運動習
慣を身につける。

運動器機能向上事業

生活改善や趣味活動等のプログラムを実施し、人と
の交流をすることで、認知機能の維持改善を図る。

認知症予防事業

栄養改善を目的とした配食とともに、一人暮らしの
見守りを行う。

栄養改善配食サービス事業
生 活 支 援
サ ー ビ ス

総合事業のサービスを適切に提供できるよう、地域
包括支援センターのケアマネジャーがサービス計画
の作成やサービス提供事業所との調整等を行う。

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト
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岐阜市地域包括支援センター 一覧

■包括的支援事業

●地域包括支援センター

保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員などの専門職を配置した地域包括支

援センターを高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるために、

保健福祉の総合相談窓口として、市内１９か所に設置

地域包括支援センターの役割（包括的支援事業の実施）

・介護予防ケアマネジメント業務

・総合相談支援業務

・権利擁護業務

・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

担当地区設置年月日電話所在地名 称

金華・京町・明徳・本郷平成18年 4月 1日213-0128京町2丁目12番地
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ中 央 北

1

徹明・木之本〃 25年 4月 1日215-7616昭和町2丁目10番地3
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ中 央 西

2

梅林・白山・華陽〃 25年 4月 1日266-8388長旗町2丁目19番地
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ白 梅 華

3

島・城西〃 30年 4月 1日232-5088西島町2番11
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ島 城 西

4

早田・則武〃 30年 4月 1日201-6204鷺山向井2563-18-5
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ清 流

5

木田・七郷・合渡〃 18年 4月 1日251-6541寺田7丁目86番地1
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ西 部

6

黒野・方県・西郷・網代〃 18年 4月 1日234-3933黒野176番地5
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ岐 北

7

長良・長良西・長良東〃 18年 4月 1日231-8188長良2977番地の３の１
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ長 良

8

鷺山・常磐〃 18年 4月 1日295-4510
南蝉2丁目122番地
北川ビル1F

岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ北 部

9

岩野田・岩野田北〃 25年 4月 1日214-4640粟野東5丁目173番地1
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ岩 野 田

10

藍川・三輪南・三輪北〃 18年 4月 1日241-7003岩井4丁目10-1
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ北 東 部

11

本荘・三里〃 25年 4月 1日215-7655
本荘2938番地1
江崎ビル1F

岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ三 里 本 荘

12

市橋・鏡島〃 25年 4月 1日252-3066鏡島南1丁目1番10号
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ精 華

13

鶉・日置江・柳津町〃 18年 4月 1日276-1163中鶉3丁目14番地
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ境 川

14

加納東・加納西・茜部〃 18年 4月 1日275-0173
茜部菱野1丁目65番地2
河八ビル1階B号室

岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ南 部

15

厚見〃 25年 4月 1日214-4001東明見町17-1
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ厚 見

16

長森南〃 25年 4月 1日247-8160蔵前4丁目19番5号
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ長 森 南

17

日野・長森北・長森東・
長森西

〃 18年 4月 1日245-2855塩町2丁目32番地
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ長 森

18

岩・芥見・芥見東・芥見南〃 18年 4月 1日243-0593芥見3丁目175番地1
岐 阜 市 地 域 包 括
支 援ｾﾝﾀｰ東 部

19

（令和5年4月1日現在）



網代

方県

西郷
黒野

常磐

岩野田北

岩野田

三輪南

三輪北

藍川

長良東

長
良

長
良
西

鷺山七郷
木田

則武

城西

島
合渡

鏡島

早田

市橋

本荘

本郷

京町

木
之
本

徹明

明徳

金華

梅林

白山

華陽

三里

日置江

柳津

鶉

加
納
西

茜部

加納

厚見

長森西

長森南

長森北

長森東

日野

岩

芥見

芥見南

芥見東

1岐阜市地域包括支援センター中央北

3岐阜市地域包括支援センター白梅華
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18岐阜市地域包括支援センター長森

2岐阜市地域包括支援センター中央西

17岐阜市地域包括支援センター長森南

12岐阜市地域包括
支援センター三里本荘

5岐阜市地域包括支援センター清流

19岐阜市地域包括支援センター東部

11岐阜市地域包括支援センター北東部

8岐阜市地域包括支援センター長良

16岐阜市地域包括支援センター厚見

15岐阜市地域包括支援センター南部

14岐阜市地域包括支援センター境川

13岐阜市地域包括
支援センター精華

6岐阜市地域包括
支援センター西部

4岐阜市地域包括
支援センター島城西

7岐阜市地域包括
支援センター岐北

9岐阜市地域包括
支援センター北部

10岐阜市地域包括
支援センター岩野田
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■任意事業

介護する家族などの支援のため家族介護用品支給事業や家族介護慰労金支給事業など必要な事業

の実施、介護給付等に要する費用の適正化のための事業などを実施

●介護保険周辺対策

① 家族介護慰労金支給事業

要介護高齢者の在宅生活の継続、向上、及び介護する家族の経済的負担の軽減を図る。

〈対象者〉
要介護４又は５の市民税非課税世帯に属する人で、過去１年間介護保険サービスや障害福

祉サービスを受けていない、３か月以上の入院をしていないなどの要件を満たす要介護高齢

者を介護している家族

〈支給額〉
年間 １００，０００円

（要介護者１人につき１回支給）

〈事 業 実 績〉

② 配食による安否確認事業

在宅で生活するのに食事の準備が困難で日々の見守りが必要な高齢者に、栄養のバランスの

とれた食事を届け、利用者の安否確認をする。

〈サービスを利用できる人〉

おおむね６５歳以上のひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯であって食事の準備が困難

で、安否確認を必要とする人

〈サービスの内容〉

在宅で生活する高齢者に、希望の曜日の昼食時と夕食時に、栄養のバランスのとれた食事

を届け、安否を確認する。

金 額人 数
区分

年度

３００，０００３31・元

３００，０００３2

５００，０００５3

３００，０００３4

７００，０００７5（予算）
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〈事 業 実 績〉

民間配食業者の増加及びサービスの向上により、本事業の配食数は減少傾向にある。

④ 家族介護用品支給事業

高齢者を介護している家族の経済的負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者の在宅生活の

継続、向上を図るため、介護用品を支給する。

〈対 象 者〉

要介護認定で要介護３～５と判定された在宅高齢者で、本人、世帯員、同居人又は扶養者

の市民税が非課税であること等の要件を満たす人。

〈サービスの内容〉

紙おむつ支給券の交付

③ 栄養改善配食サービス事業

買物及び調理が困難で低栄養のおそれのある人に、栄養のバランスのとれた食事を届け、
低栄養状態が改善するための支援を行います。

1) サービスを利用できる人
次のいずれにも該当する人

・要支援状態・要介護状態になるおそれの高い人、及び要支援１・２と判定された人
・低栄養のおそれのある人
・買物及び調理が困難で、かつ、他者からの支援が受けられない人

2) サービスの内容
栄養のバランスのとれた昼食及び夕食を利用者の希望に応じ自宅へ配達し、低栄養状態

が改善するための支援を行う。

〈事業実績〉

配 食 数
区分

年度

４１，５７９31・元

３４，９８１2

２６，２８８3

２０，０４７4

２３，４００5（予算）

配 食 数
区分

年度

３４１食31・元

３３９2

１９９3

０4

３６０5（予算）



－38－

⑤ 成年後見制度利用支援事業（高齢者福祉）

老人福祉法等の規定に基づき、介護保険サービスの利用等にあたって後見人等による支援を

必要とするが、審判の申し立てを行う家族がいない場合等に成年後見制度の利用に係る経費の

一部を助成する。

介護保険サービスの利用等にあたって、身寄りのない重度の認知症高齢者等であって、老

人福祉法第３２条の規定に基づき、民法第７条（後見開始の審判）、第１１条（保佐開始の

審判）、第１４条第１項（補助開始の審判）等の規定する審判の請求を行うことが必要と認

めるもののうち、後見人等の報酬等必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成

年後見制度の利用が困難と認められる人

(1) 申立手数料及び通信用の切手代

(2) 登記手数料

(3) 鑑定費用（鑑定が必要な場合に限る）

(4) 後見人等の報酬（介護保険の利用に関する事務の対価部分に限る）

(5) その他市長が必要と認める経費

※負担能力のある人には、後日求償する。

〈助 成 実 績〉

〈利用できる人〉

〈助成対象経費の内容〉

〈事 業 実 績〉

金 額
区分

年度

４，４２７，８８４31・元

５，３１０，３６５2

３，９７５，３８７3

７，３３３，９５６4

７，６８８，８００5（予算）

金 額年 間 延 人 数
区分

年度

１３，１６８，９７０４，１８２31・元

１４，８８１，０３７４，８７２2

１６，３１７，３５９５，１４１3

１６，７０２，１２３５，２６５4

１９，２６０，０００６，０００5（予算）



⑥ 認知症高齢者等見守りシール交付事業

認知症の方を対象にQRコードが印刷された見守りシールを無料で交付する。

〈サービスの内容〉

見守りシールをご本人の衣服や持ち物などに張り付け、行方不明となった場合に発見者が

QRコードをスマートフォンなどで読み取ることができる。QRコードには、保護時のかかわり

方で注意すべきことなどの本人の情報が含まれており、インターネット上の伝言板を通じて

発見者とご家族で連絡を取ることができる。

〈利用できる人〉

次のいずれにも該当する人

・岐阜市の住民である人

・ご自宅で生活している人（施設に入所されている方は利用不可）

・認知症により行方不明になるおそれがあること

〈事 業 実 績〉

金 額申 請 者 数
区分

年度

５６２，１５０９５2

５４５，３４４８４3

３９８，０４８９５4

５４９，０００１００5（予算）

⑦ 認知症高齢者等GPS機器等購入等助成金交付事業

認知症高齢者が行方不明になった場合の早期発見を図るため、GPS機器等の購入またはレンタ

ルにかかる初期導入費用を最大２万円助成する。

〈利用できる人〉

認知症高齢者等※を同居又は通いにより介護する方

ただし、認知症高齢者等が下記１および２を満たす必要がある。

１ 事前審査の申込み時点で、岐阜市に住民票があり、岐阜市内の自宅で生活していること

２ 認知症により行方不明になるおそれがあること

〈サービスの内容〉

GPS機器（容易に携帯できる大きさ・重さであり、７２時間以上稼働すること）等の購入

またはレンタルにかかる初期導入費用を最大２万円助成する。

〈事 業 実 績〉

金 額申 請 者 数
区分

年度

６０５，０４０３０5（予算）
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⑧ 認知症高齢者等個人賠償責任保険事業

「認知症高齢者等見守りシール交付事業」及び「認知症高齢者等GPS機器等購入等助成金交付

事業」の対象となる認知症高齢者は、日常生活における偶然の事故によって、他人に怪我を負

わせた場合や他人の財物を壊した場合などの損害賠償責任の発生に備え、市が費用負担する個

人賠償責任保険に加入することができる。
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２．介護保険以外施設サービス

(1) 養護老人ホーム

環境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を受けることが困難な高齢者を、養護

老人ホームにおいて入所措置し、自立した生活を営むことができるよう支援する。

〈事 業 実 績〉

〈事 業 実 績〉

(2) 生活支援ハウス

高齢者が居住する居住部門と、入浴、食事等のサービスを提供するデイサービスセンター

（通所部門）からなる福祉施設で、利用者に対して介護支援機能、居住機能及び交流機能を総

合的に提供することにより、地域社会の中で安心して健康に生活が送れるよう支援する。

金 額措 置 延 人 数施 設 数
区 分

年 度

３１３，０５０，３１０１，８８３７か所31・元

３２８，４５１，１０９１，９７６６2

３１７，４０４，４００１，９０７７3

３４５，４０５，５６５１，９８２７4

３６７，９５９，６６９２，０８８７5（予算）

金 額定 員施 設 数
区 分

年 度

１０，９００，０００２０１施設31・元

１０，９５０，０００９１2

１０，９２０，０００９１3

１０，０５６，０００９１4

１１，０００，０００９１5（予算）
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３．ひとり暮らし高齢者対策
(1) 愛の一声運動

ひとり暮らし高齢者の安否確認と孤独感の解消を図るため、推進員（委嘱）により週２

回程度「お元気ですか」と訪問を行っている。

推進員自身の高齢化等による退任により、推進員数は減少傾向にある。

〈事 業 実 績〉

(2) 緊急通報装置の設置
６５歳以上のひとり暮らし高齢者等で、緊急通報装置（ペンダント付）を貸与することによ

り福祉の増進を図る。

〈事 業 実 績〉

(3) 安否確認サービス

６５歳以上のひとり暮らし高齢者等で前年度の市民税非課税世帯の居宅に感知センサーを設

置し、日々の見守りを行う。

〈事 業 実 績〉

金 額年度末推進員数
区 分

年 度

３，８８６，８００２７４人31・元

３，３８８，８００２４２2

２，９００，４００２０３3

２，４２６，４００１７３4

２，４４８，０００１７０5（予算）

金 額年度末利用者数
区 分

年 度

６，５９３，８５５７１７人31・元

６，２８１，１９１６７５2

４，４０５，３３５６０３3

４，６７５，００７５３０4

４，３２７，０００６１１5（予算）

金 額年度末利用者件数
区 分

年 度

１，０８９，３２０７２31・元

１，１００，２５６７３2

１，２５５，１３６８４3

１，３１０，６５０９２4

１，７６４，９００１４７5（予算）



〈事 業 実 績〉
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(4) 火災報知器及び電磁調理器設置

ひとり暮らし高齢者の火災等による死亡事故は、全国的に社会問題となっている。そこで特

に火の取扱いに不安がある認知症のひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯に属する高齢者

が、安心した生活が送れるように電磁調理器を設置する。

なお、火災報知器の設置については、消防法の改正に伴い、岐阜市福祉器具給付事業実施要

綱を一部改正し、平成３０年度から廃止している。

※火災報知器設置については、平成30年度より廃止

電 磁 調 理 器区 分
年 度 金 額設置台数

７０，０８０４台31・元

１７，６００１2

８８，０００５3

８３，１６０４4

１２４，７４０６5（予算）

認知症や障がいなどの理由により、判断能力が十分でない人の権利擁護支援として、成年
後見制度などの広報、相談対応、後見人支援などを行う中核機関として、令和3年5月6日か
ら高齢福祉課内に岐阜市成年後見センターを開設している。

〈所在地〉〒500－8701 岐阜市司町40番地1 岐阜市役所 1階 高齢福祉課内

〈開設時間〉月曜日～金曜日 午前8時45分～午後5時30分
（祝日、12月29日～1月3日を除く）

〈電話番号〉058－269－5501

〈主な業務〉
①広報機能：成年後見制度の普及啓発を目的としたパンフレットの作成、
市民向けの講演会や福祉関係者向けの研修等を行う。

②相談機能：電話や窓口などで、市民や福祉関係者などからの成年後見制度に関する
相談を受ける。

③後見人支援機能：すでに後見人になっている方の相談をうける。
必要に応じて、法律や福祉関係者と連携し支援。

（5）岐阜市成年後見センター
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(2) 友愛チーム・ふれあい訪問事業

友愛チーム員（老人クラブ員）等がねたきり高齢者やひとり暮らし高齢者に対して、助言、

協力援助等の友愛訪問を行い、高齢者同士が助け合い地域社会の中で相互交流を図る。

〈委 託 先〉 岐阜市老人クラブ連合会

〈事 業 実 績〉

金 額訪 問 件 数参 加 人 数
区 分

年 度

９４３，６５０２０，３００８１２31・元

９４３，３５０１１，７３５７８８2

９３７，８３０１３，８２０７３８3

９４２，２６０１５，１０５５７５4

９４４，０００６４４5（予算）

４．生きがい対策

(1) 老人クラブの活動

生きがい施策の一つとして、高齢者の生きがいを高め、老後の生活を健全で豊かなものとす

る老人クラブの充実・発展を図り、老人クラブの結成を促進する。

〈事 業 実 績〉

補 助 金 額会 員 数ク ラ ブ 数
区 分

年 度

２８，４６７，２００２２，５２６４０６31・元

２７，５４３，６００２１，２９０３９４2

２７，５８０，０６３１９，５７４３６９3

２４，２９７，７７８１７，５４０３４２4

２４，２０７，０００３４３5（予算）



(4) １００歳祝品贈呈

１００歳の高齢者に祝品を贈り長寿を祝う。

〈事 業 実 績〉
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人 数
区 分

年 度

１１１31・元

１２０2

１２５3

１３２4

１５８5（予算）

(5) 老人健康農園事業

農業後継者の不足から休耕地とされていた畑地の一地主が、高齢者の生きがい対策の一環と

して当畑地を開放されたのに伴い、昭和４８年５月から実施している事業である。

〈事 業 実 績〉

金 額区 画 数
区 分

年 度

３，８４０，２８９５３５31・元

３，０８３，９１３５３５2

２，８６６，６６２５３５3

２，９２３，１１９５３５4

２，５９１，０００５２８5（予算）

(3) ９０歳祝品贈呈（令和元年度まで９０歳祝賀会）

９０歳の高齢者に祝品を贈りその長寿を祝う。

〈事 業 実 績〉

金 額該 当 者 数
区 分

年 度

１１，１４６，２５１１，７１２31・元

８，１９０，９６１１，６３９2

８，４４７，８４９１，７００3

９，６６９，１０４１，９４３4

１０，４０２，０００１，９４２5（予算）

※令和元年度までは、９０歳の高齢者を招待してその長寿を祝う祝賀会を開催。



〈事 業 実 績〉

(7) 高齢者おでかけバスカード交付事業

〈事 業 実 績〉

７０歳以上の高齢者に対し、額面３，０００円と終日２割引で乗車できる特典がついたカー

ドを１人に１回のみ交付する（平成１９年度までは、年間４，８００円分のバスカードを交付

していた）。
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金 額該 当 者 数
区 分

年 度

２，２１１，７２０９，２４８31・元

１，９５９，６７０７，８２５2

１，８１１，１７０７，１８１3

１，５８３，８４０６，３３４4

１，７４８，４００７，０８０5（予算）

金 額バスカード交付人数
区 分

年 度

８１，０５６，３４０６３，４７７31・元

４９，９１５，５７０６３，０８９2

４９，０５４，６５５６２，１２０3

５４，４９６，０８０６１，１７７4

６３，２８０，０００６６，０００5（予算）

(6) 高齢者ふれあい入浴事業

７０歳以上の高齢者のために、毎月２回（１日と１５日）、公衆浴場を低額で開放し、高齢

者の孤独感を和らげ健康の保持、増進を図る。

毎月2回（１日と１５日）実施日

入浴料の半額負担入浴料金



〈助 成 率〉

助成限度額は７０万円で、介護保険法による住宅改修費が支給される場合は、介護保険法の

規定による居宅介護住宅改修費支給限度基準額の２０万円のうち利用可能額を控除する。

〈助 成 額〉

(9) 高齢者大学

高齢者の社会参加を促進する機会として、年５日間開催する。講座内容は、教養、健康、歴

史、文学、趣味等多岐にわたる。

〈事 業 実 績〉
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金 額参 加 者 数
区 分

年 度

６０，４８０９３31・元

１０，４８５９４2

２０，５６５８５3

３２，２７０７０4

１０１，０００１００5（予算）

助 成 率世 帯 の 階 層 区 分

１００％
生活保護法による被保護世帯
及び中国残留邦人支援法による支援給付受給者世帯

１００％生計中心者の前年分の市民税非課税世帯

(8) 高齢者住宅改善促進助成事業

在宅の高齢者の方に住みよい住環境を提供し、介護する家族の負担を軽減するため、住宅改

善に必要な費用を助成する。

〈助 成 実 績〉

金 額人 数
区分

年度

２，９５０，３８６１０31・元

１，７９５，２４７５2

２，３１４，２８４８3

１，０１７，１１１３4

３，５００，０００７5（予算）



(11) 高齢者体育大会の開催

高齢者の健康と体力づくりの普及啓発と相互の親睦を図るため、高齢者体育大会を開催する。

〈会 場〉 岐阜メモリアルセンター

〈事 業 実 績〉
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５．保険外はり、きゅう、マッサージ等施術料助成事業

施術料の一部を助成することにより健康の保持と福祉の増進を図るため、昭和５５年１０月

から実施している。

〈助成対象者〉 満７０歳以上の人（平成１３年度から７５歳を７０歳に引き下げ）
〈所 得 制 限〉 あり
〈助 成 割 合〉 施術料の１／３（年６枚交付）
〈助 成 実 績〉

金 額参 加 者 数
区 分

年 度

１，３１６，５９３２，７７２31・元

０(中止）０(中止）2

８６９，５０００(中止）3

１，２９３，２００１，７１０4

１，２３８，０００３，０００5（予算）

助 成 額受 診 率受 療 件 数交 付 枚 数受 給 者
区分

年度

２，７４９，２００５２．５２，０３０３，８６９６４８31・元

２，５０３，２００５０．３１，７８８３，５５４５９５2

２，５３５，４００５３．７１，８１１３，３７５５６６3

２，６９５，０００５５．７１，９２５３，４５９５８２4

２，７３１，４００５２．８１，９５１３，６９７６４３5(予算)

(10) 高齢者スポーツ活動促進事業

高齢者が、スポーツ活動を通して体力及び健康を保持し、生きがいを高める。

〈事 業 実 績〉

金 額参 加 者 数
区 分

年 度

９４６，４０７２，２５１31・元

９９５，０００２，４９２2

９９５，０００２，４８７3

９７０，０００１，７０６4

８３４，０００１，３００5（予算）
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６．後期高齢者医療事業

増大する老人医療費を踏まえ、現役世代の負担を明確にして、公平でわかりやすい制度とす
るため、７５歳以上の高齢者等を対象に独立した医療制度として、昭和５８年２月１日施行の
老人保健法に基づく医療給付事業から移行した事業である。

高齢者の医療の確保に関する法律 昭和５７年８月１７日法律第８０号
平成２０年４月１日施行

〈対象者〉
７５歳以上及び６５歳～７４歳で次に該当し、本制度への加入を選択する人
・身体障害者手帳１級から３級の人
・身体障害者手帳４級の一部（音声・言語、下肢の障がいの一部）の人
・精神障害者保健福祉手帳１級から２級の人
・療育手帳Ａ１・Ａ２の人
・障害年金を受給している人（法で定められた人）

注）均等割額軽減判定の総所得金額等は、各収入から必要経費や控除額（所得控除は除く）を差
し引いた所得金額の合計になります。ただし、譲渡所得は特別控除前の金額となるほか、事業
専従者控除の適用はなく、専従者給与額は事業主の所得に合算されます。また、年金所得は年
金収入から公的年金控除額と特別控除１５万円（６５歳以上の方のみ適用）を差し引いた金額
となります。

・制度加入前日まで健康保険や共済組合の被保険者（組合員）の被扶養者であり、本制度加
入により新たに保険料が発生する人に対しては、制度に加入した日の属する月から２年を
経過する月までの間に限り均等割額の５割を軽減し、所得割額はなしとなる。（ただし所
得が低い方に対する軽減にも該当する方については、いずれか大きい軽減を適用）

〈保険料の軽減〉
・低所得の個人・世帯を対象として、収入に応じて「７割・５割・２割」の３段階に
分けて均等割額が軽減される。

保険料は、被保険者全員が等しく負担する「均等割額」と被保険者の所得に応じて負担す
る「所得割額」の合計となり、個人単位で計算される。均等割額と所得割率は広域連合で、
２年ごとに見直される。

〈保険料〉
保険料（限度額（年額）６６万円、100円未満は切捨て）

＝ 所得割額（被保険者の所得※×所得割率8.90％） ＋ 均等割額（46,023円）

〈自己負担割合〉
１割、２割または３割

※所得 ＝ 総所得金額等 － ４３万円（基礎控除額）

●ぎふ・すこやか健診
被保険者の方がすこやかに長生きしていただけるように生活習慣病の早期発見・早期治

療を目的として実施している。

●ぎふ・さわやか口腔健診
歯・歯肉の状態や口腔清掃状態等のチェックを行い、口腔機能低下や肺炎等の疾病を予

防し、被保険者の健康増進を図るために実施している。

世帯（被保険者および世帯主）の総所得金額等の合計額軽減割合

「４３万円（基礎控除額）＋１０万円×（年金・給与所得者等の数－１）」７割軽減

「４３万円（基礎控除額）＋１０万円×（年金・給与所得者等の数－１）
＋２９万円×（被保険者数）」以下の世帯

５割軽減

「４３万円（基礎控除額）＋１０万円×（年金・給与所得者等の数－１）
＋５３．５万円×（被保険者数）」以下の世帯

２割軽減



７．老人福祉施設一覧

６５歳以上の人であって、環境上の理由及び経済的な理由により居宅での生活が困難な人を

入所させる施設

(1) 養護老人ホーム

６５歳以上の高齢者であって、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要

とし、居宅において適切な介護を受けることが困難な人を入所させる施設

(2) 特別養護老人ホーム
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電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

239-8830
人

70昭和43年 4月 1日
社会福祉
法 人岐阜県中2丁目470寿 楽 苑1

244-3500100〃 53年 9月 7日〃
社会福祉
法 人

日野東5丁目1-1第三岐阜老人ホーム2

251-556180〃 54年 4月 1日〃〃河渡2丁目45喜 久 寿 苑3

239-972180〃 60年 6月 1日〃〃奥1丁目100瑞 光 苑4

229-3224110〃 60年 7月 1日〃〃三輪776-2光 の 園5

239-976680平成 4年 4月 1日〃〃奥2丁目28-1さ く ら 苑6

241-7676100〃 5年 4月 1日〃〃大洞3丁目3-1大 洞 岐 協 苑7

238-8800100〃 8年 4月 1日〃〃彦坂川北230サ ン ラ イ フ 彦 坂8

234-237680〃 9年 4月 1日〃〃黒野404-1黒 野 あ そ か 苑9

297-2525100〃 13年 4月 1日〃〃雄総柳町2丁目60養 生 訓 園10

255-5550100〃 14年 4月 1日〃〃寺田7丁目85ナーシングケア寺田11

241-2100100〃 14年 4月 1日〃〃芥見野畑1丁目25コ ー ト ・ ス マ イ ル12

254-1533100〃 17年 4月 1日〃〃鏡島南1丁目2-30燦 燦 （ さ ん さ ん ）13

237-120080〃 17年 4月 1日〃〃三田洞東4丁目9-1み た ほ ら 苑14

259-357789〃 18年 4月 1日〃〃細畑3丁目16-8あ ん き の 家 細 畑15

293-552260〃 18年 4月 1日〃〃川部3丁目43やすらぎの里川部苑16

214-601080〃 24年 4月 1日〃〃加納愛宕町18-2ナーシングケア加納17

242-003529〃 23年 9月 1日〃〃岩井4-10-1シルバータウン岩井18

293-552229〃 24年 3月20日〃〃川部3-19-1
や す ら ぎ の 里
川 部 苑 新 館19

272-555180〃 25年 3月15日〃〃須賀2-5-1る ぴ な す ビ ラ20

264-8880100〃 26年 6月 1日〃〃長旗町2-18ハ ー ト ス テ ー ジ 鳳21

230-333529〃 27年 9月16日〃〃則松2-10あ ん ず の 里22

215-907029〃 29年12月28日〃〃徹明通6-14ケアコート徹明通り23

213-800629〃 31年 1月21日〃〃鏡島南1-2-30ば ー む24

264-2811100令和元年 5月 7日〃〃高砂町1-17ジ ョ イ フ ル 岐 阜 駅25

213-129429〃 3年 3月31日〃〃北一色10-38-1
長森いきいき倶楽部ラシック
特 別 養 護 老 人 ホ ー ム26

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

237-7120
人

90昭和25年11月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人椿洞1089-1寿 松 苑1

245-6573110〃 23年 3月18日〃〃北一色7丁目20-1岐 阜 老 人 ホ ー ム2



６０歳以上（夫婦の場合、どちらか一方が６０歳以上）で、身体機能の低下等が認められ又

は高齢のため独立して生活するには不安が認められる人で、かつ、家族による援助を受けるこ

とが困難な方を低額な料金で利用させる施設

(4) ケアハウス

６０歳以上（夫婦の場合、どちらか一方が６０歳以上）で、かつ、家庭環境、住宅事情等の

理由により居宅において生活することが困難な人であって、利用者が自炊できる程度の健康状

態である人を入所させる施設

(3) 軽費老人ホームＢ型

－51－

６０歳以上の高齢者（ひとり暮らしの人、夫婦のみの世帯に属する人又は家族による援助を

受けることが困難であって、原則として要介護認定の結果、非該当(自立)及び要支援程度の認

定を受け独立して生活することに不安のある人）が入所できる、自炊を原則とする施設で居住

部門とデイサービスセンター（通所部門）からなる福祉施設

(5) 生活支援ハウス

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

213-3936
人

29令和 3年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人大洞紅葉が丘6-22-47

地域密着型特別養護老人ホーム
第 2 大 洞 岐 協 苑27

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

－
人

50昭和49年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人長森岩戸831岩 戸 サ ン ホ ー ム1

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

229-3331
人

30平成 7年12月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人三輪774-2シ ャ ロ ー ム み わ1

238-880915〃 8年 6月28日〃〃彦坂川北230サ ン ラ イ フ 彦 坂2

234-237615〃 9年 4月 1日〃〃黒野404-1黒 野 あ そ か 苑3

239-972030〃 11年 4月 1日〃〃奥2丁目28-1さ く ら 苑4

255-303050〃 11年 4月 1日〃〃寺田7丁目95ロイヤルコート寺田5

239-772280〃 13年 6月 1日〃〃川部3丁目20
や す ら ぎ の 里
川 部 苑6

239-974950〃 14年 4月 1日〃〃奥1丁目95エトワールずいこう7

253-750130〃 15年 4月 1日〃〃鏡島南1丁目2-33ラ ・ ポ ー レ ぎ ふ8

244-120030〃 15年 4月 1日〃〃北山1丁目15-25さ さ ゆ り9

255-331320〃 15年 4月 1日〃〃真砂町1丁目20-2ウ ェ ル ビ ュ ー 明 郷10

242-114320〃 15年 4月 1日〃〃大洞3丁目3-1大 洞 岐 協 苑11

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

213-1294
人

9平成14年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人北一色10丁目38－1

生 活 支 援 ハ ウ ス
い き い き1



無料又は低額な料金で、高齢者に対して各種の相談に応じるとともに、健康の増進、教養の

向上及びレクリエーションのための便宜を総括的に供与する施設

(7) 老人福祉センター

高齢者及び障がい者が温泉にひたりながら心身の健康の増進を図れるよう、休養とレクリ

エーションの場として供与する施設（平成２２年度より３階旧身体障害者保養所「清泉荘」を統合）

(8) 三田洞神仏温泉

－52－

在宅の虚弱高齢者及び重度認知症高齢者が、通所により、各種のサービスを受けられる施設

平成３０年４月１日現在、１８９施設ある。（詳細は介護保険課に直接問い合わせるか、

ホームページを参照のこと）

(6) デイサービスセンター

高齢者に対する総合的な情報を提供し、教養の向上に資する施設

(9) 高齢者福祉会館

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

246-4101-昭和46年 4月22日
社 会 福 祉
法 人岐 阜 市金竜町5丁目10-3和 楽 園１

253-5121-〃 49年 5月11日〃〃西荘2丁目11-23西 部 福 祉 会 館２

263-6767-〃 53年 3月 1日N P O法人〃京町1丁目64友 楽 園３

252-4738-〃 56年10月 1日
社 会 福 祉
法 人〃都通2丁目23みやこ老人センター４

230-1350-〃 58年 5月 4日団 体〃下鵜飼1丁目105交 楽 園５

229-5068-〃 59年 5月12日
社 会 福 祉
法 人

〃北野東827三 楽 園６

233-2110-〃 59年 5月12日団 体〃八代1丁目11-13長 寿 園７

272-2341-〃 60年 4月27日〃〃加納城南通1丁目20陽 楽 園８

387-1333-〃 62年 3月 6日
社 会 福 祉
法 人〃柳津町丸野1丁目34

柳 津 高 齢 者
福 祉 セ ン タ ー

９

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

237-3734-昭和43年 2月15日株式会社岐 阜 市三田洞222三 田 洞 神 仏 温 泉１

電 話定 員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

240-1245-平成 3年 4月 1日
公 益
社団法人

岐 阜 市鶴田町3丁目7-4ふれあいの館「白山」１



網代

方県

西郷
黒野

常磐

岩野田北

岩野田

三輪南

三輪北

藍川

長良東

長
良

長
良
西

鷺山七郷
木田

則武

城西

島
合渡

鏡島

早田

市橋

本荘

本郷

京町

木
之
本

徹明

明徳

金華

梅林

白山

華陽

三里

日置江

柳津

鶉

加
納
西

茜部

加納

厚見

長森西

長森南

長森北

長森東

日野

岩

芥見

芥見南

芥見東

寿松苑(1)

岐阜老人ホーム(1)

寿楽苑(2)

喜久寿苑(2)

瑞光苑(2)
エトワールずいこう(5)

光の園(2)
シャロームみわ(5)

さくら苑(2)(5)

大洞岐協苑(2)(5)

サンライフ彦坂(2)(5)

黒野あそか苑(2)(5)

養生訓園(2)

ナーシングケア寺田(2)
ロイヤルコート寺田(5)

コート・スマイル(2)

燦燦(2)

みたほら苑(2)

岩戸サンホーム(3)

老人福祉施設の種類

(1)  養護老人ホーム
(2)  特別養護老人ホーム
(3)  軽費老人ホームＢ型
(4)  生活支援ハウス
(5)  ケアハウス
(6)  老人福祉センター
(7)  三田洞神仏温泉
(8)  高齢者福祉会館

生活支援ハウスいきいき(4)

やすらぎの里川部苑(2)(5)
やすらぎの里川部苑新館(2)

ラ・ポーレぎふ(5)

ささゆり(5)

ウェルビュー明郷(5)

陽楽園(6)

西部福祉会館(6)

柳津高齢者
福祉センター(6)

和楽園(6)

友楽園(6)

長寿園(6)

三楽園(6)

交楽園(6)

みやこ老人センター(6)

－53－

あんきの家細畑(2)

ナーシングケア加納(2)

シルバータウン岩井(2)

るぴなすビラ(2)

ハートステージ鳳(2)

あんずの里(2)

三田洞神仏温泉(8)

ふれあいの館「白山」(9)

ケアコート徹明通り(２)
第三岐阜老人ホーム(2)

ばーむ(2)

ジョイフル岐阜駅(２)

第２大洞岐協苑(2)

長森いきいき倶楽
部ラシック特別養
護老人ホーム(2)



第６ 障がい者・障がい児福祉

本市は障がい者・障がい児の生活の安定と福祉の増進を図るため、在宅の障がい者・障がい児の自

立支援を重点に援護の諸施策を講じ、障がい者・障がい児が最大限に社会参加できるよう道路、交通

安全施設を始めとした公共的施設の構造、設備の改造等の環境整備を図るとともに、幅広い市民の障

がい者・障がい児に対する理解と協力を得ることを目的として「オンリーワンわたしたちの芸術祭」

を毎年実施するなど、啓発活動に努めている。

これらの諸施策は、障害者基本法に基づく障害者計画、障害者総合支援法に基づく障害者福祉計画

及び児童福祉法に基づく障害児福祉計画により推進している。平成３０年度から令和５年度までを計

画期間とする第４次障害者計画は、第３次障害者計画の「誰もが自立してともに暮らすまちをめざし

て」を基本理念として継承し、平成３０年３月に策定した。また、令和３年３月には令和３年度から

令和５年度までを計画期間とする第６期障害福祉計画、第２期障害児福祉計画を策定し、障がい者・

障がい児にとって必要なサービスが途切れることなどないよう、諸施策の推進に取り組んでいる。

１．重度障がい者対策

重度の心身障がい者等に対し、医療費の一部を助成することにより、経済的負担を軽減し、健

康と福祉の増進を図る。

〈対 象 者〉

(1) 重度心身障害者等医療費助成

・身体障害者手帳１級から３級の人

・戦傷病者手帳の特別項症から第４項症の人で、身体障害者手帳４級の人

・療育手帳Ａ・Ａ１・Ａ２・Ｂ１の人

・６か月以上ねたきりで常時介護を要する65歳以上の人

・精神障害者保健福祉手帳１級から２級の人

※ただし、所得制限あり。

〈助 成 範 囲〉

健康保険証を使って、病院・診療所・薬局で診療を受けたり、薬をもらったとき、窓口で

支払う自己負担の額（ただし、食事療養費標準負担額は含まない）

〈助 成 実 績〉

－54－

助 成 額総 費 用 額
1 件 当 り

助 成 額
1 人 当 り

助 成 額
1 件 当 り

費 用 額
1 人 当 り

費 用 額
受 診 率件 数

受 給 対
象 者 数

区分

年度

円

1,707,410,227
2,183,254,990

円

22,370,790,663
26,190,057,380

円

4,244
4,332

円

142,201
148,379

円

55,602
51,962

円

1,863,146
1,779,941

％

3,351
3,425

件

402,336
504,025

人

12,007
14,714

31・元

1,629,595,662
2,120,244,571

22,103,765,904
26,017,737,422

4,291
4,366

136,345
142,835

58,206
53,581

1,849,378
1,752,744

3,177
3,271

379,753
485,581

11,952
14,844

2

1,643,535,329
2,161,481,414

22,198,017,767
26,315,972,166

4,241
4,285

138,742
144,581

57,276
52,174

1,873,883
1,760,266

3,272
3,374

387,559
504,391

11,846
14,950

3

1,630,904,508
2,184,276,049

21,904,634,444
26,264,316,818

4,193
4,232

139,740
145,492

56,320
50,890

1,876,843
1,749,438

3,332
3,438

388,930
516,102

11,671
15,013

4

1,773,012,098
2,358,757,901

21,668,458,649
25,960,868,286

4,565
4,482

152,635
155,581

55,787
49,330

1,865,398
1,712,345

3,344
3,471

388,416
526,274

11,616
15,161

5
（予算）

上段は身体・知的のみ。

下段は精神を含む



重度の身体障がい者に対し健康の保持と福祉の増進を図るため保険外はり、きゅう、マッサー

ジ等施術料の一部を助成する。

〈助成対象者〉

(2) 保険外はり、きゅう、マッサージ等施術料助成

身体障害者手帳が肢体不自由で１級又は２級に該当する満７０歳未満の人

〈そ の 他〉

所得制限がある。

－55－

〈助 成 実 績〉

(3) 特別障害者手当等

○ 特別障害者手当

在宅の著しく重度の障がいをもつ２０歳以上の人に対し、手当を支給することにより福祉の向

上を図る。

〈支給対象者〉

・身体障害者手帳が１・２級程度の障がいを二つ以上重複して有する人

・知能指数が２０以下で日常生活において常時介助を要する状態にある人

・両上肢・両下肢・体幹のいずれかに機能障がいを有し、常時特別の介護を必要とする人

・内部障がい者などで絶対安静の状態にある人

・その他、上記と同程度以上の障がいを有し、常時特別な介護を必要とする人

〈支 給 制 限〉

・本人又は扶養義務者の所得が一定以上あるとき

・福祉施設に入所しているとき

・病院、診療所等に３か月以上継続して入院しているとき

〈支 給 額〉

月額 ２７，９８０円

〈手 当 の 支 給〉

手当は毎年２月、５月、８月、１１月の１０日（金融機関の休業日に当たる場合はその前

日又は前々日）にそれぞれの前月までの３か月分を支給する。

助成額受診率受療件数交付枚数受給者
区分

年度

１８，５００５８．３１４２４４31・元

３２，２００５１．１２３４５８2

３６，４００４９．１２６５３１０3

３５，０００４６．３２５５４９4

８４，０００４７．６６０１２６２１5（予算）



〈支 給 実 績〉

○ 障害児福祉手当

精神又は身体に重度の障がいを有する児童に対し、手当を支給することにより福祉の向上

を図る。

－56－

〈支 給 制 限〉

・本人又は扶養義務者の所得が一定以上あるとき

・障害厚生年金等を受けているとき（ただし特別児童扶養手当とは併給可）

・児童福祉施設等に入所しているとき

〈支 給 額〉

月額 １５，２２０円

〈手 当 の 支 給〉

手当は毎年２月、５月、８月、１１月の１０日（金融機関の休業日に当たる場合はその前

日又は前々日）にそれぞれの前月までの３か月分を支給する。

〈支 給 実 績〉

〈支給対象者〉
・身体障害者手帳１級及び２級の一部

・療育手帳Ａ１

・その他上記と同程度以上の障がい児で常時介護が必要と認められる人

金 額件 数
区分

年度

２５０，５９７，８２０９，２２８31・元

２４９，５８９，６００９，２９７2

２５１，２０９，７５０９，１８５3

２３３，６７９，１５０８，５５７4

２５４，８９７，８００９，１１０5（予算）

金 額件 数
区分

年度

４０，６６６，４１０２，７７８30

４１，６４２，２８０２，８２０31・元

４０，９８３，２１０２，７５５2

３８，２７１，３６０２，５７２3

３６，１８６，６００２，４３６4

３８，１８６，９８０２，５０９5（予算）



－57－

(4) 外国人等心身障害者福祉金

昭和５７年国民年金の国籍条項が撤廃されたが、当時２０歳を超えていた等年金が支給され

ず無年金者になっている在日外国人等障がい者に対し、福祉金を支給することにより福祉の向

上を図る。

〈支給対象者〉

次のいずれかに該当する重度障がい者で障害基礎年金等を受けていない人

(1) 本市に１年以上住所を有する外国人で次の要件を備える人

ア 昭和５７年１月１日前に２０歳に達していた方で、同日において日本国内で廃止前の

外国人登録法による登録を行っていたもの

イ 昭和５７年１月１日前に重度障がい者であった人

(2) 本市に１年以上住所を有し昭和６１年４月１日前に２０歳に達していた方で次の要件

を備える人

ア 障がいの発生原因の初診日が昭和６１年４月１日前に属し、その日に日本国内に住所

を有しなかった人

〈支 給 制 限〉

・生活保護を受けているとき

・公的年金を受けているとき（年額240,000円以上）

・本人の所得が一定以上あるとき

〈支 給 実 績〉

(5) 特別児童扶養手当

精神又は身体に障がいを有する児童を家庭で監護、養育している人に、特別児童扶養手当を

支給することにより在宅障がい児の福祉の増進を図る。

〈支給資格・要件〉

２０歳未満の日常生活に著しい制限を受けている児童で次の状態にある人を養育してい

る人

・身体障害者手帳１級、２級、３級、４級の一部

・療育手帳Ａ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２の一部

・その他上記と同程度の障がい

〈支 給 制 限〉

・受給者又は扶養義務者の所得が一定以上あるとき

・児童が障がいを亊由とする年金等を受けているとき

・施設に入所しているとき

金 額件 数
区分

年度

６１３，７６５３６31・元

６０６，６８４３６2

６０６，５２３３６3

３８４，４１１３６4

６１７，６００３６5（予算）
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〈手当の支給〉

・手当は毎年４月、８月、１２月の１１日（金融機関の休業日に当たる場合はその前日

又は前々日）にそれぞれの前月までの４か月分を金融機関の口座振替により支給する。

〈支 給 額〉

児童１人につき、１級月額５３，７００円

２級月額３５，７６０円

〈支 給 状 況〉

２．自立支援対策

日常生活を営むうえで支障のある障がい者等に対し、居宅において適切な家事援助、身体介

護等日常生活の援助を行うことにより、障がい者等の生活の援護を図る。

〈サービスの内容〉

(1) 居宅介護（障害福祉サービス）

身体介護、家事援助、通院等介助、通院等乗降介助

〈派遣時間数等〉

派遣時間数（訪問から辞去までの実質サービス時間数とする）・サービス内容は、当該障

がい者等の身体的状況、世帯の状況等を勘案して決定する。

〈支 給 実 績〉

特別児童扶養手当区分
年度 対象児童数受給世帯数

７７０人７３３世帯31・元

８０１７６３２

７８１７４４３

８１８７８０４

金 額延 人 数
区分

年度

５５７，６１１，３４５円７，４６３人３

５８９，８３４，７２１７，６８４４

６６０，６２９，００５７，９１６５（予算）

重度の肢体不自由者又は、重度の知的障がい若しくは精神障がいにより常に介護を必要とす

る者に、自宅での入浴、排せつ、食事等の介護、外出時における移動支援等を総合的に行う。

(2) 重度訪問介護（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

金 額延 人 数
区分

年度

１７６，７９３，６７４円４２９人３

２１２，０７５，９０６５１１４

２３０，６８０，９８６５１２５（予算）



視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等に対し外出に同行し、移動に必要

な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他必要な援助を行う。

(3) 同行援護（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

知的障がい等により行動が著しく困難で、常に介護が必要な者に、外出時の移動の支援や行

動の際に生じる危険回避のための援護等を行う。

(4) 行動援護（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉
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金 額延 人 数
区分

年度

４４，１３０，８４５円９６５人３

４５，５７３，１４２８７７４

４２，９５３，８４０９２４５（予算）

金 額延 人 数
区分

年度

２５，６４２，７３７円３６６人３

２９，４６４，３９０４４３４

３０，０９６，０７５４４８５（予算）

常時介護を必要とする障がい者に対し、主として昼間において、障害者支援施設等での入浴、

排せつ及び食事等の介護、創作的活動及び生産活動の機会の提供、その他身体機能又は生活能

力の向上のために必要な支援を行う。

(5) 生活介護（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

在宅の障がい者・児を介護している家族が病気や休息等のため、家庭における介護が困難と

なった場合に、短期の入所による入浴、排せつ、食事の介護等を行う。

(6) 短期入所（ショートステイ）（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

金 額延 人 数施 設 数
区分

年度

２，４１０，２３１，１３４円１１，２３９人１０１か所３

２，４２６，５９４，８６１１１，５９１１０５４

２，５５２，３６６，９１５１１，８２４１０６５（予算）

金 額延 人 数
区分

年度

１６９，７０１，４００円２，７０４人３

１８８，７１５，０８０２，８４５４

２１３，４３２，２４４３，１７２５（予算）



施設に入所する障がい者に対し、夜間や休日、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関

する相談及び助言その他の必要な日常生活上の支援を行う。

(7) 施設入所支援（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉
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常時介護と医療を必要とする者に、主に日中に医療機関において機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の支援を行う。

(8) 療養介護（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

金 額延 人 数施設数
区分

年度

６２３，６６１，０６３円４，８８０人４３か所３

６４５，４３４，６９６４，８２０４２４

６６４，２９４，２６９４，８０４４１５（予算）

金 額延 人 数施設数
区分

年度

１２９，４９６，９５０円４９１人５ か所３

１３３，７９９，２８０５０９５４

１３６，１６５，６３０５２４５５（予算）

夜間や休日に共同生活を行う住居で、相談や入浴、排せつ、食事の介護等日常生活上の援助

を行う。

(9) 共同生活援助（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

障がい者に対し、障害者支援施設もしくは障害福祉サービス事業所又は当該障がい者の居宅

において行う理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する相談及び

助言その他の必要な支援を行う。

(10) 自立訓練（機能訓練）（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

金 額延 人 数施設数
区分

年度

６３９，８８１，９２６円４，１２３人６６ か所３

７８２，７９２，４９０４，８２６６８４

９３８，８５３，８６４５，３５６９１５（予算）

金 額延 人 数施設数
区分

年度

―円―人０か所３

――０４

――０５（予算）



就労を希望する障がい者に対し、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の支援を行う。（２４か月以内）

(12) 就労移行支援（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

障がい者に対し、障害者支援施設もしくは障害福祉サービス事業所又は当該障がい者の居

宅において行う入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、

生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。

(11) 自立訓練（生活訓練）（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉
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金 額延 人 数施設数
区分

年度

５５，４２８，４３２円４１７人６ か所3

６７，２１１，５３２４７５９4

６５，３８８，０６６４６０１０5（予算）

金 額延 人 数施設数
区分

年度

１４７，０７６，７３３円１，０６５人１４か所3

１４２，４４６，３２８９６５１８4

１４５，２２８，４３１７４４１８5（予算）

一般企業等に就労することは困難であるが、雇用契約に基づき継続的に就労することが可能

な者に対し、生産活動などの活動の機会の提供と、就労に必要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練・支援を行う。

(13) 就労継続支援Ａ型（障害福祉サービス）

〈支 給 実 績〉

(14) 就労継続支援Ｂ型（障害福祉サービス）

一般企業等に就労することが困難で、雇用契約による就労が困難な者に対し、生産活動など

の活動の機会の提供と、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練・支援を行う。

〈支 給 実 績〉

金 額延 人 数施設数
区分

年度

１，１１３，７９８，９１６円７，４９３人６８か所3

１，１７０，２６１，３２９７，６５４６９4

１，２８６，０５４，９０５７，７２０７７5（予算）

金 額延 人 数施設数
区分

年度

１，４４６，６５６，１０３円１１，４３２人９０か所3

１，５５６，９９９，０７４１２，５４３１００4

１，７４６，８０２，９４１１３，６９２１１６5（予算）
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(15) 就労定着支援（障害福祉サービス）

就労移行支援等を利用し一般企業等に新たに雇用された障がい者に対し、就労の継続を図る

ため、就労に伴い生じた生活面の課題に対応するための相談、指導及び助言等を行う。

〈支 給 実 績〉

金 額延 人 数
区分

年度

１５，１８７，３０１円４８２人3

１３，９５１，１９３５１４4

１４，０７６，９９１５４０5（予算）

(17) 自立生活援助（障害福祉サービス）

居宅において単身等で生活する障がい者に対し、一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補

うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により必要な支援を行う。

〈支 給 実 績〉

金 額延 人 数
区分

年度

－ 円－ 人3

－－4

―-5（予算）

(18) 補装具費の支給

補装具とは、身体の欠損又は損傷を補い、日常生活を容易にするために必要な用具をいう。

次のものを岐阜県身体障害者更生相談所の判定等によって、購入や修理などにかかる補装具費

の支給を行う。 （令和４年４月１日現在の制度内容）

補 装 具
対 象 者

品 名種 類

義足、義手など義 肢

肢 体 不 自 由

下肢、体幹、上肢など装 具

普通型、手押し型、電動など車 椅 子

松葉づえ、カナディアンクラッチなど歩行補助つえ

歩行器、座位保持装置、座位保持椅子、起立保持具、
重度障害者用意思伝達装置など

そ の 他

矯正眼鏡、弱視眼鏡など眼 鏡
視 覚 障 が い

視覚障害者安全つえ、義眼などそ の 他

高度難聴用、重度難聴用など補 聴 器
聴 覚 障 が い

人工内耳用音声信号処理装置修理そ の 他

車椅子、歩行補助つえ、歩行器など内 部 障 が い

（16） 超短時間雇用創出事業

特性などにより、長時間働くことが難しい人の社会参加及び自立を推進するため、週20時間

未満の雇用である超短時間雇用を行う企業の開拓と求職者への紹介と支援を行う。

〈名 称〉超短時間ワーク応援センター

〈所在地〉学園町2丁目33番地

〈電 話〉215-8280
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(19) 自立支援医療費（更生医療）支給

「更生医療」とは一般医療ですでに治癒（欠損治癒・変型治癒など、いわゆる不完全治癒）

したと考えられている障がいに対し、日常生活や職業生活をしていくうえで便利なように障が

いを軽くしたり、回復したり、手術を行うなどの特別の医療をいう。

たとえば、肢体不自由については、動かなくなった関節を再び動かしうるようにする手術

（関節形成術）、慢性腎不全患者に対して人工腎臓を使用して行われる血液透析療法などに更

生医療の適用がある。

〈費 用 負 担〉

・自立支援医療費の支給は、医療保険の自己負担部分を対象とする。

・家計の負担能力にあわせて月額自己負担上限額が設定されている。ただし、負担上限額

が医療の１割相当額を超える時は、医療費の１割が利用者負担となる。（食事療養費は

別途自己負担）

・自己負担について、受診者の属する「世帯」の収入や受給者の収入に応じ所得区分を設

け、所得区分ごとに負担上限月額を設ける。また、継続的に相当額の医療費負担が発生

する方には、月当たりの負担額に別途上限を設ける。

〈給 付 実 績〉

金 額人 数
区分

年度

３８９，７１０，０５９円４，９４３人31・元

４１１，２０８，３５８５，２７９2

３９８，９０６，６８７５，２４８3

３９６，１０１，８４８５，６４２4

４３４，９４３，５１６６，３５４5（予算）

家計の負担能力にあわせて月額自己負担上限額が設定されている。ただし、負担上限額が

要した費用の１割を超えるときは、要した費用の１割が利用者負担となる。

〈給 付 実 績〉

金 額件 数
区分

年度

８７，４０６，３３７円８８３件31・元

９５，５３５，６２９８４３2

１０３，７３８，２０３８０５3

１２８，０１９，２６１９０３4

１３２，８３２，２８８９０７5（予算）

〈費 用 負 担〉



３．障害児通所支援対策

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行う。

(1) 児童発達支援

〈支 給 実 績〉

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等の児童発

達支援に加え、治療を行う。

(2) 医療型児童発達支援

〈支 給 実 績〉

放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上のための訓練を行い、社会との交流

の促進を図るなど、障がいのある児童の放課後等の居場所を提供する。

(3) 放課後等デイサービス

〈支 給 実 績〉
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(4) 居宅訪問型児童発達支援

重度の障がいにより外出が著しく困難な児童の居宅を訪問して、日常生活における基本的な

動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行う。

金 額延 人 数施設数
区分

年度

５３６，５３２，２０９円４，１６１人３８か所3

６２７，６６１，１２０４，８７４４６4

７１８，３７６，０５１５，４５６５６5（予算）

金 額延 人 数施設数
区分

年度

１３，９９０，３１７円５９９人１か所3

１２，６００，６１０５３２２4

１４，５５５，６６１５２８２5（予算）

金 額延 人 数施設数
区分

年度

１，７７７，９７９，５２３円１５，８９４ 人１０９か所3

２，０４９，３２１，２０５１９，０３６１３８4

２，４０５，４０７，９７４２０，３６４１４６5（予算）

金 額延 人 数
区分

年度

１，２４９，９３２円１９人3

１，０９５，９２０２５4

２，６２７，４２６２４5（予算）



４．地域生活支援対策
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保育所等へ現在利用中の障がい児、又は今後利用する予定の障がい児が、保育所等における

集団生活への適応のための専門的な支援を必要とする場合、その本人及び当該施設のスタッフ

に対し、集団生活に適応するための訓練や支援方法の指導等の訪問支援を行う。

(5) 保育所等訪問支援

〈支 給 実 績〉

(1) 基幹相談支援事業

基幹相談支援サテライトは、障がいのある方に関する相談支援体制の強化を図るため、岐阜

市が担う基幹相談支援センターの機能を補完するサテライト型の事業所として市内４か所に設

置し、障がい種別の区分けなく初期相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を行うとともに、

担当区域内の相談支援事業所に対する専門的な指導や助言、人材育成等を行う。

金 額延 人 数施設数
区分

年度

５，６２７，７２７円１９９人３か所3

６，７２１，７１７２０６２4

５，３１８，０６７３６０３5（予算）

担 当 区 域委 託 先

金華、京町、明徳、徹明、本郷、木之本、
本荘、長良、長良西、長良東、三里、鷺山、
常磐、岩野田、岩野田北

名 称 ：基幹相談支援サテライトクロス

所 在 地：平和通３丁目２番地１

電話番号：２１３－０５２５

島、早田、城西、則武、木田、黒野、方県、

西郷、七郷、市橋、鏡島、合渡、網代

名 称 ：基幹相談支援サテライトうかい

所 在 地：洞１０２６番地

電話番号：２９３－１１５０

梅林、白山、華陽、日野、長森南、長森北、

長森西、長森東、岩、厚見、芥見、藍川、

芥見東、芥見南、三輪南、三輪北

名 称 ：基幹相談支援サテライトふなぶせ

所 在 地：日野東４丁目１０番１８号

電話番号：２４４－２７７７

加納東、加納西、茜部、鶉、日置江、柳津町

名 称 ：基幹相談支援サテライトふなぶせ南

所 在 地：茜部新所１丁目１６７番地２

電話番号：２０１－３１１１



重度障がい者・児の日常生活がより円滑に行われるよう、日常生活用具を購入する際に要す

る費用の一部の支給を行う。

〈品 目〉

(3) 日常生活用具費等の支給

特殊マット、特殊便器、特殊寝台など

〈支 給 実 績〉

支給件数、金額共に年々増加傾向にある。このうち排せつ管理支援用具についても年々支

給件数が増加している。

〈助 成 実 績〉

外出の困難な在宅の重度身体障がい者（低所得世帯）で、緊急連絡、コミュニケーション等

の手段として電話の設置が必要と認められる人に対して、それに係る回線使用料等を助成する。

(4) 福祉電話基本料金助成等
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金 額件 数
区分

年度

121,098,461 (101,093,599)円11,010 (10,652)件31・元

119,326,626 (103,398,855)11,115 (10,807)2

120,267,594（103,630,658）11,034（10,740）3

114,758,817 (101,164,219)10,724（10,478)4

127,878,325 (105,998,160)10,778（10,523)5（予算）

※１ 件数については、福祉電話及び緊急通報体制事業は除く。

※２ （ ）内は排せつ管理支援用具分

設 置 件 数区分
年度 金 額件 数

１０３，８４５５31・元

９２，８９８４2

８１，８７２５3

５７，９１５３4

１１５，５６０５5（予算）

＜開所時間＞ 月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く） 午前９時～午後５時
〇リトル☆スター

岐阜市寺田7-86-1 電話 ２５５－３０３１ ＦＡＸ ２１３－０５８１
〇はなみずき苑指定相談支援事業所

岐阜市大洞3-4-5 電話 ２４１－５２２１ ＦＡＸ ２４１－５２２０

（2） 高度専門分野相談支援事業

医療的ケア児・者、重症心身障がい児・者、強度行動障がい児・者、その家族の方等から
の相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を行う。



屋外での移動が著しく困難な障がい者・児に対して、外出のための支援を行う。

(5) 移動支援

〈対 象 者〉

視覚障がい者・児、身体障がい者・児（他に要件あり）、知的障がい者・児、発達障がい

者・児

精神障がい者・児、難病患者等であって重度の者

〈サービスの対象外〉

〈支 援 実 績〉

・通勤、営業活動等の経済的活動に係る外出

・通学等の通年又は長期にわたる継続的な外出

・社会通念上事業に係るサービスを提供することが適当でない外出

（サービスの対象は、原則として１日の範囲内で用務を終えるものに限る。）

以下の支援内容を、登録事業所施設内において提供する。

・創作活動等の機会の提供、レクリエーション、イベント、ボランティア活動、講演会等の

実施

(6) 精神障害者地域活動支援センター

〈支 援 実 績〉

以下の支援内容を、登録事業所施設内において提供する。

(7) 障害者デイサービス

・機能訓練、社会適応訓練、スポーツ、レクリエーション、創作的活動等の機会の提供

・入浴指導、給食指導、送迎サービスの提供
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金 額
区分

年度

３５，６６７，９７０円3

４２，１８８，９３０4

４８，５６８，１８８5（予算）

金 額
区分

年度

２３，６４９，９００円3

２４，２４５，５３４4

２４，１５０，５５０5（予算）

金 額
区分

年度

３０，４９８，５８０円3

２９，２１５，９００4

２９，１７０，０２０5（予算）



居宅に浴槽を持たない、又は持っていても単独で入浴が困難な在宅の重度障がい者・児に対

して、医師が入浴を認めた者に自宅にて入浴支援を行う。

(8) 訪問入浴サービス

〈対 象 者〉

・身体障害者手帳１級から３級の人

・療育手帳Ａ・Ａ１・Ａ２を所持する人

・難病患者等であって重度の人

〈支 援 実 績〉

〈支 援 実 績〉

〈対 象 者〉

・在宅の障がい児、身体障がい者、知的障がい者、発達障がい者、精神障がい者

又は難病患者等

(9) 日中一時支援事業

介護者の疾病や休息等の際に、一時的な日中の活動の場を提供し見守り等を行う。

(10) 身体障害者用自動車改造費助成

身体障がい者が就労等のために自ら所有し運転する車を改造する場合、費用の一部を助成す

る。

〈対 象 者〉
・身体障害者手帳の交付を受けている人

・特別障害者手当の所得制限限度額を超えない世帯

・前回の助成から５年経過している人

〈改 造 箇 所〉

・操向装置（ハンドル、方向指示器）

・駆動装置（ブレーキ、アクセル、クラッチ等）

〈助 成 額〉

１００，０００円を限度とする。
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金 額
区分

年度

６３，４０９，１４４円3

５８，１５５，７４４4

５９，７７０，３６４5（予算）

金 額
区分

年度

２６，６９５，２７１円3

２５，９３６，４４１4

２５，０６７，９１８5（予算）



〈助 成 実 績〉
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金 額件 数
区分

年度

９８０，１１２１０31・元

７４１，２５０８2

１，２００，０００１２3

８１０，６７０９4

１，０００，０００１０5（予算）

(11) 福祉ホーム

現に住居を求めている障がい者に、低額な料金で居室、その他の設備や日常生活に必要な

サービスを提供する。

〈対象者〉
家庭環境、住宅事情等の理由により、居宅で生活することが困難な以下の人（福祉ホームに

入居する前に引き続き3ヶ月以上市内に居住している人に限る）
● 身体障がい者 ● 知的障がい者
● 発達障がい者 ● 精神障がい者
● 難病患者等
※常時の介護又は医療を必要とする状態にある人を除く

〈支援実績〉

(12) 重度訪問介護利用者大学修学支援事業

重度訪問介護の対象となる人に対し、大学等への通学及び大学等の敷地内において修学するた
めに必要な身体の介護等の支援を提供する。

〈対象者〉
重度訪問介護の対象者であって、大学等において必要な体制がとられている人
（他に条件あり）

〈支援実績〉

金 額
区分

年度

１，７４７，８８８円3

４，９３８，８８０4

６，７２０，０００5（予算）

金 額
区分

年度

９２，０００円3

１３９，２００4

３，２６４，０００5（予算）
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知的障害者福祉法等の規定に基づき、障害福祉サービスの利用等にあたって成年後見人等に

よる支援を必要とするが、審判の申し立てを行う家族がいない場合等に成年後見制度の利用に

係る経費の一部を助成する。

(13) 成年後見制度利用支援事業（障がい福祉）

〈助 成 実 績〉

金 額
区分

年度

２９１，０００円30

２５９，０００円31・元

５６１，０００円2

４７７，２３４円3

１，４９３，１００円4（予算）

＜利用できる人＞

障害福祉サービスの利用等にあたって、身寄りのない重度の知的障害者等であって、
知的障害者福祉法第２８条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５１条の１
１の２に規定に基づき、民法第７条（後見開始の審判）、第１１条（保佐開始の審判）
、第１４条第１項（補助開始の審判）等の規定する審判の請求を行うことが必要と認め
られるもののうち、成年後見人等の報酬等必要となる経費の一部について、助成を受け
なければ成年後見制度の利用が困難と認められる人

(1) 申立手数料及び通信用の切手代
(2) 登記手数料
(3) 鑑定費用（鑑定が必要な場合に限る）
(4) 成年後見人等の報酬
(5) その他市長が必要と認める経費

※負担能力のある人には、後日求償する。

＜助成対象経費の内容＞



(14) 重度障害者等就労支援事業

重度障害者等の就労の機会の拡大並びに社会参加の促進を図るため、通勤支援や職場等に

おいて介助等の支援を実施する。

〈対象者〉

重度訪問介護、同行援護又は行動援護の支援決定を受けている岐阜市民であって、次のい

ずれかに該当する人

・民間企業の被雇用者（就労継続支援A型の利用者を除く。）で、1週間の所定労働時間が

10時間以上の人

・自営業者等（国家公務員等公務部門で雇用等される人その他これに準ずる人を除く。）

且つ当該自営等に従事する時間が週10時間以上の人であって、当該自営等に従事する事で

所得の向上が見込まれると市長が認めた人

※他に条件あり

〈支援実績〉

金 額
区分

年度

４，４６９，５３３円4

９，４７３，１２２5（予算）
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重度の身体障がい者の地域社会生活を援助するため、住宅改善に必要な費用の一部を助成す

る。ただし、新築を除く。

(2) 重度身体障害者住宅改善促進助成

〈対 象 者〉

・視覚、肢体（上肢障がいを除く）、内部障がい者で身体障害者手帳１級又は２級の人

ただし、内部障がい者は補装具で車椅子の交付を受けている人に限る。

〈助 成 範 囲〉

玄関、便所、浴室、洗面所、台所、階段等の整備又は改善

〈助 成 額〉

７０万円以内の額に助成率をかけた額
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助 成 率世 帯 の 階 層 区 分

１００ ％
生活保護法による被保護世帯
及び中国残留邦人支援法による支援給付受給者世帯

１００ ％生計中心者の前年分の所得税非課税世帯

８０ ％１５，０００円以下の世帯
生計中心者の前年分
の所得税課税額

６０ ％１５，００１円以上７０，０００円以下の世帯

〈助 成 実 績〉

〈対 象 者〉

・身体障害者手帳が下肢、体幹機能障がい、乳幼児期以前非進行性の脳病変による移動機

能障がいで１級又は２級の人

・身体障害者手帳が視覚障がいで１級又は２級の人

・身体障害者手帳が内部障がい（心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸、肝臓、

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害）で１級の人

・療育手帳の所持者でＩＱ２０以下の人

〈助 成 額〉

・乗車１回につきチケット１枚５５０円分

・利用回数は年４８回を限度とする。

金 額件 数
区分

年度

１４，４８７，９６０２６，３６６31・元

１２，１９９，０７０２２，１９６2

１１，９５３，７４０２１，５１０3

１１，１３８，９１０２０，２６１4

１３，８５７，２５０２５，１９５5（予算）

５．在宅・社会参加促進対策

在宅で、外出困難な重度障がい者・児がタクシー、または福祉有償運送を利用する場合、料

金の一部を助成する。

(1) 重度障害者・児タクシー利用料金助成
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〈利 用 料〉

普通食、高齢者食 昼食 ３６０円から４８０円 夕食 ４８０円から５６０円

特別食 昼食 ５５０円から６２０円 夕食 ５５０円から６２０円

（ただし、上記と異なる金額の弁当も可）

〈事 業 実 績〉

在宅で生活する障がい者に対し、栄養のバランスのとれた食事を訪問により供給することに

より、食生活の改善と健康増進、住み慣れた地域での生活の継続、社会的孤立感及び孤独感の

解消を図り、安否の確認等を行うことにより福祉の増進を図る。

(4) 訪問給食サービス事業

〈対 象 者〉

本市に住所のある障がい者で、次のいずれかに該当する人

ア 身体障害者福祉法施行規則別表第５号に規定する視覚障がい、肢体不自由、心臓、じ

ん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫若しくは肝

臓の機能の障がいの１級から３級までに該当する障がい者であって単身世帯の人

イ 前号に規定する障がい者の２人世帯の人

ウ 療育手帳所持者であって単身世帯の人

金 額食 数
区分

年度

１，７０５，３９１５，０１４31・元

１，５７１，２６２４，４０４2

１，６８４，２３２４，１３１3

１，７２８，４８５３，９０８4

２，５１３，０９７４，７２９5（予算）

〈助 成 実 績〉

６５歳未満のひとり暮らしの身体障がい者の急病や災害等の緊急時に、迅速かつ適切に対応

するため、緊急通報装置付きの特殊電話を貸与する。

(3) 緊急通報体制支援事業

〈対 象 者〉
１級から４級までの身体障害者手帳の交付を受けた単身世帯の人

金 額件 数
区分

年度

１，４９２，６４５３31・元

３１１，９１４２2

２，９１２，０００７3

１，３８１，６７８５4

２，８８０，０００６5（予算）



－74－

就労等社会活動への参加及び日常生活の利便を図るため、市内に住所を有する人で、盲導犬

を利用する視覚障がい者、介助犬を利用する肢体不自由者及び聴導犬を利用する聴覚障がい者

に対し、飼育のために必要な経費の一部を助成する。

(6) 身体障害者補助犬飼育費助成

〈助 成 実 績〉

車椅子等を使用する在宅重度身体障がい者の介助者が運転する自動車をリフト付き等に改造

する経費、又はすでに改造された自動車を購入する経費の一部を助成する。
〈対 象 者〉

・身体障害者手帳が下肢、体幹又は乳児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障がいのう

ち移動機能障がいが１級又は２級の身体障がい者であって移動に車椅子等を使用している人

がいる世帯

・特別障害者手当の所得制限限度額を超えない世帯

・５年以上この助成を受けていない世帯

〈助 成 額〉

助成対象経費（２４万円を限度）とする。

(5) 重度身体障害者介助用自動車購入等助成

〈対 象 者〉

・市内に住所、身体障害者手帳が視覚、聴覚又は肢体不自由の身体障がい者

・身体障害者補助犬又は盲導犬を使用する者

〈助 成 額〉

１頭につき月額４，８００円

（助 成 実 績〉

金 額件 数
区分

年度

２，７７８，７７０１２31・元

３，９６５，３３７１９2

２，２１１，１４８１０3

２，１７０，０６２１１4

３，３６０，０００１４5（予算）

金 額件 数
区分

年度

５７，６００１２31・元

５７，６００１２2

５７，６００１２3

５７，６００１２4

１１５，２００２４5（予算）
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障がい者の福祉向上に資するために、法に基づく通所施設を常時利用することが困難な人を

通所させ、就労や生産活動の機会を提供し社会的自立を図るとともに、日常生活訓練を行い集

団生活への適応等の向上を図る。

(8) 障害者小規模通所援護事業

〈事 業 実 績〉

実施件数は、平成１８年度以降、小規模通所援護事業を行っていた施設が障害者自立

支援法（現、障害者総合支援法）に基づく施設に移行したため、延べ利用者数は減少傾

向である。

〈支 給 実 績〉

知的障がい者の雇用促進と生活安定を図るため、知的障がい者を雇用し、生活支援を行う事

業主に対して奨励金を支給する。

(7) 働く知的障害者の生活支援促進事業

〈支給の対象〉

市内に住所、事業所を有する事業主で知的障がい者（療育手帳の交付を受けた方）を雇用

し、かつ１か月ごとに半分以上を自らの事業所又は自ら管理する場所に居住させて生活の支

援を行う事業主

〈支 給 額〉

知的障がい者１人につき月額１２，０００円

金 額件 数
区分

年度

８６４，０００６31・元

３８４，０００６2

１４４，０００１3

１４４，０００１4

１４４，０００１5（予算）

金 額延べ利用者数事業所数
区分

年度

２，７６０，０００円３６人１か所31・元

２，６１６，０００３５１2

１，７６４，０００２４１3

１，７４４，０００２４１4

１，９３６，０００２４１5（予算）



６．障がい者福祉施設一覧

無料又は低額な料金で点字刊行物等を製作し、視覚障がい者の利用に供する施設

(1) 視覚障害者情報提供施設

(2) 聴覚障害者情報提供施設

聴覚障がい者の社会参加を支援する拠点施設で、さまざまな悩みを相談できる相談室、手話

や字幕つきビデオの貸し出し、手話通訳者の養成等も行う施設

あんま師の免許を有する視覚障がい者で、自営又は雇用されることの困難な方に対して施設

を利用させるとともに、技術の指導を行う施設

(3) 盲人ホーム
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障がい者を通わせ、創作的活動又は生産活動の機会を提供する施設

(4) 地域活動支援センター

障がい者の社会参加の促進、障がい者のスポーツの推進及び競技水準の向上を目的として建

設された施設

(5) 障がい者用スポーツ施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

263-1310
人

―昭和34年 5月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人梅河町1丁目4

視覚障害者生活情報
ｾﾝﾀｰぎ ふ

1

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

213-6786

人

―平成19年10月31日
一般社団
法 人岐阜県

薮田南5丁目14-53
県民ふれあい会館1棟6階

岐阜県聴覚障害者
情 報 セ ン タ ー

1

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

265-2946
人

―昭和39年 4月 1日
一般社団
法 人岐阜市京町1丁目64

岐阜市盲人ホーム
白 杖 園

1

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

252-040640〃 19年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

都通2丁目23
み や こ 障 害 者
セ ン タ ー

1

229-590225〃 19年 4月 1日〃〃門屋字野崎95
サンフレンドみわ・
障 害 者 セ ン タ ー

2

275-352025〃 19年 4月 1日〃〃中鶉7丁目58
サンフレンドうずら・
障 害 者 セ ン タ ー

3

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

295-1100
人

-平成28年12月 1日
一般社団
法 人岐阜県鷺山向井2563-18

岐 阜 県 福 祉
友 愛 プ ー ル

1

233-7500-令和元年 6月 1日〃〃則武1816-1岐 阜 県 福 祉
友 愛 ア リ ー ナ

2
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病院等への長期入院による医学的管理の下、食事や入浴、排せつ等の介護や、日常生活上の

相談支援等を提供する施設

(6) 療養介護施設

食事や入浴、排せつ等の介護や、日常生活の支援、生産活動等の機会を与える施設

(7) 生活介護施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

232-7755
人

220平成18年10月1日
独立行政法人
国立病院機構国長良1300-7

独立行政法人国立病院機構
長 良 医 療 セ ン タ ー3

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

229-6464
人

20平成19年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人出屋敷493第 二 い ぶ き1

251-416530〃19年 4月 1日〃〃寺田7丁目85
生 活 介 護 事 業 所

ア ミ テ ィ 寺 田
2

241-521690〃23年10月 1日〃〃大洞3丁目4-5
障 害 者 支 援 施 設

は な み ず き 苑
3

215-512220〃30年 9月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

東改田再勝12-1
就 労 支 援 セ ン タ ー

光 陽
4

215-702130〃19年 7月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

中西郷1丁目20ポ ッ プ コ ー ン5

271-828020〃19年 7月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

宇佐3丁目17-7
あ ゆ み 障 害 者
デ イ サ ー ビ ス

6

230-161160〃21年 4月 1日
社会福祉
法 人

岐 阜 県中西郷1丁目55岐 阜 県 立 み ど り 荘7

293-908530〃24年 4月 1日〃
社会福祉
法 人

則松1-30嘉 百 合 園8

374-094920〃22年 4月 1日〃〃折立字木成702あ じ さ い の 家9

233-744520〃22年 4月 1日〃〃島新町5丁目9い ぶ き10

233-93058〃24年 4月 1日〃〃則武830-4
あ し た の 会
家 庭 学 校

11

276-727020〃24年 4月 1日〃〃六条南1丁目16-3
あ し た の 会
ふ く ろ う の 家

12

229-646420〃24年 4月 1日〃〃出屋敷493第 二 い ぶ き Ｂ13

241-083040〃29年 4月 1日〃〃日野東4丁目10-9日 野 恵 光14

232-439560令和 4年 4月 1日〃岐 阜 市西島町4-24岐 阜 市 立 第 二 恵 光15

231-245540〃 4年 4月 1日〃〃西島町4-24岐 阜 市 立 第 三 恵 光16

214-601720平成25年 5月 1日N P O法人N P O法人向陽町11-1オ リ ー ブ17

274-153315〃25年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

茜部本郷1-4-1さ ん ・ さ ん 岐 阜18

215-001016〃25年10月 1日〃〃前一色3-5-16福 百 合 園19

233-744520〃26年 4月 1日〃〃島新町4-24サ テ ラ イ ト い ぶ き20

201-633018〃29年 6月 1日〃〃川部6-60ル ・ リ ア ン21

229-646420〃29年10月 1日〃〃出屋敷492第 二 い ぶ き ２22

337-471520〃31年 4月 1日〃〃三田洞東5-8-7ア ン ダ ン テ23

252-473710〃29年12月 1日〃〃都通2-23ワークサポートみやこ24

214-938110平成30年 7月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

下尻毛西屋敷234イ ロ ド リ25



(8) 短期入所施設

介護を行う者の疾病その他の理由により短期間の入所を必要とする障がい者に、短期間の入

所をさせ、入浴、排せつ又は介護その他の便宜を供与する施設

－78－

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

295-4026
人

2平成18年 8月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

長良仙田町2-6-2
長 良 ひ ま わ り
ゆ っ く り 宿

1

233-7121-〃 18年10月 1日岐 阜 県岐 阜 県則武1816-1
岐 阜 県 立
希 望 が 丘 こ ど も 医 療
福 祉 セ ン タ ー

2

232-7755-〃 18年10月 1日
独立行政法人
国立病院機構国長良1300-7

独立行政法人国立病院機
構

長 良 医 療 セ ン タ ー
3

215-15884〃 20年 5月 1日
社 会 福 祉
法 人

社 会 福 祉
法 人日野東4-10-18生活訓練はばたき4

230-16114〃 21年 4月 1日〃岐 阜 県中西郷1-55岐阜県立みどり荘5

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

233-7445
人

20〃 25年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

近島5-8-8ご ん の し ま 作 業 所26

372-675620〃 30年12月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

西改田村前104-1ひ ま わ り27

377-203420〃 31年 3月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

柳津町下佐波3-9第 二 あ じ さ い の 家28

268-800525令和元年 6月 1日〃〃茜部菱野4-75-1
デ イ サ ー ビ ス
千 手 の 華

29

213-020815〃 元年 8月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

西改田米野81-2R I N・ R E N30

249-651140〃 2年 4月 1日〃〃細畑3-15-8
ほ そ ば た
デ イ サ ー ビ ス

31

215-123520〃 2年 5月 1日NPO法人NPO法人須賀2-4-5
ほ た る の 仕 事
岐 阜 県 庁 南

32

254-02769〃 2年12月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

青柳町5-24-1
ワ ー ク サ ポ ー ト
あ お や ぎ

33

216-551520〃 3年 1月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

六条南2丁目6-3
世 界 ち ゃ ん と モ ゲ ル 丸
先 生 の 元 気 な 仲 間 た ち34

374-750520〃 3年 4月 1日〃〃上土居1丁目18-3
生 活 介 護 事 業 所
リ ハ ビ リ ラ ン ド

35

270-039213〃 4年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

柳津町下佐波西1-15
ワ ー ク サ ポ ー ト
や な い づ

36

233-744520〃 3年 4月 1日〃〃島新町4-32
い ぶ き ゆ め ひ ろ
共 同 作 業 所

37

080-4894-
8110

20〃 4年 1月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

茜部新所1丁目98番地2
ビル5階

ファーストステップ
ベ ア

38

213-201730〃 4年 6月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

下西郷2丁目253番１第 二 ポ ッ プ コ ー ン39

201-331710〃 4年 8月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

茜部本郷1丁目6-3
さ ん ・ さ ん
茜 部

40

201-07856〃 4年 10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

安食1228番地陽 百 合 園41

213-172110〃 4年 11月 1日
医 療
法 人

医 療
法 人

寺田7丁目98-1
ア ミ テ ィ ス マ イ ル
寺 田

42

277-211210〃 4年 11月 1日〃〃六条南2丁目8-20
世界ちゃんとモゲル丸先生
の 元 気 な デ イ サ ー ビ ス

43

201-101010〃 ５年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

光町1丁目35番地２
オ ー ク
ヴ ィ レ ッ ジ44

252-093620〃 5年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

粟野東1丁目40番地ア ー ト フ ィ ー ル ド45



電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

229-6464
人

2〃 23年 4月 1日〃
社 会 福 祉
法 人出屋敷493パ ス ト ラ ル い ぶ き6

238-8555-〃 23年 4月 1日
医 療
法 人

医 療
法 人

安食1228福 富 医 院7

241-52166〃 23年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

大洞3-4-5
障 害 者 支 援 施 設
はなみずき苑短期入所

8

241-08304〃 29年 4月 1日〃〃日野東4丁目10-9日 野 恵 光9

232-43952令和 4年 4月 1日〃岐 阜 市西島町4-24岐 阜 市 立 第 二 恵 光10

231-24554〃 4年 4月 1日〃〃西島町4-24岐 阜 市 立 第 三 恵 光11

240-56662
平成 25年10月 1

日
医 療
法 人

医 療
法 人

日野南7-10-7
矢嶋小児科小児循環器

ク リ ニ ッ ク
12

215-61804〃 26年 4月 1日〃〃鷺山北町8-20
障 が い 福 祉 施 設
こ ぱ ん だ

13

234-98322〃 27年 5月 1日
社 会 福 祉
法 人

社 会 福 祉
法 人下西郷2-252ほ た る14

246-1111-〃 28年 7月 1日
地 方 独 立
行 政 法 人

岐 阜 県野一色4-6-1
重症心身障がい児施設

す こ や か
15

297-11853〃 29年 5月 1日
医 療
法 人

医 療
法 人

正木1980-53
障 が い 福 祉 施 設
森 の こ ぱ ん だ

16

248-5050
4

〃 29年12月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

上土居1-18-3
シ ョ ー ト ス テ ィ
リ ハ ビ リ ラ ン ド

17

233-74452〃 30年10月 1日
社 会 福

祉
法 人

社会福祉
法 人

島新町4-35
シ ョ ー ト ス テ イ
セ ン タ ー い ぶ き

18

268-780043令和元年 6月 1日〃〃茜部菱野4-75-1
シ ョ ー ト ス テ イ
千 手 の 華

19

215-55272〃 2年 5月 1日〃〃下西郷5－65－2
ル ・ リ ア ン
短 期 入 所

20

238-880014〃 2年 9月 1日〃〃彦坂川北230
特別養護老人ホーム
サ ン ラ イ フ 彦 坂

21

216-55154〃 3年 4月 1日診 療 所診 療 所六条南2丁目6-3
世 界 ち ゃ ん と モ ゲ ル 丸
先 生 の 元 気 な
シ ョ ー ト ス テ イ

22

214-88311〃 3年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

旦島2丁目10-6
第 2 障 が い 者
共同生活支援センター

23

213-17202〃 3年 5月 1日
医療法

人
医療法人寺田7丁目86-1アミティホーム寺田24

215-55271〃 3年 5月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

下西郷5丁目66-1
グ ル ー プ ホ ー ム
ル・リアン 短期入所

25

338-32544〃 3年 8月 1日
一般社

団
法 人

一般社団
法 人

津島町2-23
シ ョ ー ト ス テ イ
リハビリランド忠節

26

215-7002
空床
型〃 3年 9月 1日

株 式
会 社

株 式
会 社

西改田米野88-2ミ ラ イ エ27

213-36352〃 4年 1月 1日〃〃島田1丁目7番9
グ ル ー プ ホ ー ム
ふ わ ふ わ 島 田

28

272-51172〃 4年 1月 1日
一般社

団
法 人

一般社団
法 人

茜部中島1丁目33番地1
短 期 入 所 綴
～つづり～岐阜茜部

29

213-36011〃 4年 5月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

春近古市場北156-1
グ ル ー プ ホ ー ム
ふ わ ふ わ 春 近

30

246-08011〃 4年 6月 1日〃〃細畑1丁目5番14号
短 期 入 所
岐 阜 細 畑

31
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電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

230-1611
人

50平成21年 4月 1日
社会福祉
法 人

岐 阜 県中西郷1丁目55岐阜県立みどり荘1

241-521660〃 23年10月 1日〃
社会福祉
法 人

大洞3-4-5
障 害 者 支 援 施 設
は な み ず き 苑

2

241-083030〃 29年 4月 1日〃〃日野東4丁目10-9日 野 恵 光3

232-439550令和 4年 4月 1日〃岐 阜 市西島町4-24岐阜市立第二恵光4

231-245540〃 4年 4月 1日〃〃西島町4-24岐阜市立第三恵光5

当該施設に入所する障がい者に対し、主として夜間において、食事や入浴、排せつ等の介護

や、日常生活上の相談支援等を提供する施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

214-8110
人

6
〃 4年 9月 1日〃〃

茜部新所1丁目98－2 
4階

短 期 入 所
ス テ イ ベ ア

32

201-13452〃 5年 6月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

下鵜飼1511-1
グ ル ー プ ホ ー ム
はなみずき黒野 短期入所33

229-151110〃 5年 6月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

太郎丸北郷205-1短 期 入 所 岐 阜 太 郎 丸34

(10) 自立訓練施設

障がい者が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、身体機能又は生活能

力の向上のために必要な訓練その他の便宜を供与する施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

215-1588
人

20平成24年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人日野東4-10-18生活訓練はばたき1

239-583820〃 24年 4月 1日
医 療
法 人

医 療
法 人

洞1026
自立訓練(生活訓練)
事 業 所 う か い

2

201-355520〃 28年 4月 1日NPO法人NPO法人
真砂町11-12
不破ビル4階

S t e p h o u s e3

254-02766令和2年12月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

青柳町5-24-1
ワ ー ク サ ポ ー ト
あ お や ぎ

4

(11) 就労移行支援施設

通所による訓練を原則としつつ、一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作

業や実習、適性に合った職場探し、就労後の職場定着のための支援等を行う施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

213-8815
人

6平成21年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人日野東4丁目10-18工 房 は ば た き1

293-90856〃 21年 7月 1日〃〃則松1-30嘉 百 合 園2

231-152110〃 22年 4月 1日〃〃鷺山向井2563-18-5清 流 園3

215-51226〃 24年 3月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

東改田再勝12-1
就 労 支 援 セ ン タ ー

光 陽
4
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(12) 就労継続支援Ａ型施設

通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識能力

が高まった者は、一般就労への移行に向けての支援を行う施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

279-2448
人

10平成19年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人日置江2-80-8ひ き え 事 業 所1

231-152110〃22年 4月 1日〃〃鷺山向井2563-18-5清 流 園2

235-607710〃22年 4月 1日〃〃石谷字池田1330-1石 谷 事 業 所3

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

215-013110〃 24年 9月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

長住町9-11
TANAKAビル6F

ウ ェ ル テ ク ノ ス
ジ ョ ブ ト レ ー ニ ン グ
セ ン タ ー 岐 阜

5

274-153310〃 25年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

茜部本郷1-4-1さ ん ・ さ ん 岐 阜6

213-62236〃 26年 4月 1日〃〃都通2-23
ワ ー ク サ ポ ー ト
あ す な ろ

7

267-607820〃 26年 6月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

金町6-21
岐阜ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ702

パ ッ ソ 岐 阜 校8

322-218120〃 26年12月 1日
有 限
会 社

有 限
会 社

柳津町本郷4-1-1
イオン柳津店3F

パ ソ コ ン 寺 子 屋
イ オ ン 柳 津 塾

9

215-193120〃 27年10月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

長住町2-7アーバン
フロントビル3階

ノ ッ ク ス 岐 阜10

215-168820〃 28年12月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

加納清水町3-14 
レジデンス35 3F

就労移行支援事業所

ワ ン ス テ ッ プ
11

201-322820令和3年11月1日〃〃
吉野町6丁目31番地
岐阜スカイウイング37 東
棟102

デ ィ ー キ ャ リ ア
岐阜駅前オフィス

12

213-807712〃4年 10月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

長旗町1丁目1-1
アクトナガハタ3階

マ イ ル ス ト ー ン
ナ ガ ハ タ

13

201-008120〃 5年 6月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

神田町9-20 G-front6F
ウェルビー岐阜駅前
セ ン タ ー

14

213-481020〃 5年 7月 1日〃〃則武中2丁目22-12
岐 阜 北 キ ャ リ ア
セ ン タ ー

15

279-335720〃23年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

次木645
株 式 会 社
岐阜なめきファーム

4

215-814220〃23年 6月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

多賀町9-4マ ハ ナ 岐 阜5

277-511520〃23年 9月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

薮田南1-11-9
第2岐阜県ビル2Ｆ

株 式 会 社
ＬＳエンジェリック

6

214-879020〃23年 9月 1日
合 資
会 社

合 資
会 社

野一色4-1-6
合 資 会 社
フ ェ ニ ッ ク ス

7

214-832520〃23年10月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

茜部新所1－105－1お ひ さ ま8

214-886240〃24年 2月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

岩滝西1－372－2e － パ ッ ク9

214-774620〃24年 4月 1日〃〃柳津町下佐波4－1
株式会社エーペックス
イ ン ク ル ー ジ ョ ン

10

215-841320〃24年 5月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

高野町5－19ふ れ ん ど11

214-683120平成24年 5月 1日〃〃
真砂町5－10
コーポアサノ1Ｆ

ひ な た12

245-382020〃26年 1月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

前一色1-10-14株式会社サンコール13
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電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

215-661220〃26年 3月 1日〃〃則武中1-24-23た い よ う14

215-663020〃26年 3月 1日〃〃茜部菱野1-27み の り15

215-685020〃26年 5月 1日〃〃金宝町4-5え む ず16

242-920220〃26年 8月 1日〃〃北鶉4-56第 1 博 天 堂17

216-668220〃26年 9月 1日〃〃柳津町梅松1-131
笑 顔 工 房 ・
フ ァ ミ リ ー ベ ア

18

215-555320〃26年 9月 1日N P O 法 人N P O 法 人清本町9-10
ワ ー ク シ ョ ッ プ
き ら き ら

19

215-832320〃26年11月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

長住町5-2-2
堀ビル1F

な が ら20

213-758414〃27年 3月 1日〃〃祈年町11-27-1ウ ィ ン21

215-026120〃27年 4月 1日〃〃則武中4-3-8ウ ェ ル ア ー チ22

273-292620〃27年 4月 1日〃〃加納天神町4-27丸 玉 ウ ェ ル23

294-766520〃27年12月 1日〃〃近島5-11-9ほまれの家 岐阜店24

275-168215〃28年 6月 1日〃〃東鶉3-76-2ホ ト う さ ぎ 岐 阜25

267-159520〃28年 6月 1日〃〃神田町8-21め ぐ る26

267-5358
人

20〃29年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

住ノ江町1-12
住ノ江町加納ビル2階

ぎ ふ 就 労
支 援 セ ン タ ー27

265-928520〃27年 9月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

笹土居町32-1希 望 の 糸28

268-288210〃29年 6月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

西川手1-124
障 が い 者 就 労 継 続
支 援 A 型 事 業 所

ハ ー ト フ ォ ス タ ー
29

201-227120〃30年 3月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

玉姓町3-13-4
ビル隼4F 401号室

エ ル ロ ン30

201-078510〃30年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

安食1228番地2陽 百 合 園31

201-557120〃30年11月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

城東通2-38 福島ビル1Fp l u s32

201-222510令和元年 5月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

北一色2-9-10
マルエイソーシャル
サ ポ ー ト

33

265-900115令和 2年 3月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

高砂町3-1
アルソリエート岐阜高砂１F

就労さぽーと岐阜34

372-772315〃2年 5月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

柳津町南塚1-139は な ・ は な35

266-500820〃3年10月1日〃〃
金町6丁目21
岐阜ステーションビル102

ほまれの家岐阜駅前36

231-558110〃4年 3月 1日〃〃鷺山北町7番11号彩 花 の 森37

257-228820〃 5年 1月 1日〃〃芥見南山1丁目17-3ハ ニ ー38

090-9175-
5035

15〃 5年 1月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

茜部新所1丁目78番地就労サポート茜部39

201-006120〃 5年 1月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

西改田川向78-3リ ー ブ 西 改 田40
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(13) 就労継続支援Ｂ型施設

通所により、就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）するとともに、一般就労

に必要な知識能力が高まった者は、一般就労等への移行に向けての支援を行う施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

279-2448
人

30平成19年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人日置江2-80-8ひ き え 事 業 所1

215-702110〃19年 7月 1日〃〃中西郷1-20ポ ッ プ コ ー ン2

272-343720〃21年 4月 1日N P O 法 人N P O 法 人光樹町8-1つ ば さ3

213-881530〃21年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

日野東4丁目10-18工 房 は ば た き4

277-611320〃21年 4月 1日N P O 法 人N P O 法 人市橋3－11－18
障害福祉サービス
事業所かけはし西岐

阜

5

253-901840〃21年 5月 1日〃〃三歳町4－1－14第 一 サ ン ラ イ ズ6

293-908540〃21年 7月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

則松1-30嘉 百 合 園7

231-152160〃22年 4月 1日〃〃鷺山向井2563-18-5清 流 園8

295-402620〃22年 4月 1日〃〃長良仙田町2－6－2長 良 ひ ま わ り 社9

235-607730〃22年 4月 1日〃〃石谷字池田1330-1石 谷 事 業 所10

247-502620〃22年 6月 1日〃〃日野南4丁目2－3ワークサポートひの11

232-810620〃22年10月 1日N P O 法 人N P O 法 人旦島2－2－6に じ の こ12

273-7275
人

30〃22年 4月 1日N P O 法 人N P O 法 人島原町46グ リ ン リ ー フ13

214-879020〃24年 3月 1日
合 資
会 社

合 資
会 社

野一色4－1－6
合 資 会 社
フ ェ ニ ッ ク ス

14

237-531820〃23年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

粟野東5－418あしたの会 作業所15

215-512229〃24年 3月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

東改田再勝12－1
就労支援センター
光 陽

16

252-473730〃24年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

都通2－23
ワ ー ク サ ポ ー ト
み や こ

17

270-039212〃24年 4月 1日〃〃柳津町下佐波西1-15
ワ ー ク サ ポ ー ト
や な い づ

18

254-027615〃24年 4月 1日〃〃青柳町5－24－1
ワ ー ク サ ポ ー ト
あ お や ぎ

19

234-449520〃24年 4月 1日N P O 法 人N P O 法 人東改田369す ま い る は う す20

233-930512〃24年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

則武830－4
あ し た の 会
家 庭 学 校

21

231-245530令和 4年 4月 1日〃岐 阜 市西島町4－24
岐 阜 市 立
ワ ー ク ス 恵 光

22

214-811420〃24年 4月 1日N P O 法 人N P O 法 人古市場79－1ビー・カンパニー23

276-727010〃24年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

六条南1－16－3
あ し た の 会
ふ く ろ う の 家

24

274-153310〃25年10月 1日〃〃茜部本郷1-4-1さ ん ・ さ ん 岐 阜25

215-001020〃25年10月 1日〃〃前一色3-5-16福 百 合 園26

213-622334平成26年 4月 1日
社 会 福 祉
法 人

社 会 福 祉
法 人都通2-23ワ ー ク サ ポ ー ト

あ す な ろ
27
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電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

215-1222
人

20
〃27年 5月 1日

一 般 社 団
法 人

一 般 社 団
法 人

粟野東5-200-1就労支援ゆうゆう28

213-300020〃28年 4月 1日
一 般 社 団
法 人

一 般 社 団
法 人

岩地2丁目11番地5ル ピ ナ ス29

213-608818〃29年 8月 1日〃〃
金町6-21
岐阜ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ702

パ ッ ソ 岐 阜 校30

201-633010〃29年10月 1日
社 会 福 祉
法 人

社 会 福 祉
法 人

川部6-60ル ・ リ ア ン31

212-341720〃29年 7月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

神田町8-21か な さ32

201-227320〃30年 1月 1日〃〃
玉姓町3-13-4
ビル隼2F 201号室

ク ク ル33

201-022720〃30年 4月 1日
社 会 福 祉
法 人

社 会 福 祉
法 人

日置江2-50-1ひきえ第二事業所34

201-078510〃30年 4月 1日〃〃安食1228番地2陽 百 合 園35

213-737320〃30年 5月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

一日市場北町3-7シャイニーデイズ36

233-744520〃30年 4月 1日
社 会 福 祉
法 人

社 会 福 祉
法 人

島新町4-32
い ぶ き ゆ め ひ ろ
共 同 作 業 所

37

295-002115〃30年 1月 1日
一 般 社 団
法 人

一 般 社 団
法 人

鷺山東2-5-41
リ ハ ビ リ ラ ン ド
さ ぎ 山

38

050-7110
-8118

20〃30年 9月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

長住町2-10-19 
仲辰ビル2F

あ さ ひ39

216-200520〃30年10月 1日〃〃真砂町11-11カ ジ ャ40

337-307420〃30年11月 1日N P O 法 人N P O 法 人
早田栄町3-23
栄コーポラス108

H a p p y ! ス マ イ ル41

216-407220〃31年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

六条北4-5-11
就労継続B型事業所
ア ン ド ワ ー ク ス

42

201-222510令和元年 5月 1日
一 般 社 団
法 人

一 般 社 団
法 人

北一色2-9-10
マ ル エ イ
ソーシャルサポート

43

213-551520〃元年 7月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

六条3-9-21すこやかふぁーむ44

201-599020〃元年10月 1日
一 般 社 団
法 人

一 般 社 団
法 人

玉井町36-1ア リ ー45

231-767620〃 2年 1月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

福光東1-1-4S a n S h i n e46

213-626620〃 2年 3月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

玉姓町3-13-4
ビル隼3F 301 号室

エ グ ゼ ス ト47

216-299020〃 2年 4月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

加納新本町1-21マ イ ル ス ト ー ン48

214-811020〃 2年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

茜部新所1-98-2
笑 顔 工 房
チ ャ レ ン ジ ベ ア

49

213-172110〃 3年 4月 1日医 療 法 人医 療 法 人寺田7丁目98-1アミティスマイル寺田50

294-753020〃 3年 7月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

島栄町1丁目33ひ な た 忠 節 店51

216-368820〃 3年 8月 1日〃〃天池2丁目10-8ク ラ ゲ パ ン52

215-013110〃 3 年 1 0 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

長住町9-11 TANAKAビル６Fう ぇ る 工 房 そ ら53

215-097020〃4年 4月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

宇佐南4丁目9番8号就労支援B型ポラリス54

213-394020〃4年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

加納矢場町
1丁目13番1号

ウ ィ ズ 岐 阜
職 業 訓 練 支 援 セ ン
タ ー

55

214-817220〃4年 5月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

東改田字再勝89番1S H I N Y56
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(14) 共同生活援助施設

地域において、共同生活を営むのに支障のない障がい者に、主として夜間において、共同生活

を営むための住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護、その他日常生活上の援助を行

う施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

214-8831
人

28平成18年 10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

旦島2-10-6
障がい者共同生活
支 援 セ ン タ ー

1

273-211410〃18年10月 1日N P O 法 人N P O 法 人向陽町12-1
グ ル ー プ ホ ー ム
・ リ バ テ ィ

2

230-16116〃18年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

中西郷2-23
グ ル ー プ ホ ー ム

さ く ら
3

242-360723〃18年11月 1日N P O 法 人N P O 法 人芥見1-266ホ ー ム ・ ラ ミ ー4

215-158812〃21年 8月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

日野南7-5-6
グ ル ー プ ホ ー ム

サ ン サ ン
5

229-646431〃23年 4月 1日〃〃出屋敷493パストラルいぶき6

231-549713〃24年10月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

桜木町2-6お ひ さ ま ハ ウ ス7

233-74456〃18年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

島新町5－9し ま ・ ホ ー ム8

233-744511〃18年10月 1日〃〃島新町5－9さぎやま・ホーム9

295-717528〃22年 4月 1日〃〃鷺山向井2563-18-6清 流 の 里10

電 話定員設置認可年月日
経営主

体
設置主

体
所 在 地名 称

262-470520〃 4 年 7 月 1 日
合 同
会 社

合 同
会 社

金町1丁目6-2
クレールたった2階

就 労 継 続 支 援 B 型
事 業 所
ミ ラ イ

58

355-593610〃 4 年 8 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

金町1丁目5-1河吾パーク2階ワ ン ダ フ ル 岐 阜59

201-331710〃 4 年 8 月 1 日〃〃茜部本郷１丁目6-３さ ん ・ さ ん 茜 部60

201-613920〃 4 年 9 月 １ 日
有 限
会 社

有 限
会 社

吉野町6丁目31 岐阜スカイ
ウィング37 東棟103号

サ ブ カ ル ビ ジ ネ ス
セ ン タ ー
岐 阜

61

216-052020〃 4 年 1 1 月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

岩地2丁目20-20シ ャ ン ツ ェ62

050-3528-
8404

20〃 4 年 1 2 月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

鹿島町1丁目5
鹿島スクエアビル

W a k u ワ ー ク63

374-308020〃 5 年 2 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

花園町14番地ゆ ら り て 岐 阜 駅 前64

213-555420〃 5 年 3 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

下西郷816番地５
指定就労継続支援施設
あ お ぞ ら

65

295-739520〃 5 年 ４ 月 1 日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

長良東2丁目45 
バロー長良店2階

ひ だ ま り66

279-018220〃 5 年 4 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

柳津町下佐波3丁目10-1-2イ ン ク ル ワ ー ク67

201-052220〃 5 年 4 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

六条大溝4丁目8-18
エバーグリーン岐阜102

M O A R U 六 条 大 溝68

213-157020〃 5 年 7 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

加納栄町通1-6
キ ャ リ カ ク
岐 阜 駅 前 オ フ ィ ス

69

214-211320〃 5 年 7 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

加納栄町通4-2
H i r o b o & M a b o
岐 阜 加 納

70
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215-700216〃 2 年 1 1 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

西改田字米野88-2ミ ラ イ エ21

213-19184〃 3 年 3 月 1 日〃〃長良竜東町1丁目39-1グ ル ホ ケ ア22

090-1569
-4267

20〃 3 年 4 月 1 日合同会社合同会社高森町6丁目27-5わ お ん 岐 阜23

214-883115〃 3 年 4 月 1 日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

旦島2丁目10-6
第 2 障 が い 者
共同生活支援センター

24

213-172018〃 3 年 4 月 1 日医療法人医療法人寺田7丁目86-1アミティホーム寺田25

215-55276〃 3 年 5 月 1 日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

下西郷5丁目66-1
グ ル ー プ ホ ー ム

ル ・ リ ア ン
26

213-607720〃3年 1 0月 1日

特定非営

利活動
法人

特定非営利

活動法人日置江1丁目47番1
指定共同生活介護
れ も ん

27

213-363530〃 4 年 1 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

島田1丁目7番9
グ ル ー プ ホ ー ム
ふ わ ふ わ 島 田

28

090-2182-
6378

7〃 4 年 1 月 1 日

特定非営

利活動
法人

特定非営利

活動法人鷺山東2丁目1番3号
グ ル ー プ ホ ー ム

ホ タ ル の 里
岐 阜 鷺 山

29

272-511720〃 4 年 4 月 1 日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

茜部中島
1丁目33番地１

日 中 支 援 型 障 害 者

グ ル ー プ ホ ー ム
綴～つづり～岐阜茜部

30

213-360110〃 4 年 5 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

春近古市場北156-1
グ ル ー プ ホ ー ム
ふ わ ふ わ 春 近

31

347-04825〃 4 年 5 月 1 日合同会社合同会社芥見長山1-129グループホーム咲良32

246-080120〃 4 年 6 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

細畑1丁目5番14号
ソーシャルインクルーホーム

岐 阜 細 畑33

215-801612〃 4 年 7 月 1 日
合 同
会 社

合 同
会 社

柳津町丸野1-3-1
グ ル ー プ ホ ー ム
こ こ え

34

213-608620〃 4 年 7 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

敷島町3丁目10番地
グ ル ー プ ホ ー ム
愛 空

35

294-04104〃 4 年 8 月 1 日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

鷺山東2丁目5-44
グ ル ー プ ホ ー ム
リ ハ ビ リ ラ ン ド
さ ぎ 山 東 Ⅰ

36

201-07307〃 4 年 8 月 1 日
合 同
会 社

合 同
会 社

萱場南1丁目9-10
ジュネスNIKKO 101号室

グループホーム
and[s]

37

377-329410〃 4 年 8 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

日野南3丁目8-6
共 同 生 活 援 助
わ ら く の 家

38

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

231-245524令和4年 4月 1日〃岐 阜 市西島町4－24
岐 阜 市 立
ケ ア ホ ー ム 恵 光

11

215-019543平和25年 4月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

上土居84－1
ケ ア ホ ー ム
スマイルスマイル

12

231-03665〃25年 5月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

長良東1－35
長 良 ひ ま わ り
の ん び り ホ ー ム

13

234-98326〃27年 5月 1日〃〃下西郷2-252ふぁみりぃポップ14

276-13665〃28年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

茜部寺屋敷2-40おひさまのこもれび15

295-40265〃29年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

長良仙田町1-25-1
長 良 ひ ま わ り
や す ら ぎ ホ ー ム

16

201-366843〃30年 3月 1日N P O 法 人N P O 法 人須賀2-4
グ ル ー プ ホ ー ム
ほたるの杜岐阜県庁南

17

338-711710令和元年 9月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

蔵前4-1-11みらいのたね 岐阜18

215-555314〃元年 9月 1日N P O 法 人N P O 法 人柳森町1-71ヴィラ寿く ら ら19

237-66815〃 2年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

三田洞東5-8-14オ レ ン ジ ホ ー ム20



295-002110〃25年 5月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

鷺山東2-5-41
児童デイサービス
リ ハ ビ リ ラ ン ド

9

201-625010〃25年 9月 1日〃〃下奈良2-10-6
児 童 発 達 支 援
放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス

あ る て あ
10

274-153310〃25年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

茜部本郷1-4-1さ ん ・ さ ん 岐 阜11

253-384010〃26年 3月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

坂井町2-6-201
放 課 後 デ イ

ア ネ ー ラ
12

201-286010〃26年 4月 1日医療法人医療法人宇佐南4-17-22
リ ト ル ☆ ス タ ー
岐 阜 キ ッ ズ

13

248-44375〃26年 5月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

琴塚3-5-3
児 童 デ イ サ ー ビ ス

リハビリランド琴塚第3
14

215-669120〃26年 6月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

古市場高田2-2第 ２ 光 陽15

215-122910〃27年 5月 1日〃〃北島2-11-25
運 動 療 育 施 設

ふ く ふ く
16
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電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

201-07856〃 4 年 1 0 月 1 日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

安食1228番地
陽 百 合 園
グ ル ー プ ホ ー ム

39

090-2060-
5291

4〃 4 年 1 1 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

長良2435-103マーガレットハウス40

266-41245〃 4 年 1 2 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

矢島町2丁目55
おとらやビル 401

い な ば ビ レ ッ ジ41

338-88859〃 5 年 2 月 1 日
特定非利
活動法人

特定非営利
活 動 法 人下西郷4丁目80-4

障がい者グループホーム
笑 夢42

213-555210〃 5 年 3 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

下西郷816-6
指定共同生活援助
ひ ま わ り

43

245-28605〃 5 年 5 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

蔵前4丁目15-16ケアホーム えん44

201-134520〃 5 年 6 月 1 日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

下鵜飼1511-1
グ ル ー プ ホ ー ム
は な み ず き 黒 野

45

090-9766-
8964

4〃 5 年 6 月 1 日
有 限
会 社

有 限
会 社

柳津町南塚5丁目162-2
グ ル ー プ ホ ー ム
ほ た る の 里
柳 津

46

229-151110〃 5 年 6 月 1 日
株 式
会 社

株 式
会 社

太郎丸北郷205-1
ソーシャルインクルー
ホ ー ム
岐 阜 太 郎 丸

47

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

260-6663
人

20平成25年 4月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

折立348－1
サ ポ ー ト セ ン タ ー

つ ぼ み
1

237-717030〃24年10月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

大字椿洞楷子田
1104－1

ゆ り か ご
成 育 セ ン タ ー

2

253-414110〃24年 4月 1日〃〃寺田7-95リトル☆スター寺田3

232-455154〃24年 4月 1日岐 阜 市岐 阜 市長良東3－93
岐 阜 市 福 祉 型
児童発達支援センター
岐 阜 市 立 恵 光 学 園

4

252-046020〃25年 4月 1日
社会福祉
法 人

岐 阜 市都通2-23
岐 阜 市 福 祉 型
児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー

み や こ 園
5

233-712150〃25年 4月 1日岐 阜 県岐 阜 県則武1816-1
岐 阜 県 立 希 望 が 丘
こども医療福祉センター

児童発達支援センターきらり
6

294-575750〃25年 4月 1日
一 部
事務組合

一 部
事務組合

長良東2-140
岐阜地域児童発達支援センター

ポ ッ ポ の 家7

215-046210〃25年 4月 1日
合 資
会 社

合 資
会 社

北一色10-3-3合資会社フェニックス8

(15) 障害児通所施設

日常生活における基本的動作の指導を行うとともに、独立自活に必要な知識技能を与え、集

団生活へ適応するための訓練や治療を行う施設
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215-672710〃29年 6月 1日
一般社団

法人
一般社団

法人
白菊町2-56あるてあ・あーち37

227-009010〃29年 7月 1日〃〃菅生8-1-23レインボーキッズ38

216-668010〃29年10月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

柳津町梅松1-131
放課後等デイサービス

笑 顔 学 園
39

201-108110令和2年 4月 1日〃〃正法寺町9
児童発達支援事業所
バ ン ビ ー ノ ベ ア

40

201-0565
人

10平成29年10月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人蔵前7-8-11-2それいゆ・ほっぷ41

337-526610〃29年11月 1日〃〃六条南2-8-15
キッズステーション
あ お ぞ ら 六 条

42

201-395010〃30年 1月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

津島町1-12 
ミノージュビル2階

チ ャ イ ル ド
ウィッシュながら

43

259-660110〃30年 2月 1日〃〃芋島3-5-22
多 機 能 型 事 業 所
プ ラ ス ・ ワ ン

44

295-022210〃30年 3月 1日〃〃八代1-15-5G r o w u p 八 代45

249-500510〃30年 4月 1日
医 療
法 人

医 療
法 人

北一色4-5-7
放課後等デイサービス

セ ン タ ー あ だ ち
46

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

322-252510〃27年 6月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

柳津町梅松1-45-2
放課後等デイサービス

笑顔学園リトルベア
17

215-195110〃27年 6月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

東鶉2-26
キッズステーション
あ お ぞ ら 岐 阜

18

213-644010〃27年 7月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

金町6-21 岐阜
ステーションビル702

P a s s o く ら ぶ19

296-208010〃27年 7月 1日〃〃早田東町7-14G r o w u p 長 良20

215-555310〃27年10月 1日
N P O
法 人

N P O
法 人

清本町9-10
放課後等デイサービス

い ろ え ん ぴ つ
21

247-676110〃28年 1月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

蔵前7-8-11それいゆ・すてっぷ22

215-938210〃28年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

長良1919-1
放課後等デイサービス

G Y M ｓ キ ッ ズ
23

215-1296
人

10〃28年 6月 1日〃〃
鏡島精華3-18-1 
森島ビル2階

放課後等デイサービス

G Y M ｓ ジ ュ ニ ア
24

374-011110〃28年10月 1日〃〃北一色1-19-11
放 課 後 デ イ
は ぐ く み

25

233-80885〃28年 7月 1日〃〃津島町6-36-2み ー お ん の 森26

245-073310〃28年 7月 1日〃〃東栄町3-8-3
ハ ッ ピ ー テ ラ ス
岐 阜 梅 林 教 室

27

337-722610〃28年 7月 1日〃〃萱場南2-7-5
放課後等デイサービス

す こ や か ２ １
28

215-097010〃28年 7月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

宇佐南3-6-21
放課後等デイサービス

さ ざ ん く ろ す
29

215-081610〃28年 8月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

則松1-24か ゆ り ス ク ー ル30

201-315010〃28年11月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

萱場北町1-59
放課後デイサービス
ビ リ ー ブ

31

255-102510〃28年12月 1日〃〃長住町9-23ナナホシ岐阜営業所32

215-641010〃29年 3月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

美園町4-7
SEN BLDG.2F

ファーストスマイル33

248-50505〃29年 4月 1日〃〃琴塚3-5-4
児 童 デ イ サ ー ビ ス
リハビリランド琴塚第２

34

296-777310〃29年 5月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

初日町2-8 
フルール初日3B

放課後等デイサービス

あ ん じ ゅ
35

214-240110〃28年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

福光西2-7-2い ろ は36
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262-005910〃 2年 7月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

問屋町1-12
放課後デイサービス
か る み あ

64

201-2900 10〃 2年10月 1日〃〃加納神明町5-7-1
児童発達支援事業所
み ど り の 家

65

374-8070
374-8080

20〃 2年12月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

河渡2-270-1
ヒューマンハート岐阜
第 １ 教 室

66

216-551530〃 3年 1月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

六条南2-6-3
世界ちゃんとモゲル丸
先生の元気な仲間たち

67

230-835710〃 3年 3月 1日〃〃西改田川向39-3キッズボンド七郷68

377-369310〃 3年 4月 1日〃〃菅生8-1-23 2階レインボージュニア69

227-394810〃 3年 4月 1日〃〃菅生8-1-19 2階レインボーフレンズ70

213-545010〃 3年 4月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

大福町2-11
ディンクイレブン１F

療 育 S P O T71

295-002110〃 3年 4月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

鷺山東2-5-41
児 童 デ イ サ ー ビ ス
リハビリランドさぎ山東

72

249-344010〃 3年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

野一色6-11-13ナナホシ長森事業所73

213-172210〃 3年 4月 1日
医 療
法 人

医 療
法 人

寺田7-97
リ ト ル ☆ ス タ ー
寺 田 キ ッ ズ

74

255-506610〃 3年 5月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

徹明町8-3
加藤第1ビル１階

児童発達支援・放課後等

デイサービスＳ ｔ ｅ ｐ75

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

216-200310〃30年 5月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

六条北4-5-11
放課後等デイサービス

す ぴ か
47

214-938110平成30年 7月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

下尻毛西屋敷234ひ だ ま り の 樹48

234-286120〃30年7月 1日〃〃川部6-57-2モ ン キ ー ポ ッ ド49

237-101210〃30年 8月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

粟野西7-35粟野ビル
放課後等デイサービス

G Y M s キ ッ ズ 粟 野
50

213-936610〃30年10月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

下尻毛518-1
安藤ビル2A号室

モ ン キ ー ポ ッ ド
キ ッ ズ

51

374-889310〃31年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

北一色8-5-10
サンコーポ八代1階

放課後等デイサービス

は ぐ く み S T E P
52

201-10107〃31年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

光町1-35-2オ ー ク ハ ウ ス53

372-2698※令和元年 6月 1日〃〃柳津町本郷5-2-2デイサービスあいか54

372-232810平成26年10月 1日〃〃西改田村前104-1ひ ま わ り55

213-020810令和元年10月 1日〃〃西改田米野81-2桜 路56

213-188010〃 2年 3月 1日〃〃南蝉1-152Cocoa kidsさぎやま57

213-025210〃 2年 4月 1日〃〃正木1250-1G r o w u p 正 木58

227-394810〃 2年 4月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

菅生8-1-19 1階レインボーチャイルド59

388-707010〃 2年 5月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

柳津町南塚1丁目15番地キッズボンド柳津60

248-50505平成28年 7月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

琴塚3-5-3
児童デイサービス
リハビリランド琴塚

61

213-55895令和 2年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

中鶉2-15-1こ こ ぱ ー く62

201-019010令和 2年 7月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

西中島4-8-19
放課後デイサービス
ビリーブネクスト

63

※共生型サービス通所介護と合わせて20人



－90－

201-577510〃 4年 5月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

南鶉6丁目4番ふくふく くらぶ92

215-822510〃 4年 6月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

薮田南1丁目7番16号
第一岐阜県ビル2A号室

Kids Tree県庁前教
室

93

216-368010〃 4年 6月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

宇佐南4丁目4-18-19n o v a s94

213-408810〃 4年 7月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

長住町5丁目4-3
コ ペ ル プ ラ ス
岐 阜 教 室

95

215-528910〃 4年 12月 1日〃〃宇佐1丁目6-29ソ ル ス タ ジ オ96

213-425110〃 4年 12月 1日
特定非営利
活 動 法 人

特定非営利
活 動 法 人六条北4丁目3-3 2Fユニーク！MISATO97

215-772010〃 5年 3月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

春近古市場南25番地
み た に よ し ・
み ん な よ い こ

98

201-556510〃 5年 3月 1日〃〃北一色2丁目5-19
Attrait!(アトレ)
北 一 色

99

213-460110〃 5年 4月 1日〃〃柳森町2丁目57番地
児童発達支援事業所
ル ー ク

100

201-719110〃 5年 4月 1日〃〃柳津町梅松1-126-1
放 課 後 デ イ サ ー ビ ス
笑 顔 学 園
ス ポ ー ツ ベ ア

101

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

296-277710〃 3年 5月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

大福町3-12キッズボンド大福76

216-532210〃 3年 6月 1日〃〃西荘1-4-11
クローバーキッズ
西 岐 阜

77

296-088910〃 3年 6月 1日〃〃長良福光2675-22
放課後等デイサービ

ス あ お
78

201-664410〃 3年 8月 1日〃〃六条東1-14-4
こぱんはうすさく

ら
岐 阜 六 条 教 室

79

213-876610〃 3年 9月 1日〃〃菊地町2丁目6番地1
岐阜市菊地町店舗・事務所1階

チャイルドウィッシュ

き く ち80

268-511710〃 3年10月 1日〃〃柳森町1丁目25番地キッズボンド柳森81

393-413910〃 3年10月 1日〃〃南鶉6丁目5番2
ス ポ ー ツ 療 育
W H I S T L E !
（ ホ イ ッ ス ル ）

82

272-800810〃 4年 1月 1日
特定非営利

活動法人
特定非営利

活動法人中鶉3丁目63番地1ユ ニ ー ク ！83

214-811010〃 4年 3月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

茜部新所1丁目98番地2

放課後等デイサービ
ス

笑顔学園ステップベ
ア

84

201-300910〃 4年 3月 1日〃〃岩地1丁目2番地13 2F
たんとある長森教

室
85

213-185010〃 4年 4月 1日〃〃北一色3丁目1-5
ハ ッ ピ ー テ ラ ス
岐 阜 長 森 教 室

86

201-308010〃 4年 4月 1日〃〃
島栄町2丁目1
サライ忠節1階

C o c c a k i d s
ち ゅ う せ つ

87

216-121420〃 4年 4月 1日〃〃西中島3丁目5-14
パークサイドステージ1階

放課後等デイサービ
ス

ラビットキッズ岐
阜

88

216-580710〃 4年 4月 日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

今川町2丁目2番地
放課後等デイサービ

ス

み ち な
89

216-128210〃 4年 4月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

南殿町3丁目19番地T I M E90

214-930010〃 4年 5月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

森東97番地れ じ り え ん す91



(16) 障害児入所施設

障がい児を入所させて、保護、日常生活の指導を行うとともに、独立自活に必要な知識技能

を与える施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

232-7755
人

-平成24年10月 1日
独立行政法人
国立病院機構国長良1300-7

独 立 行 政 法 人
国 立 病 院 機 構
長 良 医 療 セ ン タ ー

1

233-7121-〃24年10月 1日岐 阜 県岐 阜 県則武1816-1
岐阜県立希望が丘
こども医療福祉センター

2

246-1111-〃28年 3月 1日
地方独立
行政法人

〃野一色4-6-1
重症心身障がい児施設

す こ や か
3

４．その他施設

(1) 障害者小規模通所援護事業施設

法に基づく通所事業所を常時利用することが困難な障がい者に対し、就労や生産活動の機会

を提供するとともに日常生活訓練を行う施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

271-7359
人

8昭和54年 7月 1日団 体団 体茜部神清寺2丁目51岐 阜 な ず な 学 園1

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

215-642120〃 5年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

古市場182-1市 百 合 園102

338-59015〃 5年 6月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

野一色3丁目8-1桜 路 別 館103

273-543110〃 5年 6月 1日〃〃
六条北2丁目13-11
東洋ビル2F

からふるジュニア104

080-9461-
7297

5〃 5年 7月 1日
合 同
会 社

合 同
会 社

岩田西1丁目751-4
放課後デイサービス
ウィズ・ユー岩田西

105

215-666710〃 5年 7月 1日
株 式
会 社

株 式
会 社

福光東3丁目4-10 2Fに こ に こ106

227-771210〃 5年 7月 1日〃〃菅生8-1-24 1階レインボーメイツ107
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生活保護は、生活に困窮する市民に対して、必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとと

もに、自立のために援助することを目的としている。また、支援給付とは中国残留邦人等の生活の

安定を図ることを目的としている。

本市における保護等の実施状況は、次のとおりである。

第７ 生 活 保 護・支 援 給 付

１．保護の実施状況

(1) 保護率

被保護人員は、平成９年度に月平均２，０１６人、保護率４．９３‰と過去最低となったが、

平成１０年度より増加傾向に転じ、令和４年度は月平均５，７７０人、保護率１４．３３‰と

なった。

〈保 護 実 績〉

－ 92 －

（世帯） （％）

（年度）

保 護 率 （ 月 平 均 ）
被 保 護 人 員被 保 護 世 帯

区分
年度 国岐 阜 県岐 阜 市

１６．６５．８９１５．６６６，４２０５，２５３30

１６．４５．８５１５．３５６，２７８５，１８９31・元

１６．３５．８６１５．００６，１１０５，０９６2

１６．３３．５２１４．６８５，９４４５，０１７3

１６．２３．６１１４．３３５，７７０４，９００4

※R3年度から岐阜県の保護率は岐阜市を含まない。



(3) 保護費等支給状況
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(2) 世帯類型別保護世帯数

被保護世帯数を世帯類型別に見ると、高齢化が進んだことにより、高齢世帯の割合は平成

３０年度の６１．２％から令和４年度は６５．１％へ増加し、３，１８８世帯となっている。

今後も高齢化が進み、高齢化率は増加するものと思われる。

同様の対比で見ると障がい・傷病世帯数は、１６５世帯減少し、構成割合は、２５.８％から

２４．３％となっている。

母子世帯数は５３世帯減少し、構成割合は３．４％から２．６％へ減少している。

その他の世帯数は１０７世帯減少し、構成割合は９.６％から８.１％へと減少している。

〈世帯類型別保護世帯数（月平均）〉

合 計そ の 他障がい・傷病世帯母 子 世 帯高 齢 世 帯
区分

年度

５，２５３５０４１，３５４１７９３，２１６30

５，１８９４７８１，２８３１６２３，２６６31・元

５，０９６４４１１，２５３１５０３，２５２2

５，０１７４１０１，２１７１３１３，２５９3

４，９００３９７１，１８９１２６３，１８８4

（単位：円）

介 護教 育住 宅生 活
区分

年度

357,125,13430,964,5501,686,843,1273,578,841,73830

383,097,50526,090,2461,668,949,4493,455,986,46631・元

411,115,36724,536,7771,650,434,2543,377,895,1782

411,231,27122,117,8141,632,427,1063,278,147,1563

401,185,38818,103,3991,608,656,6113,194,927,0814

359,332,00013,942,0001,566,873,0003,068,839,0005（予算）
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２．支援給付制度

３．生活困窮者自立相談支援事業

自立相談支援事業とは、生活保護に至る前の生活困窮者の相談にのり、相談者が抱える複合
的な課題に対し、ニーズを把握し、相談者の合意の上で就労や家計管理支援、その他の自立に
関する相談支援を行う。一人一人に沿ったプランを作成し、関係機関と連携し、社会資源を活
用することにより、課題を解決することで生活の再建を図るものである。

１人当たりの保護に要する費用は、平成３０年度の１７９万円／人から、令和４年度は１９０

万円／人と増加しており、保護費用総額は１００億円を超えている

（ 単位 ：円 ）

保 護 施 設
事 務 費

葬 祭生 業出 産医 療
区分

年度

9,138,94043,451,56918,722,842363,3965,739,953,89130

7,815,39042,255,44513,672,83605,669,094,95731・元

5,553,88041,656,67113,819,91005,446,410,3872

5,653,00040,734,98810,336,46605,650,265,7993

5,412,56048,474,98111,440,89105,641,255,7744

7,594,00053,972,00018,714,000182,0006,181,623,0005（予算）

（単位：円）

合 計
進 学 準 備
給 付 金

就 労 自 立
給 付 金

支 援 給 付
区分

年度

11,513,490,8681,800,0001,430,08544,855,59630

11,326,228,5661,300,0002,235,24355,731,02931・元

11,008,568,4441,400,0001,791,47033,954,5502

11,088,590,4111,000,000880,94535,795,8663

10,958,203,7561,100,0001,025,11226,621,9594

11,291,709,0001,400,0001,003,00020,456,0005（予算）

中国残留邦人等の生活の安定を図るために、平成２０年４月から始まっ
た制度

制 度 概 要

生活支援、住宅支援、介護支援、医療支援、出産支援、生業支援、葬祭
支援（基本的に生活保護の基準に準じる）

支 援 給 付 内 容
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(5)社会的居場所づくり事業

ひきこもりなどのため、すぐに働くことが難しい方に対し、まず生活習慣を立て直しても
らい、軽作業の職業体験をすることができる「居場所」を提供し、自己肯定感を醸成するこ
とで、段階を踏んで就労準備支援事業へとつないでいく。

(6)福祉資金貸付制度

岐阜市に居住し、臨時的、一時的な事情により生活に困窮した世帯に対し、生活の安定と

福祉の向上を図るため必要な資金を貸し付ける。

〈利 息〉 無利息

〈償還 方 法〉 一月を据置期間とし、その後１か月につき５，０００円以上償還

〈貸付限度額〉 １０万円

(1)住居確保給付金支給事業

就労能力及び就労意欲がある離職者が、安心して求職活動を行えるよう居住する住宅の家
賃について、一部または全部を支給する。

(2)家計改善支援事業

家計を管理することが困難な生活困窮者が、支援員の指導により、自ら家計を管理できる
能力を身に付けることで生活再建を図る。

(3)就労準備支援事業

早期に就労困難な生活困窮者が、支援員の指導により日常生活・社会生活訓練を経て、農
作業などの職業体験を通じ就労自立を図り、就職をめざす。

(4)寄り添い型学習支援等事業

生活保護世帯・生活困窮世帯の子どもに対し、無償で学習支援を行い、将来の職業選択の
幅を広げ、自立した生活を送れるよう支援する。

〈支 給 実 績〉

支 給 金 額支給延べ件数申 請 件 数
区分

年度

１，０５４，０００３２１１30

１，２６０，１７７３３９31・元

７３，３９７，００３２，０４６３７６2

２６，３３０，７０１８２１６８3

５，８８０，２００１７７２７4

１０，４０１，０００２９４４８5（予算）



第８ 児 童 福 祉

児童福祉の理念達成を目標に、各種の子育て支援施策を講ずるとともに、平成２６年４月１日に開

設された子ども・若者総合支援センター、健康部、教育委員会、児童委員、中央子ども相談センター

等との連携を密にし、児童の実態を把握する中で、更に充実した福祉環境を確保すべくその向上を

図っている。

１．子ども医療費助成事業

児童福祉対策の一つとして、義務教育終了までの児童の医療費の一部を助成することにより経

済的な負担を軽減し、健康と福祉の増進を図る。

〈助 成 範 囲〉

健康保険証を使って、病院・診療所・薬局で診療を受けたり、薬をもらったとき、窓口で支

払う自己負担の額（ただし、食事療養費標準負担額は含まない）

〈助 成 実 績〉
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〈対 象 者〉

０歳から中学校卒業するまでの子ども。

助 成 額総 費 用 額
1件当り
助 成 額

1 人当り
助 成 額

1件当り
費 用 額

1人当り
費 用 額

受 診 率件 数
受 給 対
象 者 数

区分
年度

円

1,777,826,844
円

8,346,827,379
円

2,062
円

36,587
円

9,683
円

171,774
％

1,774
件

862,018
人

48,592
31・元

1,392,654,5506,511,573,0552,14329,02210,021135,6971,354649,76247,9862

1,613,392,3287,508,728,2312,20434,19510,259159,1441,551731,89047,1823

1,678,228,7497,950,193,6232,18036,26610,326171,8031,664769,94346,2754

1,644,493,1977,662,243,1152,14336,1229,985168,3051,686767,40945,526
5

（予算）



２．児童手当

〈受給資格者〉

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資
することを目的とする。所得制限あり。

中学校修了前の国内に住所を有する児童を養育している人。

〈支給月額〉

〈支給資格・要件〉

２月、６月、１０月の１５日（金融機関の休業日に当たる場合はその前日又は前々日）
にそれぞれの前月までの４か月分を支給。

〈支給状況〉

３．児童扶養手当

両親の離婚などにより、父又は母と一緒に生活していない児童が育成される家庭（ひとり親家

庭等）の生活の安定と自立の促進を支援し、児童の福祉の増進を図ることを目的とする。所得制

限あり。

〈手当の支給〉

次のいずれかに該当する、父又は母と生計を同じくしていない児童（または、父又は母が重度

の障がいの状態にある児童）で、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの児童（ただし、

児童に中程度以上の障がいがある場合は２０歳の誕生日の前日まで）を養育する母、又は養育し、

かつ、児童と生計を同じくする父若しくはその父母にかわってその児童を養育している人。

１．父母が婚姻を解消した児童

２．父又は母が死亡した児童

３．父又は母が重度の障がいの状態にある児童

４．父又は母が１年以上生死不明の状態にある児童
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金 額延 人 数
区分

年度

５，７７８，２６５，０００５４６，９４４2

５，８２８，７８５，０００５４９，５７５3

５，５０４，６３５，０００５１２，８４３4

５，１７５，１１０，０００４８０，１１９5（予算）

○国の制度改正により、令和4年6月分の手当から所得上限限度額が新設され、超過した場合
児童手当等は、支給されない。

○所得制限限度額未満の養育者
０歳～３歳未満（一律） １５，０００円
３歳～小学校修了前（第１子・第２子） １０，０００円

〃 （第３子以降） １５，０００円
中学生（一律） １０，０００円

○所得制限限度額以上で所得上限限度額未満の養育者
（児童が施設入所又は里親等委託の場合を除く）

中学校修了前の児童（一律） ５，０００円
○所得上限限度額以上の養育者

中学校修了前の児童(一律) ０円
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１．日本国内に住所がないとき

２．児童福祉施設等（通園施設は除く）に入所又は里親に委託されているとき

３．父又は母の配偶者（内縁関係などを含む）に養育されているとき（父又は母に重度の
障がいがある場合を除く）

○父又は母、養育者

１．日本国内に住所がないとき

２．父又は母、養育者及び扶養義務者の所得が一定額以上あるとき

〈支給制限〉

○児童

次のいずれかに該当する場合は、児童扶養手当は支給されない。

〈支 給 月 額〉 （令和５年４月１日現在）

※支給開始月から５年又は支給要件に該当した月から７年のどちらか早いほうが経過した

ときは、政令により手当が減額されることがある。

※公的年金等を受給している場合は、その額が手当額より低い場合にその差額分のみ支給

する。

〈手当の支給〉

・手当は毎年１月、３月、５月、７月、９月、１１月の１１日（金融機関の休業日に当たる

場合はその前日又は前々日）にそれぞれの前月までの２か月分を支給する。

・手当は、銀行口座振込により支給する。

※特別児童扶養手当については、[ 第５ 障がい者・児福祉 ]に記載

５．父又は母から１年以上遺棄されている児童

６．父又は母が法令により１年以上拘禁されている児童

７．母が婚姻によらないで懐胎した児童

８．父又は母が裁判所からＤＶ保護命令を受けている児童

一部支給全部支給支給区分

＊所得に応じて４４，１３０円から
１０，４１０円まで１０円刻み

４４，１４０円児童が１人のとき

＊所得に応じて１０，４１０円から
５，２１０円まで１０円刻み

１０，４２０円児童が２人のとき

＊所得に応じて６，２４０円から
３，１３０円まで１０円刻み

６，２５０円
児童が３人以上のとき
（第３子以降１人につき）
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〈支 給 状 況〉

４．交通遺児対策

交通事故によって父又は母等を失った高校生以下の遺児に対し、図書カードを支給する。

〈交 付 実 績〉

対 象 児 童 数受 給 世 帯 数
区分

年度

４，１９８２，９１２31・元

３，９８７２，７５８2

３，８５４２，６５８3

４，０１１２，７４７4

３，５１０２，４０２５（予算）

金 額高校生１人中学生１人乳幼児、小学生１人人 数
区分

年度

６２，０００５，０００４，０００３，０００１５31・元

５２，０００５，０００４，０００３，０００１３2

５９，０００５，０００４，０００３，０００１４3

５０，０００５，０００４，０００３，０００１２4

６２，０００５，０００４，０００３，０００１５5（予算）
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５．家庭児童相談業務

家庭における適切な児童の養育、その他家庭児童問題の相談、指導の業務を行い児童の健全

育成を図る。

〈相談受付実績(新規）〉

平成29年度以降、養護相談件数が著しく増加している。

〈訪 問 実 績〉

６．養育支援訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した保護者の養育への支援が特に必要と認められる家庭

や出産後の養育について出産前から支援が必要な妊婦等に対し、育児に過重な負担がかかる前

に訪問による支援を行うことにより、当該家庭において安定した児童の養育が可能となること

等を目的とする。

計
そ
の
他

育成相談

非
行
相
談

障
害
相
談

保
健
相
談

養護相談
区分

年度

育
児

し
つ
け

適
性

不
登
校

性
格
行
動

そ
の
他

児
童
虐
待

件

４４５
件

４８
件

０
件

１
件

１
件

６
件

１
件

１６
件

０

件

１９０
件

１８２30

６５６５０２１１６０２１０３０９２６２31・元

７１１７０１０２６０６０３７４２５２2

７９２９５１３３８０４０３５７３２０3

1,043１３６０１１８０４０３５２５４１4

訪 問 延 件 数訪 問 実 家 庭 数区分

年度
専 門 的 な
家庭訪問支援

育児・家事等
の 援 助

専 門 的 な
家庭訪問支援

育児・家事等
の 援 助

１２３件５３件１２世帯４世帯30

１４７１００１２７31・元

２７９１２５１９１１2

１７７７３１５５3

１５４２５１５４4



－101－

〈事 業 実 績〉

７．子ども・若者総合支援センター“エールぎふ”

ことば及び運動などの発達に遅れのある乳幼児又はその疑いのある乳幼児を対象に、さまざ

まな発達の問題について相談及び支援を行い、発達障がい乳幼児等の福祉の増進を図る。

(1) 乳幼児相談・発達診断業務

乳幼児の発達に関するさまざまな相談に応じ、必要な発達診断や関係機関等の紹介を行う。

(2) 親子支援業務

発達に心配のある子どもとその保護者を対象に「親子教室」を開催し、一人ひとりの発達段

階などに適した支援につなげる。

〈事 業 実 績〉

金 額発 達 診 断乳幼児相談件数
区分

年度

３０，９８３，２４１円延 ３４０人延 ２，４２１件31・元

２９，９４９，２１１２７３２，９８３2

２８，０８８，５０７２９１３，２２０3

２９，４４９，１９３２９１３，４３６4

３６，５２８，０００――5（予算）

金 額利 用 者 内 児利 用 者親 子 教 室
区分

年度

１４，５４２，７９０円２，９３６人延５，８７２人２６施設31・元

１４，１５１，１１６１，３５７２，７１４２７2

１６，２５６，９６８１，４０７２，８１４２８3

１４，７７３，１９９１，７４４３，４８８２５4

１６，９３９，０００―――5（予算）



(3) 幼児支援教室

ことばの発達が心配な幼児や友達と一緒に遊んだり活動したりすることが苦手な幼児（３～

５歳児）を対象に、「あそび」を通してことばやコミュニケーションの力を育てる個別指導及

び小集団指導を行う。

平成２５年度までは、福祉部ことばの教室、教育委員会ことばの教室であったが、平成２６

年度から一元化し、岐阜市子ども・若者総合支援センター幼児支援教室となる。

－102－

〈事 業 実 績〉

８．通園施設

日常生活における基本的動作の指導、独立自活に必要な知識技能の付与または、集団生活

への適応のための支援や保護者支援、地域の障がい児やその家族への支援を目的としている。

恵光学園

〈事 業 実 績〉

金 額延 人 数定 員
区分

年度

１６８，１５３，４１６６４７５４31・元

１７３，８２６，４０９６４５５４2

１８０，９７６，９０１６２３５４3

２０５，７９２，４０３６２６５４4

２１４，９４２，０００６４８５４5（予算）

金 額
延 人 数区分

年度 岐阜南柳 津加 納市 橋岐阜東鷺 山長 良岐阜北

149,908,913円－1,638人3,671人1,220人2,104人1,260人2,473人2,996人30

111,742,530－1,0422,3261,1851,9341,0612,7023,00931・元

122,110,9971,759人9112,1781,0871,7511,0492,1182,3422

109,956,0491,8361,0282,4361,1311,7831,1212,1622,6123

118,501,2561,2711,5902,4391,2431,5841,2082,3402,4294

133,083,000―5（予算）



９．保育所等

児童福祉法第３９条の規定に基づき、保育を必要とする乳児又は幼児を日々保護者の下から

通わせて保育を行っている。近年では、少子化、高齢化、またワークライフバランスの多様化

により、質の高い、ニーズにあった保育を求められている。

〈事 業 実 績〉
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金 額入所延児童数児童定員保育所数設 置 別
区分

年度

円

2,365,570,664
人

23,079
人

2,060
か所

２０公 立

29 4,752,912,48649,8323,964４４私 立

7,118,483,15072,9116,024６４計

2,260,049,71223,0802,070２０公 立

30 4,760,299,57350,9214,063４８私 立

7,020,349,28574,0016,133６８計

2,258,961,37122,9802,090２０公 立

31・元 5,439,138,17553,5274,337５３私 立

7,698,099,54676,5076,427７３計

2,292,626,05523,9452,090２０公 立

2 5,847,646,57954,5164,527５６私 立

8,140,272,63478,4616,617７６計

2,233,014,72721,5492,090２０公 立

3 5,661,259,85454,1464,808５８私 立

7,894,274,58175,6956,898７８計

2,044,466,61421,2401,770１７公 立

4 6,284,390,61759,3764,948６１私 立

8,328,857,23180,6166,718７８計

2,012,116,00016,6801,390１４公 立

5(予算) 7,013,494,00063,5045,292６８私 立

9,025,610,00080,1846,682８２計
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日々保護者の委託を受けて、保育を必要とする乳幼児又は幼児を保育する施設

保育所（園）

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

265-2943
人

230昭和23年 1月 1日岐阜市岐阜市京町2丁目11保 育 所京 町1

231-895160〃28年 4月 1日〃〃北島7丁目6-2〃島2

231-8950210〃26年 4月 1日〃〃下土居2丁目9番12号〃鷺 山3

245-264770〃28年 5月 1日〃〃蔵前4丁目3-15〃長 森 南4

245-302080〃26年10月10日〃〃野一色4丁目11-5〃長 森 北5

239-1751110〃32年 4月 1日〃〃木田495-1〃木 田6

271-844170〃31年11月 1日〃〃茜部寺屋敷3丁目49〃あ か ね7

239-0181130〃25年 4月 1日〃〃中西郷5丁目51-2〃西 郷8

271-5707170〃28年11月10日〃〃今嶺2丁目10-16〃市 橋9

239-902120〃35年 4月 1日〃〃秋沢2丁目170-1〃網 代10

229-1253105〃43年 4月 1日〃〃石原3丁目220-1〃三 輪 南11

243-115570〃45年 4月 1日〃〃加野6丁目26-13〃あいかわ12

229-316020〃52年 4月 1日〃〃北野東345〃三 輪 北13

239-787545〃52年 4月 1日〃〃古市場20-1〃黒 野14

262-5058
人

290昭和23年10月30日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人大門町1保 育 園聖 徳15

251-644370〃23年12月28日〃〃羽衣町1丁目17-6〃木 之 本16

272-232270〃24年 7月 1日〃〃中鶉4丁目111〃鶉17
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電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

272-232240〃28年11月30日個 人個 人溝旗町4丁目2保 育 園みぞはた18

271-632690平成22年 4月 1日学校法人学校法人茜部本郷3丁目116-2〃茜 部19

271-632690昭和29年12月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

加納南広江町49〃さ ゆ り20

248-0061120平成28年 3月 1日〃〃領下1464-1〃領 下21

273-8361102昭和27年 3月 1日〃〃村里町7-1〃若 葉22

231-733880〃31年11月 1日個 人個 人長良桜井町4丁目8〃桜23

232-8695150平成14年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

上土居814-1〃常 磐24

251-8655120〃21年 4月 1日〃〃錦町6丁目28〃本 荘25

247-2446260〃22年 4月 1日〃〃切通4丁目6-5〃
なかよし
岐 阜 南

26

245-380190〃23年 4月 1日〃〃日野西3丁目3-10〃日 野27

243-3790107〃23年 4月 1日〃〃岩田東2丁目102〃岩28

237-3822110令和 4年 4月 1日〃〃三田洞東1丁目18-5〃岩 野 田29

231-889163〃 4 年 4 月 1 日学校法人学校法人早田東町6丁目35〃早 田30

232-2772132〃 4 年 4 月 1 日〃〃則武中3丁目13-3〃則 武31

251-530180〃 5 年 4 月 1 日
社会福祉

法人
社会福祉

法人
寺田3丁目17〃合 渡32

279-0126140〃 5 年 4 月 1 日〃〃柳津町下佐波1丁目40〃佐 波33

387-3666130〃 5 年 4 月 1 日〃〃柳津町蓮池5丁目35〃柳 津 東34

就学前の子どもに教育と保育を一体的に提供するほか、地域の子育て家庭に対する支援を行

う施設

認定こども園

（１）幼保連携型認定こども園

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

239-0134
人

375平成28年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人古市場111-28黒 野 こ ど も 園1

231-8945146〃 28年 4月 1日〃〃福田町2丁目12な が ら こ ど も の 森2

251-1856115〃 28年 4月 1日〃〃沖ノ橋町2丁目15沖ノ橋認定こども園3
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（２）幼稚園型認定こども園

（３）保育所型認定こども園

小規模保育事業所

０歳から３歳未満児を対象とした、定員が19人以下の少人数で保育を行う施設

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

213-0013
人

105〃 28年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

加納神明町4丁目12加納西認定こども園4

279-0319106〃 29年 4月 1日〃〃日置江5丁目27番地1ひ き え 子 ど も 園5

229-1151120〃 29年 4月 1日学校法人学校法人門屋字野崎55-1
幼保連携型認定こども園

カ ト レ ヤ こ ど も 園6

213-7688116〃 30年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

東駒爪町17番地
ハ ー ト ン こ ま づ め
認 定 こ ど も 園

7

243-1353104〃 30年 4月 1日学校法人学校法人岩滝西1丁目332番地清 流 認 定 こ ど も 園8

245-8949116〃 31年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

中道北238番地1梅 林 こ ど も 園9

271-3578148〃 31年 4月 1日〃〃六条東1丁目13番12号み さ と こ ど も 園10

231-5521198〃 31年 4月 1日学校法人学校法人鷺山1768番地32かぐや第二こども園11

247-3144132令和 2年 4月 1日〃〃入舟町1丁目1番地1かぐや第一こども園12

251-9000148令和 3年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

鏡島西1丁目3-82か が し ま こ ど も 園13

245-9769129〃 4年 4月 1日〃〃五坪1丁目14-1か よ う こ ど も 園14

電 話定員認定年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

266-0185
人

72平成27年 4月 1日学校法人学校法人鷹見町5番地
認 定 こ ど も 園
芽 含 幼 稚 園1

電 話定員認定年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

243-2990
人

135平成30年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人大洞桜台1丁目3番地大 洞 こ ど も 園1

239-1411157令和3年 4月 1日〃〃西改田字米野48な な さ と こ ど も 園2

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

240-5054
人

19平成27年 4月 1日任意団体任意団体領下21ひまわり共同保育所1

294-855619〃 30年 4月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

島田2丁目2-6ち び っ こ 島 保 育 園2

246-616019平成27年 4月 1日学校法人学校法人水海道4-25-5太 陽 の 子 幼 稚 舎3

231-552118〃 28年 4月 1日〃〃鷺山1768-149か ぐ や 第 二 保 育 園4

215-081519〃 28年 4月 1日〃〃島田西町64こ ば と の 森 保 育 園5

296-701019〃 28年 4月 1日〃〃長良福光1655-2N A G O M I キ ッ ズ6

275-906919〃 31年 4月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

宇佐南4-2-4
保 育 所 ち び っ こ
え ん じ ぇ る ら ん ど

7
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事業所内保育事業

※定員について、()内は地域枠の人数

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

294-133319〃 30年 4月 1日株式会社株式会社則武東4丁目11-10
保育所サニーランド
長 良 園

8

251-883019〃 30年 4月 1日
一般社団
法 人

一般社団
法 人

吹上町2-12-2
保育所ベビーキッズ
本 荘 園

9

266-740019〃 28年 4月 1日株式会社株式会社橋本町2-52
駅 前 保 育 所

み っ け の お う ち
10

337-736519〃 31年 4月 1日合同会社合同会社柳津町蓮池3-22
プレアビル柳津2F

保 育 所 に っ こ り 園11

262-068312〃 29年 9月 1日学校法人学校法人西野町3丁目1
岐 阜 幼 稚 園
小 規 模 保 育 所

12

251-147718〃 29年 9月 1日〃〃本郷町2-13-3
ほんごうけやき通り
保 育 園

13

274-787319〃 30年 4月 1日〃〃北鶉2丁目34番地
い ず み 中 央
ス プ リ ン 保 育 園

14

251-387112〃 30年 4月 1日〃〃大菅北12番25号こばとの森西保育園15

251-478612〃 30年 4月 1日〃〃本荘西4丁目39番地み の り 夢 保 育 園16

227-978919〃 31年 4月 1日〃〃早田町2丁目13番地
い づ み 第 2
ど ん ぐ り 保 育 園

17

201-013219〃 31年 4月 1日〃〃琴塚2丁目16番7み ら い の 森 保 育 園18

216-500019〃 31年 4月 1日〃〃岩井4丁目10番25号サ ニ ー サ イ ド
インターナショナルプリスクール

19

201-487712〃 31年 4月 1日〃〃大菅南7番10
こ ば と の 森
ど ん ぐ り 保 育 園

20

237-360119令和2年 4月 1日〃〃粟野西1丁目10番地か ぐ や 第 三 保 育 園21

216-322719〃 2年 4月 1日株式会社株式会社本荘中ノ町10-37ク ル ー ル ン 保 育 園22

216-137712〃 2年 4月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

長良真生町2-12な が ら ち い さ な 森23

216-555719〃 3年 4月 1日合同会社合同会社日野南6丁目6番地19日野南すみれ保育園24

213-668212〃 3年 4月 1日株式会社株式会社宇佐東町6-8ス テ ラ 保 育 園25

215-703719〃 4年 4月 1日
社会福祉

法人
社会福祉

法人
日光町8丁目27すずらん日光保育園26

213-278619〃 4年 4月 1日株式会社株式会社旦島3丁目5番1リ ン ゴ の 木27

201-623719〃 4年 4月 1日〃〃下奈良2丁目10番
小規模保育園キッズ
あ る て あ

28

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

293-3375
95人

(21)
平成29年 4月 1日

国立大学
法 人

国立大学
法 人

柳戸1-1
岐 阜 大 学 保 育 園
ほ ほ え み

1

241-2069
30

(10)
〃 30年 4月 1日医療法人医療法人北山1丁目16番15号わ ら べ 保 育 所2

216-5688
25

(10)
令和5年4月1日株式会社株式会社薮田南2丁目1－1ぎ ふ っ こ 保 育 園3



網代

方県

西郷
黒野

常磐

岩野田北

岩野田

三輪南

三輪北

藍川

長良東

長
良

長
良
西

鷺山七郷
木田

則武

城西

島
合渡

鏡島

早田

市橋

本荘

本郷

京町

木
之
本

徹明

明徳

金華

梅林

白山

華陽

三里

日置江

柳津

鶉

加
納
西

茜部

加納

厚見

長森西

長森南

長森北

長森東

日野

岩

芥見

芥見南

芥見東

１ 京町保育所

９梅林こども園

７ ハートンこまづめ認定こども園

１４ かようこども園

３沖ノ橋認定こども園

２８ 本荘保育園

３０ 日野保育園

２ 島保育所

３３ 早田保育園

１０みさとこども園

２７ 常磐保育園

４ 加納西認定こども園

３２ 合渡保育園

５ 長森南保育所

６ 長森北保育所

７ 木田保育所

８あかね保育所

９ 西郷保育所

１０ 市橋保育所

５ ひきえ子ども園

１１ 網代保育所

３２ 岩野田保育園

１２ 三輪南保育所

１３あいかわ保育所

３４ 則武保育園

３１ 岩保育園

１４ 三輪北保育所

１５ 黒野保育所

３４ 柳津東保育園

３３ 佐波保育園

１８ 聖徳保育園

１９ 木之本保育園

１ 黒野こども園

２０鶉保育園

２１ みぞはた保育園

２２ 茜部保育園

２３ さゆり保育園

２４ 領下保育園

２５ 若葉保育園

２６桜保育園

３ 鷺山保育所

２ ななさとこども園

１３かがしまこども園

２ ながらこどもの森

１ 大洞こども園
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２９なかよし岐阜南保育園

６幼保連携型認定こども園
カトレヤこども園

４ かぐや第二保育園

８ 保育所
サニーランド 長良園

１岐阜大学保育園
ほほえみ

６ ＮＡＧＯＭＩキッズ

３ 太陽の子幼稚園

１２ かぐや第一こども園

１０ 駅前保育所みっけのおうち

１ ひまわり共同保育所

１１ 保育所にっこり園

７ 保育所ちびっこ
えんじぇるらんど

９保育所ベビーキッズ本荘園

５こばとの森保育園

２ちびっこ島保育園

２ わらべ保育所

１２ 岐阜幼稚園
小規模保育所

８ 清流認定こども園

１６みのり夢保育園

１認定こども園
芽含幼稚園

１４ いずみ中央
スプリン保育園

１５こばとの森西保育園

１３ ほんごう
けやき通り保育園

11 かぐや第二こども園

１７いづみ第二どんぐり保育園

１９ サニーサイド
インターナショナルプリスクール

２０こばとの森どんぐり保育園

１８ みらいの森保育園

２２クルールン保育園

２３ ながらちいさな森

２１かぐや第三保育園

２４ 日野南すみれ保育園

２５ ステラ保育園

２６すずらん日光保育園

２７ リンゴの木

２８ 小規模保育園
キッズあるてあ

３ ぎふっこ保育園



(2) 障がい児保育

療育総合判定会議の判定をもとに入所決定された児童を保育所・認定こども園で受け入れて

いる。

(3) ０歳児保育

生後６か月以上１歳未満の乳児を対象とした０歳児保育を昭和４２年１０月に駒爪保育所で

実施したのを皮切りに、現在は、京町・鷺山・市橋・黒野・長森南の公立５か所の保育所で生

後５７日目から、木田・あいかわの公立２か所の保育所で６か月目からの保育を実施している。

また、私立保育園・認定こども園・小規模保育事業・事業所内保育事業５４園（うち４０園は

生後５７日目から）で実施している。

(4) 一時預かり事業

京町・鷺山・市橋保育所及び私立保育園・認定こども園２６園で、１か月に１４日以内で通

院、治療、冠婚葬祭、私的理由等で家庭における保育が困難な児童を、一時的に預かる事業を

行っている。

(5) 休日保育事業

年末・年始を除く日祝日に、保護者の就労等により、家庭における保育が困難となる満１歳

から就学前の児童を京町保育所で受け入れている。また、保護者の社会的にやむを得ない事由

により、一時的に家庭における保育が困難な場合も同様に受け入れている（２０名まで）。

(6) 地域子育て支援センター事業

子育てに関する知識情報を提供することにより、育児不安の解消、子育て家庭の養育支援、

地域の子育てサークルへの支援などを行う地域の拠点施設として、京町・鷺山・市橋保育所、

聖徳保育園、黒野こども園及び岐阜聖徳学園大学短期大学部“くれまちす”の計６施設で行っ

ている。

(7) 元気子育てサロン事業

公私立保育所（園）等で、子育て相談、園庭開放、図書貸出を行っている。

１０．私立教育・保育施設補助事業

私立教育・保育施設の管理運営に寄与し、児童福祉の増進を図ることを目的に、私立教育・

保育施設に運営経費等の一部助成を行っている。

１１．夜間保育室助成事業

乳幼児保育対策の一環として夜間に保育できない乳児等の福祉を増進するため、認可外保育

施設のうち市長が夜間保育室と認定した施設に運営経費等の一部助成を行っている。
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(1) 延長保育

京町・鷺山・市橋・長森南・木田保育所及び、私立保育園・認定こども園・小規模保育事業

所５０園で延長保育を実施している。京町・鷺山・市橋・長森南・木田保育所及び私立保育

園・認定こども園４園で午後８時までの延長保育を実施している。

〈特別保育事業〉



福富医院（安食１－８７－１）、河村病院（芥見大般若１－８４）、

小牧内科クリニック（昭和町２－１１）、山田病院（寺田７－９８－１）、

矢嶋小児科小児循環器クリニック（日野南７－１０－７）

世界ちゃんとモゲル丸先生の元気なクリニック（六条南２－８－２０）

操健康クリニック（薮田南１－４－２０）

〈実施施設〉

１３．母子生活支援施設

児童福祉法第３８条の規定により、配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及び

その者の監護すべき児童を入所させて保護するとともに、自立の促進のためにその生活を支援

する。
〈入 所 実 績〉

１４．助産施設
児童福祉法第２２条の規定により保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入

院助産を受けることができない妊産婦を入所させて助産させる。
〈入 所 実 績〉
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１２．病児・病後児保育事業

保育所等に通所している病気中、または病気の回復期の状態にある児童を、集団保育等が困

難で社会的にやむを得ない事由により家庭での保育ができない場合、病院、診療所に付設され

た専用スペースまたは本事業のための専用施設で預かる。

令和元年６月から送迎サービスを、福富医院、小牧内科クリニックで実施。

〈利 用 実 績〉

金 額入 所 延 世 帯 数
区分

年度

２３，２７６，５０９５７31・元

２１，８１８，８９８５７2

２０，１５８，３５５４７3

２７，４９８，８９７６１4

４３，９９１，３５６８４5（予算）

金 額措 置 人 数
区分

年度

１，６６１，９７０５31・元

２，１８０，３７０８2

２，１７３，４３０８3

６６１，５９０３4

２，９９０，８３２８5（予算）

金 額利 用 者 数
区分

年度4

１０２，５９０，１６９６，６６９31・元

１２８，７１４，３０５２，９７８2

１２４，４９４，９６４６，１１８3

１３５，１９６，５６５７，３７１4

１５１，７１１，０００７，３７１5（予算）



１５．児童館及び児童センター（児童健全育成）

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊かにするとともに体力の増進を図

る。

(1) 児童館・児童センター

〈利 用 方 法〉

① 利用資格 児童（乳幼児は、保護者が同伴する場合に限る）及び児童の保護者

② 利用手続

・個人利用 入館の際、入館カードに記入する。

・団体利用 団体利用申請書により申し込む。

・利用料 無料（ただし、講座、クラブ、教室により実費負担あり）

③ 開館時間 ４月から９月 午前９時３０分から午後５時３０分まで

１０月から３月 午前９時から午後５時まで

④ 休館日 毎週月曜日（月曜日が休日の時は、火曜日以降の最初の平日）

柳津児童館は日曜日、休日（子どもの日を除く）

年末年始

(2) 児童館・児童センターに関する事業

① 移動児童館

日頃、児童館を利用しにくい地域の児童のため、児童館の職員が小学校の体育館、公民

館等に出向いて、遊具あそび、あるいは作品づくり等をする。

② 各種イベント事業

子どもを持つ親を対象に、少しでも育児不安等を解消するため子育て講演会を開催する。
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指定管理委託先事業開始年月日施設名

（社福）和光会昭和49年 7月 7日梅林児童館

（社福）岐阜市社会福祉事業団昭和52年 4月 7日黒野児童館

〃昭和56年 4月11日東児童センター

（社福）和光会昭和59年 4月16日加納児童センター

（社福）岐阜市社会福祉事業団昭和60年 7月 2日西児童センター

〃昭和61年 4月19日日光児童センター

〃昭和63年 7月 1日本郷児童センター

（社福）日本児童育成園平成元年 7月 1日長良児童センター

（社福）岐阜市社会福祉事業団平成2年 4月23日長森児童センター

（社福）中部学院福祉会平成3年 7月 1日岩野田児童センター

（社福）岐阜市社会福祉事業団平成4年 7月 1日サンフレンドみわ・児童センター

〃平成6年 7月 1日サンフレンドうずら・児童センター

〃昭和41年11月 1日柳津児童館



１６．子育て短期支援事業

(1) 夜間養護等事業（トワイライトステイ）

保護者が仕事等により平日の夜間又は休日に不在となる家庭の児童を、児童養護施設、母子

生活支援施設で預かる事業。共働き世帯が増加する中、ニーズの高い事業である。
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(3) 子どもの居場所づくり事業

子どもが遊び、学び、様々な人と触れ合うことができ、かつ、安心して過ごすことができる

安全な居場所づくり事業を、鷺山子ども館において実施する。

(4) ドリームシアター岐阜

文化的体験や創造的活動を通じた心身ともに健康な青少年の育成及び生涯学習の拠点施設。

① 開館時間 火 ～ 土曜･･･ ９：００～２１：００

日曜・祝日･･･ ９：００～１７：００

② 休館日 月曜日、祝日の翌日、年末年始（１２月２９日～翌年の１月３日）

③ 施設使用料

・個人使用（子どものフロア）

子ども（小・中学生）市内在住 無料（ただし、フリーパスカードが必要）

市外在住 ２００円

大 人（高校生以上） ５２０円

幼 児 無料（ただし、必ず保護者と同伴）

④ その他各貸室有（有料）

子ども達に健全な遊び場を与え、心身の健やかな成長を図ること及び地域の住民の活動や憩

いの場を提供することを目的に設置。市内１９０か所。

(5) 子ども遊び場

(2) 短期入所生活援助事業（ショートステイ）

児童を養育している保護者が疾病、出産、冠婚葬祭、育児疲れ等により児童の養育が困難に

なる場合、その児童を児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設で一時的に預かる事業で、利

用期間は原則７日以内とする。年度により利用の増減はあるが、核家族化が進む中、重要な役

割を担う事業である。

(6）柳ケ瀬子育て支援施設 ツナグテ

“あそび場はまなび場”をコンセプトに、親子で絵本の読み聞かせができるスペースや遊具で遊べ
るスペースを設けた子育て支援施設。

①開館時間 10:00～18:00

②休館日 毎月最終木曜日、年末年始など

③施設使用料

・きっずエリア 子ども（小学生以下）無料

大人 500円

※必ず、引率者（18歳以上）と同伴、大人のみ、子どものみ、中学生以上18歳未満入場不可

・まなべルーム（研修室） 1時間700円
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〈事 業 実 績〉

延 日 数区分
年度 短期入所生活援助（ショートステイ）夜間養護等（トワイライトステイ）

１２５１，０８２31・元

１３３４０５2

８３７６５3

１４２６９６4

１２５１，１７８5（予算）



１７．ぎふファミリー・サポート・センター事業

育児の援助を受けたい人（依頼会員）と育児の援助を行いたい人（提供会員）を組織し、地

域における会員相互の援助活動（有償）を行う。

(1) 育児の相互援助活動（おおむね０歳から小学生までの子どもが対象）

① 保育所（園）・幼稚園の開始前の預かり及び送り

② 保育所（園）・幼稚園の迎え及び帰宅後の預かり

③ 学校の放課後や放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり

④ 冠婚葬祭や学校行事の際の子どもの預かり

⑤ その他会員の育児に関して必要な援助
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(2) 緊急時及び病気・病後の児童の相互援助(生後２か月から小学生までが対象）

① 病気及び病後の児童の預かり

② 親に代わって児童の医療機関への受診及び受診後の医師の診断に基づく対処

③ 緊急時の預かり及びそれに伴う保育施設等への送迎

１８．「赤ちゃんステーション」事業

授乳室やおむつ交換台等の機能を有する施設・店舗を「赤ちゃんステーション」として登録し、

利用者の方に一目でわかるように県内統一シンボルマーク入りのステッカーを掲示する。

(1) 対象者

(2) 提供

① 授乳の場

② オムツ替えの場

③ ミルクのお湯

※施設によって有する機能が異なる。

乳幼児（概ね３歳未満）とその保護者

(3) 登録施設：令和５年度末 １５７か所

ステッカーが掲示してある施設・店舗

(3) 利用料補助

① 多胎児世帯への補助
② 病児・病後児保育施設への緊急時の送迎への補助
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１９．児童福祉施設等一覧

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊

産婦を入所させて助産を受けさせる施設

(2) 助産施設

１８歳未満の子どものあらゆる問題について専門的立場から相談に応じ、心理判定・心理治

療し、問題解決のために適切な指導や保護を行う施設

(1) 子ども相談センター

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその方の監護すべき児童を入所させ

て、これらの方を保護する施設

(3) 母子生活支援施設

※施設の運営上、所在地と電話番号は省略

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的に、児童の健

全育成に関する総合的な機能を有する施設

(4) 児童厚生施設等（再掲）

電 話定員設置認可年月日
経営主

体
設置主

体
所 在 地名 称

246-9955
人

-昭和49年 7月 1日
社会福祉
法 人岐阜市田端町1-11梅 林 児 童 館1

児

童

厚

生

施

設

239-7876-〃 52年 4月 1日〃〃古市場20-1黒 野 児 童 館2

241-2723-〃 56年 4月 1日〃〃大洞桜台1丁目33-2東 児 童 セ ン タ ー3

274-4655-〃 59年 4月 1日〃〃加納高柳町1丁目1加納児童センター4

251-2776-〃 60年 4月 1日〃〃鏡島南2丁目8-40西 児 童 セ ン タ ー5

233-5155-〃 61年 4月 1日〃〃日光町9丁目1-3日光児童センター6

254-0275-〃 63年 4月 1日〃〃青柳町5丁目24-1本郷児童センター7

231-4666-平成元年 4月 1日〃〃長良389-2長良児童センター8

248-5210-〃 2年 4月 1日〃〃野一色4丁目11-4長森児童センター9

237-6929-〃 3年 7月 1日〃〃粟野東1丁目95岩野田児童センター10

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

201-2111
人

-昭和23年5月25日岐阜県岐阜県鷺山向井2563-79
岐 阜 県 中 央 子 ど も
相 談 セ ン タ ー

1

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

251-1101
人

20昭和45年 4月 1日岐阜市岐阜市鹿島町7丁目1岐 阜 市 民 病 院1

246-11115平成22年 4月 1日
地方独立
行政法人

地方独立
行政法人

野一色4丁目6番1号
岐阜県
総 合 医 療 セ ン タ ー

2

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

-
世帯

20昭和25年 7月 1日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人

-サン・フラワー華陽1

-20平成19年 7月 1日〃〃-き ー と す 岐 阜2
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乳児以外の児童で、保護者のいない児童、虐待されている児童、その他家庭環境に恵まれて

いない児童を入所させて養護を行う施設（地域小規模児童養護施設を含む）

(5) 児童養護施設

家庭での養育が困難な乳幼児（２歳まで）を入院させて養育を行う施設

(6) 乳児院

要保護女子を収容保護するとともに、これに生活指導、職業訓練等を行うことにより、自立

更生を行う施設

(7) 婦人保護施設

※施設の運営上、所在地と電話番号は省略

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

229-5901
人

-平成4年 7月 1日
社会福祉
法 人岐阜市門屋字野崎95

サンフレンドみわ
・ 児 童 セ ン タ ー

11

児
童
厚
生
施
設
等

275-3520-〃 6年 7月 1日〃〃中鶉7丁目58
サンフレンドうずら
・ 児 童 セ ン タ ー

12

322-2560-昭和41年11月 1日〃〃柳津町丸野1丁目34柳 津 児 童 館13

233-2640-
平成21年 4月 1日

(設置)
〃〃

鷺山1981番地4
（正木公民館２階
ホール）

鷺 山 子 ど も 館14

262-2811-平成6年5月5日
公益財団
法 人

〃明徳町6
ドリームシアター
岐 阜

15

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

231-1387
人

66昭和27年 5月14日
社会福祉
法 人

社会福祉
法 人長良森町1丁目11日 本 児 童 育 成 園1

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

231-2528
人

20
平成12年 3月31日

社会福祉
法 人

社会福祉
法 人長良森町1丁目11乳幼児ホームまりあ1

電 話定員設置認可年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

-
人

20昭和33年 1月 1日
社会福祉
法 人岐阜県－千 草 寮1



発達に心配のある幼児に対し、通級の方法によりコミュニケーション能力

向上など発達支援を行う施設

(8) 幼児支援教室・親子教室
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電 話設置年月日経営主体設置主体所 在 地名 称

295-1133平成26年4月 1日岐阜市岐阜市長良東2-140
長 良 幼 児 支 援 教 室
（ 親 子 教 室 ）

1

231-5501〃〃〃福光西1-16-2岐阜北幼児支援教室2

231-1121〃〃〃下土居2-9-12鷺 山 幼 児 支 援 教 室3

259-2401〃〃〃水海道1-16-13岐阜東幼児支援教室4

275-5108〃〃〃市橋6-13-25市 橋 幼 児 支 援 教 室5

278-3755〃〃〃加納東丸町2-9-1加 納 幼 児 支 援 教 室6

268-6232平成31年4月 1日〃〃茜部菱野1-75-2
岐阜南幼児支援教室
（ 親 子 教 室 ）

7

279-6326平成26年4月 1日〃〃柳津町下佐波西1-15
柳 津 幼 児 支 援 教 室
（ 親 子 教 室 ）

8

295-1135〃〃〃長良東2-140エールぎふ 親子教室9



網代

方県

西郷
黒野

常磐

岩野田北

岩野田

三輪南

三輪北

藍川

長良東

長
良

長
良
西

鷺山七郷
木田

則武

城西

島
合渡

鏡島

早田

市橋

本荘

本郷

京町

木
之
本

徹明

明徳

金華

梅林

白山

華陽

三里

日置江

柳津

鶉

加
納
西

茜部

加納

厚見

長森西

長森南

長森北

長森東

日野

岩

芥見

芥見南

芥見東

児童福祉施設

児童福祉施設の種類

(1) 子ども相談センター
(2) 助産施設
(3) 児童厚生施設等
(4) 児童養護施設
(5)  乳児院
(6) 児童発達支援センター
(7) 障害児入所施設
(8) 障害者小規模通所

援護事業施設
(9) 幼児支援教室

岐阜県総合医療センター(2)

岐阜市民病院(2)

梅林児童館(3)

黒野児童館(3)

東児童センター(3)

加納児童センター(3)

西児童センター(3)

日光児童センター(3)

本郷児童センター(3)

長良児童センター(3)

長森児童センター(3)

岩野田児童センター(3)

サンフレンドみわ
・児童センター(3)

サンフレンドうずら
・児童センター(3)

柳津児童館(3)

乳幼児ホームまりあ(5)
日本児童育成園(4)

恵光学園(6)

みやこ園(6)

ポッポの家(6)

岐阜県立
希望が丘こども医療
福祉センター(6)(7)

長良医療センター(7)
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岐阜県中央
子ども相談センター(1)

鷺山子ども館(3)

岐阜南幼児支援教室(9)

岐阜なずな学園(1)

柳津幼児支援教室(9)

加納幼児支援教室（9）

市橋幼児支援教室(9)

岐阜東幼児支援教室(9)

長良幼児支援教室(9)

岐阜北幼児支援教室(9)

鷺山幼児支援教室(9)

市役所（市福祉事務所）

子ども・若者総合支援センター“エールぎふ”

ドリームシアター岐阜

柳ケ瀬子育て支援施設



第９ 母 子 父 子 寡 婦 福 祉

ひとり親家庭の経済的自立と生活意欲の助長を図るため、母子・父子自立支援員相談員による相

談事業、母子父子寡婦福祉資金の貸付、医療費の助成や就業支援を行っている。

１．母子・父子自立支援員活動状況

ひとり親家庭の身上相談、母子父子寡婦福祉資金の貸付け、その他生活についての相談、指導

の業務を担当している。

〈相 談 実 績〉

２．母子父子寡婦福祉資金

ひとり親家庭の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせて、その扶養している児童

の福祉を増進するため、及び寡婦の経済的自立と生活意欲の助長を図るための貸付けを行ってい

る。

(1) 母子福祉資金

〈貸付の対象〉

① 母子家庭の母

② 父母のない児童又はこれに準ずる児童

③ 母子福祉団体

(3) 寡婦福祉資金

〈貸付の対象〉

① 寡婦（配偶者のない女子であって、かつて母子家庭の母であった人）

② ４０歳以上の配偶者のない女子であって母子家庭の母及び寡婦以外の人

③ 寡婦福祉団体
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(2) 父子福祉資金

〈貸付の対象〉

① 父子家庭の父

② 父母のない児童又はこれに準ずる児童

③ 父子福祉団体

計そ の 他生活援護児童関係生活一般
区分

年度

１１２０１１２――30

１８８０１８８――31・元

１９００１９０――2

２４００１６０―７８3

１９８０１４４―５４４
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利 子償還期間
据置
期間

貸付限度額貸 付 対 象 等種類

年利1.0%
又 は
無 利 子

７年以内
１

年
3,260,000円

事業を開始するのに必要な
設備、什器、機械等の購入資金

母
・
父
・
寡

事業

開始

年利1.0%
又 は
無 利 子

７年以内
６
か
月

1,630,000円
事業を継続するために必要な商品、
材料等を購入するための運転資金

母
・
父
・
寡

事業

継続

無 利 子
10年以内
(専修一般
５年以内)

６

か

月

自 宅 通 学
（ 月 額 ）

自 宅 外 通 学
（ 月 額 ）

自宅・自宅外

種類

児

童

修

学

資

金

27,000円34,500円国公立高 校
専 修
(高等) 45,00052,500私 立

4.5年1.2.3年4.5年1.2.3年

高 専 67,50031,50076,50033,750国公立

98,50048,000115,00052,500私 立

67,50096,500国公立
短 大

93,500131,000私 立

67,50078,000国公立専 修
(専門) 89,000126,500私 立

71,000108,500国公立
大 学

108,500146,000私 立

132,000修士課程
大学院

183,000博士課程

52,500専 修 （ 一 般 ）

年利1.0%
又 は
無 利 子

10年以内
１

年

月額 68,000円
(運転免許
460,000円)

母子家庭の母・父子家庭の父・寡婦
の本人が事業を開始し、又は就職す
るために必要な知識技能を習得する
ための資金
(介護職員初任者研修・栄養士等)

母
・
父
・
寡

技

能

習

得

無 利 子10年以内
１

年

月額 68,000円
(運転免許
460,000円)

児童が事業を開始し、又は就職する
ために必要な知識・技能を習得する
ための資金

児

童

修

業

年利1.0%
又 は
無 利 子

６年以内
１

年

105,000円

340,000円

就職するために直接必要な被服、履
物等を購入するための資金

通勤用自動車購入資金(条件あり)
(上記の支度資金を合わせて)

母
・
父
・
寡
・
児
童

就

職

支

度
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利 子償還期間
据置
期間

貸付限度額貸 付 対 象 等種類

年利1.0%
又 は
無 利 子

５年以内
６
か
月

（医療）
340,000円
特別な場合
480,000円

（介護）
500,000円

母又は父又は児童が医療を受けるため
に必要な資金
自己負担分、通院に要する費用など
上記に加え、母又は父又は寡婦が介護
保険法に規定する保険給付に係るサー
ビスを受けるために必要な資金
ただし、医療又は介護を受ける期間が
１年以内の場合に限る

母
・
父
・
寡
・
児
童

医

療

介

護

年利1.0%
又 は
無 利 子

５年以内
技能習得
10年以内

生活安定
貸付

８年以内

６
か
月

（一般）月額
108,000円

（技能）月額
141,000円
貸付期間の
制限あり

知識技能を習得している間、医療若し
くは介護を受けている間、母子家庭又
は父子家庭になって間もない（７年未
満）母又は父の生活を安定・継続する
間（生活安定期間）又は失業中の生活
を安定・継続するのに必要な生活補給
資金(条件あり)

母
・
父
・
寡

生

活

年利1.0%
又 は
無 利 子

10年以内
６
か
月

児童扶養手当に
準拠した額
[貸付期間：

原則３か月以内]
（最長３年まで

延長可

家計が急変し、児童扶養手当受給相当
まで収入が減少した者の生活の安定を
図る資金

母
・
父

生

活

（
家
計
急
変
）

年利1.0%
又 は
無 利 子

３年以内
６
か
月

260,000円
借家、借間、入居の際必要な敷金、権
利金、前家賃等の資金

母
・
父
・
寡

転

宅

児童の就学、修業に際し必要な入学金、被服等購入の資金

児

童

就

学

支

度

無 利 子

10年以内

修業
５年以内

６
か
月

64,300円小 学 校 入 学

81,000円中 学 校 入 学

150,000円 自宅外 160,000円
高 校･高 専･専 修
(高等)･専修(一般)

410,000円 自宅外 420,000円
私立の高校･高専・
専 修 ( 高 等 ) 入 学

410,000円 自宅外 420,000円
短 大･大 学･高 専 ・
専修(専門)･国公立

580,000円 自宅外 590,000円
短大・大学･高専・
専 修 ( 専 門 )･私 立

380,000円大 学 院 ・ 国 公 立

590,000円大 学 院 ・ 私 立

272,000円 自宅外 282,000円修 業 施 設

年利1.0%
又 は
無 利 子

５年以内
６
か
月

310,000円
母子家庭の母、父子家庭の父又は寡婦
の扶養する子の婚姻に際し必要な資金

母
・
父
・
寡

結

婚



〈貸 付 実 績〉

－
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合 計
資 金 貸 付 内 容 （ 母 子 福 祉 資 金 ）

区分

年度

結婚資金住宅資金医療介護資金就学支度転宅資金生活資金就職支度修業資金技能習得修 学 資 金事業継続事業開始

金 額
件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数

千円

48,396
件

55
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

2,745
件

10
千円

100
件

1
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

178
件

1
千円

45,373
件

73
千円

－
件

－
千円

－
件

－30

43,26772－－－－－－4,971113152－－－－－－59137,92255－－－－31・元

26,95243－－－－－－3,3507－－－－－－－－510123,09235－－－－R2

25,17539－－－－－－2,9969－－8001－－－－510120,86928－－－－3

13,29622－－－－－－3,1048－－4001－－－－－－9,79213－－－－４

合 計
資 金 貸 付 内 容 （ 父 子 福 祉 資 金 ）

区分

年度

結婚資金住宅資金医療介護資金就学支度転宅資金生活資金就職支度修業資金技能習得修学資金事業継続事業開始

金 額
件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数

千円

1,940
件

4
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

330
件

1
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

1,560
件

3
千円

－
件

－
千円

－
件

－30

1,4543－－－－－－4101－－－－－－－－－－1,0442 －－－－31・元

1,0442－－－－－－－－－－－－－－－－－－1,0442－－－－R2

1,4543－－－－－－4101－－－－－－－－－－1,0442－－－－3

1,7203－－－－－－5801－－－－－－－－－－1,1402－－－－４

合 計
資 金 貸 付 内 容 （ 寡 婦 福 祉 資 金 ）

区分

年度

結婚資金住宅資金医療介護資金就学支度転宅資金生活資金就職支度修業資金技能習得修学資金事業継続事業開始

金 額
件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数金 額

件
数

千円

2,048
件

2
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

372
件

1
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

－
件

－
千円

2,048

件

2
千円

－
件

－
千円

－
件

－30

2,3384－－－－－－5901－－－－－－－－20411,5442－－－－31・元

9721－－－－－－－－－－－－－－－－－－9721－－－－R2

00－－－－－－－－－－－－－－－－－－―－－－－－3

00－－－－－－－－－－－－－－－－－－―－－－－－４



３．ひとり親家庭等医療費助成事業

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部を助成することにより経済的な負担を軽減し、健康と福

祉の増進を図る。

〈対 象 者〉

母子又は父子 配偶者のいない父又は母と１８歳の誕生日を超えて最初に到来する３月

３１日までにある児童

準母子・準父子 配偶者のいない祖父又は祖母、兄又は姉と父母のいない１８歳の誕生日を

超えて最初に到来する３月３１日までにある児童

遺 児 父母のいない１８歳の誕生日を超えて最初に到来する３月３１日までにあ

る児童

※ただし、所得制限あり。
〈助 成 範 囲〉 健康保険証を使って、病院・診療所・薬局で診療を受けたり、薬をもらったとき、

窓口で支払う自己負担の額（ただし、食事療養費標準負担額は含まない）

〈助 成 実 績〉

－123－

助 成 額総 費 用 額
1件当り
助 成 額

1人当り
助 成 額

1件当り
費 用 額

1人当り
費 用 額

受診率件 数
受 給 対
象 者 数

区分
年度

円

312,922,175
円

1,284,149,417
円

2,667
円

43,771
円

10,944
円

179,626
％

1,641
件

117,342
人

7,149
３１・元

276,623,9521,159,380,0032,84740,48911,932169,6981,42297,1686,832２

289,137,9601,191,594,2032,84243,70311,711180,1081,538101,7476,616３

287,195,6981,151,817,2872,78345,78311,160183,6151,645103,2066,273４

281,030,1671,113,260,6132,79846,70611,083185,0191,669100,4486,017
５

（予算）



（２）母子家庭等自立支援給付金事業

① 高等職業訓練促進給付金事業

母子家庭の母及び父子家庭の父が、養成機関において資格を取得することを促進するため

給付金を支給する。

（対象資格：看護師、准看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、調理師、

製菓衛生師等の修業年限１年以上の国家資格）

－124－

② 自立支援教育訓練給付金事業

母子家庭の母及び父子家庭の父が、養成機関において雇用保険制度の対象講座を受講す

る場合、受講費の一部を助成する。

〈利 用 実 績〉

高等職業訓練促進給付金事業、自立支援教育訓練給付金事業はともに平成２０年４月か
ら開始した事業であるが、高等職業訓練促進給付金事業については、平成２８年４月か
ら対象資格を拡大し、自立支援教育訓練促進事業については、受講費の助成金の上限を
拡大した。
令和元年度、一般教育訓練の他に、専門実践教育訓練、特定一般教育訓練が追加され

た。

〈利 用 実 績〉

４．就業支援

母子家庭の母等に対し、就業に関する相談・講習会（介護職員初任者研修・介護福祉士実施者

研修・医療事務・パソコン）の実施、就業情報の提供などの一貫した就業支援を（一財）岐阜県

母子寡婦福祉連合会に委託して行う。

開 設 日 月曜日～土曜日

開 設 時 間 ９：００～１７：００

開 設 場 所 岐阜市薮田南５丁目１４-５３ OKBふれあい会館第２棟９階

岐阜県ひとり親家庭等就業・自立支援センター

（１）ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業

総 費 用 額
特別相談
（法律）就業相談その他パソコン医療事務

介護福祉士
実務者研修

介護職員
初任者研修

区分
年度

6,427,707円１１人３８人６人８人２人３人９人31・元

8,441,628１７１０５１２１３１７５2

10,452,998１６１２０２３７４１０８3

8,573,505１３１０２１０６４６３4

12,285,086１５１００１８１２３８９5（予算）

金 額自立支援教育訓練給付金事業高等職業訓練促進給付金事業
区分

年度

４３，４１５，４６５７３３31・元

２６，８７１，４５２４２０2

４０，８６４，８１０６２６3

３９，１７２，９０２２２９4

４７，２５４，０００７３６5（予算）



－125－

〈女性相談員の経路別受付状況〉

本人自身の問い合わせが多くを占め、次いで他の相談機関、縁故者・知人の順となっ
ている。

要保護女子について、その発見に努め、相談に応じ、必要な指導を行い、これらに付随する業

務を行う。（相談員２人）

５．婦人相談

（単位：件）

計

そ

の

他

縁

故

者

・

知

人

民

間

シ

ェ

ル

タ

ー

労

働

機

関

教

育

関

係

医

療

機

関

社

会

福

祉

施

設

等

他

の

相

談

機

関

福

祉

事

務

所

他

の

婦

人
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第１０ 民生委員・児童委員の活動

１．民生委員

民生委員は、地域住民の一員として、最も住民の身近なところで、社会福祉を中心としたさ

まざまな相談に応じ、支援活動を行っている。また、関係行政機関の業務に協力し、更には社

会福祉協議会活動や心配ごと相談所活動への参加等多方面にわたり活動している。

２．児童委員

民生委員が兼ね、地域の児童問題に取り組み、活動している。

３．主任児童委員

民生委員・児童委員の中から、児童福祉に関する事項を専門に相当する者として指名され、

民生委員・児童委員と一体となって活動している。

４．配置状況

５０地区にそれぞれ民生委員・児童委員協議会が組織され、その人員数は次のとおりである。
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(令和５年４月１日 現在の実数）

人 員民 児 協 名人 員民 児 協 名人 員民 児 協 名人 員民 児 協 名人 員民 児 協 名

10(2)日 置 江4127(2)黒 野3120(2)加 納 西2117(2)日 野1113(2)金 華1

17(2)芥 見429(2)方 県3218(2)則 武2215(2)長 良1212(2)京 町2

17(2)芥 見 東4326(2)茜 部3313(2)常 磐2325(2)長 良 西1310(2)明 徳3

9(2)芥 見 南4421(2)鶉3424(2)長 森 南2418(2)長 良 東1412(2)徹 明4

15(2)藍 川4517(2)西 郷3515(2)長 森 北2522(2)島1517(2)白 山5

10(2)合 渡4620(2)七 郷3618(2)長 森 西2621(2)早 田1617(1)梅 林6

18(2)三 輪 南4728(2)市 橋3715(2)長 森 東2717(2)城 西1720(2)本 郷7

8(2)三 輪 北4811(2)岩387(2)木 田2828(2)三 里1817(1)華 陽8

3(0)網 代4927(2)鏡 島3917(2)岩 野 田2920(2)鷺 山1916(2)木 之 本9

20(1)柳 津5030(2)厚 見4016(2)岩野田北3017(2)加 納 東2025(2)本 荘10

865(95)合 計

（）内は主任児童委員数



５．活動状況（令和４年度）
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第１１ 旧軍人戦没者遺族等援護

終戦後半世紀以上を経過した今日においても、なお痛ましい戦争の傷あとが残っている人々が数

多くおられる。

遺族をはじめとして戦傷病者、海外引揚者、中国帰国者の方々、いわゆる戦争犠牲者のための各

種援護施策については、国家補償の精神にもとづいて、また恩給法等関係法律によりそれぞれ援護

が行われている。

１．援護事務

(1) 恩給法関係

(2) 戦傷病者戦没者遺族等援護法関係

(3) 戦傷病者特別援護法関係

２．岐阜市戦没者追悼式

日清・日露・第二次世界大戦において尊い犠牲となられた６，８００余柱のご冥福並びに岐阜

空襲等により戦禍の犠牲となられた市民のご冥福と世界の恒久平和を祈念し、毎年２月に追悼式

を行う。（新型コロナウイルス感染拡大により、令和元年度は「追悼の祈り」として規模を縮小

し開催、令和２年度、令和３年度は規模を縮小し３月に開催、令和４年度より例年通り開催）

３．中国帰国者援護

太平洋戦争以後、諸般の事情により中国で生活している方々で、一時又は永住を目的として帰

国される方の援護を行う。

－128－



第１２ 災 害 救 助

１．災害見舞金

岐阜市民が被災者生活再建支援法及び岐阜市被災者生活・住宅再建支援金交付要綱の適用基準

に達しない災害（震災、風水害、火災等の天災、又は人災で市長が災害と認めたもの）に罹災し

たときは、災害見舞金を支給する。

〈支 給 対 象〉

(1) 住家が全壊（全焼、全損）、流失、埋没、半壊（半焼、半損）、半埋没、床上浸水等によ

り、罹災したとき

(2) 上記災害により、市民が負傷又は死亡したとき

(3) その他市長が支給の必要を認めたもの

〈支 給 額〉

(1) 住家の被害が全壊（全焼、全損）、流失、埋没の場合 １世帯 ３０，０００円

(2) 住家の被害が半壊（半焼、半損）、半埋没の場合 １世帯 ２０，０００円

(3) 住家の被害が床上浸水の場合 １世帯 １０，０００円

(4) 市民が負傷（重傷）したとき １人につき２０，０００円

(5) 市民が死亡したとき １人につき４０，０００円

〈災害被害状況〉
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２．災害弔慰金

災害弔慰金の支給等に関する法律及び岐阜市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定に基づき、

法令に定める自然災害により死亡した市民の遺族に災害弔慰金を支給する。

〈支 給 額〉

(1) 死亡者が遺族の生計維持者であった場合 ５００万円

(2) その他の場合 ２５０万円

〈支給状況〉

（過去の実績及び予算）

（直近の実績）

支 給 額計風 水 害 関 係火 災 関 係
区分

年度

３５５，０００１００１０31・元

５２０，０００１１０１１2

５４０，０００１３０１３3

４９０，０００１４０１４4

１，０２０，０００３２２３０5（予算）

支 給 額件 数
区分

年度

１０，０００，０００円２件２６



第１３ 再犯防止・更生保護

１．社会を明るくする運動

すべての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深め、それぞれ

の立場において力を合わせ、犯罪や非行のない明るい地域社会を築こうとするもので、毎年７月

を強調月間として全国で展開されている。

この運動は、昭和２６年から実施されており今年で７２回を数えるが、岐阜市では、保護司会

や更生保護女性会、ＢＢＳ会の方々等を中心に地域の方々と一緒に、社会を明るくする運動岐阜

市推進委員会を結成し、再犯防止・更生保護の啓発活動に加えて、だれでも参加できる様々な催

しを展開している。

２．ぎふ再犯防止推進関係機関代表者会議

岐阜市における再犯防止施策を実効性のあるものとするためには、関係機関を束ねる仕組みが

必要であるとの認識のもと、保護観察所（岐阜保護観察所）及び保護司会（岐阜山県保護区保護

司会）はもとより、警察（岐阜中警察署、岐阜北警察署、岐阜南警察署、岐阜羽島警察署）、公

共職業安定所（岐阜公共職業安定所）、福祉事務所（岐阜市福祉事務所）、保健所（岐阜市保健

所）、児童相談所（岐阜県中央子ども相談センター）及び婦人相談所（岐阜県女性相談センタ-

）のそれぞれの長が一同に会し、岐阜市における再犯防止に向け、連携を図ることの合意形成を

行う。

３．矯正施設所在自治体会議

矯正施設が所在する市町村でネットワークを形成し、矯正施設が所在する自治体が率先して、

地域ぐるみの再犯防止施策の推進、矯正施設の人的・物的資源を活用した地域創生策等のために、

情報交換、調査研究、国及び都道府県への政策提言、地域住民への啓発活動等を行う。

－130－

本市では、「岐阜市再犯防止推進計画」を岐阜市地域福祉推進計画に包含する形で、令和２年

３月に策定し再犯防止に向けた各種取り組みを推進している



第１４ 福祉の歩み
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日本国内・海外の動き岐阜市の動き社会福祉関連年

健康保険法制定
(工場や鉱山等の事業所従業員本人を対象)

1922年(大正11)

12月:大正天皇崩御健康保険法一部施行
1926年

(大正15・昭和元)

健康保険法全面施行(人口の3%)
(保険給付及び費用の負担)

1927年(昭和2)

社会事業法(社会福祉事業法の前身)

制定
4月:(旧)国民健康保険法制定公布

(農民等を対象、市町村単位の国民
健康保険組合、設立・保険料・給付
は任意)

7月:(旧)国民健康保険法施行
(人口の10%達成)

1938年(昭和13)

9月:第二次世界大戦始まる
健康保険法第二次改正・
船員保険法公布

1939年(昭和14)

船員保険法施行1940年(昭和15)

健康保険法第二次施行
(家族給付の法制化)

1941年(昭和16)

12月:児童福祉法1947年(昭和22)

1月:帝銀事件

11月:極東国際軍事裁判最終判決

3月:日野養老院開設(後:寿松苑）

3月:児童福祉法施行令
7月:母体保護法

民生委員法
国民健康保険法改正
(市町村公営原則及び強制加入性の

確立)

8月:民生委員法施行令

1948年(昭和23)

4月:1ドル360円の単一為替レート
実施

7月:下山事件・三鷹事件
8月:松川事件

1月:母体保護法施行令

12月:身体障害者福祉法

1949年(昭和24)

8月:日野養老院が岐阜市に移管

4月:身体障害者福祉法施行
身体障害者福祉法施行令

5月:精神保健及び
精神障害福祉に関する法律、
施行
精神保健福祉法施行令
生活保護法制定
生活保護法施行令
生活保護法施行規則

1950年(昭和25)

9月:対日講和条約・
日米安全保障条約調印

3月:社会福祉法制定1951年(昭和26)

5月:メーデー事件8月:日本赤十字社法1952年(昭和27)

3月:第五福龍丸事件

7月:防衛庁・自衛隊発足

5月:生活に困窮する外国人に対
する生活保護の措置について
通知

1954年(昭和29)
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日本国内・海外の動き岐阜市の動き社会福祉関連年

7月:経済白書「もはや戦後では
ない」

12月:日本、国際連合に加盟
9月:岐阜市民生委員推薦会規則

1月:施政方針演説
「国民皆保険構想」
（医療保険加入割合2/3)

1956年(昭和31)

12月:東京タワー完成

1月:民生委員協議会
社会福祉協議会発足

5月:国家公務員共済組合法制定
6月:社会福祉法施行令

12月:国民健康保険法全面改正

（市町村に国民健康保険事業の

運営を義務づけ、住民の強制
加入、健康保険と同様の医療
給付、全国一律の報酬体系）

1958年(昭和33)

9月:伊勢湾台風
1月:国民健康保険法施行

「国民皆保険」制定
市町村実施期限S36.4

1959年(昭和34)

1月:日米新安全保障条約調印
三井三池争議

6月:全学連デモが国会乱入

3月:知的障害者福祉法
4月:知的障害者福祉法施行

知的障害者福祉法施行令
1960年(昭和35)

4月:国民皆保険実施
健康保険

:本人10割給付・家族5割
国民健康保険

:本人・家族5割給付

1961年(昭和36)

9月:岐阜市老人クラブ設立1962年(昭和37)

11月:日本初テレビ中継実験に
成功
ケネディ米大統領暗殺が
放送される

4月:家庭奉仕員派遣事業開始
(ホームヘルパー)

4月:生活保護法による保護の
基準 告示

7月:老人福祉法制定
1963年(昭和38)

10月:東海道新幹線開業
東京オリンピック開催

7月:特別児童扶養手当等の支給
に関する法律
母子及び父子並びに寡婦
福祉法
母子及び父子並びに寡婦
福祉法施行令

11月:児童扶養手当法
12月:児童扶養手当法施行令

1964年(昭和39)

8月:母子保健法
12月:母子保健法施行令

1965年(昭和40)

6月:ビートルズ来日2月:岐阜市庁舎完成
6月:国民健康保険法改正

世帯員7割給付法制化
9月:敬老の日として祝日となる

1966年(昭和41)

7月:EC(欧州共同体)発足
8月:ASEAN(東南アジア諸国連合)発足

3月:岐阜市社会福祉協議会
社会福祉法人化

1967年(昭和42)

3月:国際通貨危機
6月:小笠原返還

2月:三田洞神仏温泉完成
国民健康保険法改正
7割給付完全実

1968年(昭和43)

1月:東大・安田講堂事件
7月:アポロ11号、人類初の月面

着陸

12月:東京都と秋田県
老人医療費の無料化(70歳～)

1969年(昭和44)

高齢化率:7.1％（高齢化社会の到来）

3月:日航よど号ハイジャック
事件

日本万国博覧会

5月:心身障害者対策基本法1970年(昭和45)
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日本国内・海外の動き岐阜市の動き社会福祉関連年

12月:円切り上げ
5月:児童手当法
9月:児童手当法施行令

1971年(昭和46)

2月:連合赤軍事件
5月:沖縄返還
9月:日中国交正常化

岐阜市乳児医療費助成に関する
条例制定（0歳児）
岐阜市重度心身障害者医療費
助成に関する条例制定(65歳未満)

6月:老人福祉法改正

（医療費の無料化、70歳～）

1972年(昭和47)

2月:円変動相場制に移行

11月:石油緊急対策要綱を閣議
決定（オイルショック）

岐阜市乳児医療費助成に関する
条例施行
（0歳児:所得税非課税世帯、一部
負担金）
岐阜市乳児医療費助成に関する
条例施行
（0歳児:所得税額3万円未満世帯、
負担金なし）
3月:岐阜市民憲章制定

1月:老人福祉法施行
老人医療費支給制度
（医療費の無料化、70歳～）

岐阜県:重度心身障害者医療
(身障1,2級・中度精薄 非課税
世帯、一部負担金)

7月:県:重度心身障害者医療
（身障1～3級・療育B1、所得
制限なし、負担金なし）

10月:健保法改正
高額療養費制度創設（任意）

家族給付50%→70%

1973年(昭和48)

4月:岐阜市災害弔慰金の支給に
関する条例

1974年(昭和49)

岐阜市乳児医療費助成に関する
条例施行（0歳児、所得税額6万円
未満世帯、負担金なし）

7月:特別児童扶養手当等の支給
に関する法律施行令
県:戦傷病手帳追加

10月:国保:高額療養制度の完全
実施

1975年(昭和50)

8月:日中平和友好条約調印
4月:岐阜市母子家庭等医療費助

成に関する条例施行
1978年(昭和53)

1月:岐阜県:母子家庭の母及び
18歳未満の子ども、維持児
童扶養手当制限額、一部負
担なし

1980年(昭和55)

1月:社団法人シルバー人材セン
ター発足

10月:社会福祉法人 岐阜市社
会福祉事業団発足

1981年(昭和56)

2月:ホテルニュージャパンで
死者33人を出す火災が発生

1月:デイサービス事業開始

4月:ショートステイ事業開始

8月:老人保健法制定
老人福祉法改正
老人医療費の無償化廃止
国、自治体、各保険者が
分担する制度

1982年(昭和57)

4月:東京ディズニーランド開園

2月:老人保健法施行（老健制度）

・老人医療費無料化廃止
4月:県:所得制限追加

(特別児童扶養手当制限額)

1983年(昭和58)

10月:健保法改正
・健保本人を8割給付・退職

者医療制度の新設
・退職者医療制度:高齢退職

者は、健保10割→国保7割
のため8割を創設

1984年(昭和59)
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4月:国鉄分割民営化

10月:世界的に株価が大暴落
（ブラックマンデー）

11月:大韓航空機爆破事件

1月:老人保健法改正
老人保健施設の創設

5月:社会福祉士及び介護福祉
士法

12月:社会福祉士及び介護福祉
士法施行令

1987年(昭和62)

1月:昭和天皇崩御
4月:消費税導入（税率3％）

12月:米ソ冷戦終結

6月:ゴールドプラン策定
医療介護総合確保法

1989年
(昭和64･平成元）

2月:株価の暴落始まる
（バブル現象露呈）

10月:東西ドイツが統一
社会福祉事業法改正1990年(平成2)

6月:雲仙･普賢岳で火砕流が発生
12月:ソ連邦消滅

岐阜市社会福祉協議会へ
「ふれあいのまちづくり補助金」
として人件費補助

1991年(平成3)

2月:東京佐川急便政治献金事件

8月:東証上場の株式時価総額、
89年末の半分以下に

4月:岐阜市福祉医療費助成に関
する条例改正
児童の対象を３月３１日ま
でに延長
市:乳幼児医療となる。
(3歳未満、入院は1,2歳児、
児童手当法特例給付制限
額負担金なし)
県:(0歳児)
寿松苑移転改築（椿洞）

1月:老人保健法改正
老人訪問看護制度の創設

1992年(平成4)

5月:サッカーJリーグ開幕
11月:EU(欧州連合）発足

（改正）障害者基本法
・精神障害を明確に定めた点

や障害者計画の策定
1993年(平成5)

高齢化率:14％超え
(高齢社会の到来)

新ゴールドプラン策定
4月:乳幼児医療 所得制限撤廃

(県:市)
県:0,1歳児へ拡大

6月:健保法改正
付添看護給付の改革・在宅
医療の推進・入院時食事療
養費の創設

10月:老人保健法改正
付添看護・介護の解消、入
院時食事療養費制度の創設

1994年(平成6)

1月:阪神・淡路大震災
3月:東京・地下鉄サリン事件
4月:1ドル＝80円を突破

11月:高齢社会対策基本法公布1995年(平成7)

12月:在ペルー日本大使公邸人質
事件

4月:中核市指定
市:乳幼児医療

県内現物助成開始
対象3歳児まで、
3歳児は入院のみ

県:0,1,2歳児に拡大

1996年(平成8)

4月:消費税率5％に引き上げ
7月:アジア通貨危機

11月:北海道拓殖銀行が破綻、
山一証券が自主廃業

4月:岐阜市社会福祉協議会ホー
ムヘルパー移籍委託事業と
して開始
「事業型社協」を推進

介護保険法公布
介護保険法施行法公布
9月:老人保健法改正

薬剤負担創設

1997年(平成9)

2月:長野オリンピック
介護保険法施行令公布
介護保険の国庫負担金の算定等
に関する政令公布

1998年(平成10)
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1月:欧州経済通貨同盟発足
EUがユーロ導入

9月:東海村臨界被ばく事故

ゴールドプラン21策定
老健拠出金不払い運動
介護保険法施行規則公布
・指定居宅サービス等の事業の

人員、設備及び運営に関する
基準(厚生省令)公布

・指定居宅介護支援等の事業の
人員及び運営に関する基準(厚生
省令)公布

・指定介護老人福祉施設の人員、
設備及び運営に関する基準(厚生
省令)公布

・介護老人保健施設の人員、施設
及び設備並びに運営に関する基
準(厚生省令)公布

・岐阜市介護認定審査会規則制定
・岐阜市基準該当居宅サービス等

事業者及び基準該当居宅介護支
援等事業者の登録等に関する規
則制定

1999年(平成11)

4月:介護保険制度施行

介護保険事業開始
3月:岐阜市社会福祉審議会

条例

社会福祉法(旧社会福祉事業法)改
称及び改正参議院厚生労働員会付
帯決議
・H14には老健制度を廃止して新

たな制度を！
4月:介護保険法施行

老健、訪問看護が介護保険
へ移行
成年後見制度改正
(旧禁治産・準禁治産制度)

5月:児童虐待の防止等に関する
法律

12月:社会福祉法人の認可について

2000年(平成12)

1月:中央省庁再編

9月:アメリカ同時多発テロ

乳幼児医療 県内現物助成開始
・対象拡大 入院を義務教育就

学前までに延長
(参考)県:3,4歳児入院助成に
拡大

1月:老人保健法改正
患者自己負担:原則1割負担制
度導入・高額医療費制度導入

4月:配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律

12月:児童虐待の防止等に関する
法律施行令

2001年(平成13)

10月:北朝鮮拉致被害者5人が帰国

5月:身体障害者補助犬法
8月:ホームレスの自立の支援等

に関する特別措置法
10月:身体障害者補助犬法施行

健康保険法改正・一部施行
(新制度先送り)
定率1割負担(一定以上所得者
定立2割負担)

12月:独立行政法人福祉医療機構法

2002年(平成14)

3月:日本政府、SARSを「新感染
症」と認定

8月:住民基本台帳ネットワーク
システムが本格的に稼働す
る

4月:健康保険法(H14改正)施行保険
間での3～69歳の給付率7割に
統一

7月:少子化社会対策基本法
次世代育成支援対策推進法

8月:次世代育成支援対策推進法
施行令

9月:独立行政法人福祉医療機構
法施行令

2003年(平成15)
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痴呆症を認知症へ(厚労省通達)
1月:鳥インフルエンザが

日本上陸

10月:新潟県中越地震

4月:県 外来 3歳児まで
入院 義務教育開始前ま
で延長

12月:特定障害者に対する特別障
害給付金の支給に関する法
律発達障害者支援法

2004年(平成16)

介護保険法改正(予防重視型システム
への転換、施設給付の見直し)

4月:特定障害者に対する特別障
害給付金の支給に関する法
律及び施行令発達障害者支
援法施行及び施行令

10月:障害者自立支援法成立
11月:高齢者虐待防止法

2005年(平成17)

乳幼児医療→子ども医療へ
対象拡大

入院＝義務教育就学児
外来＝義務教育就学前に延長

1月:柳津町合併

4月:障害者自立支援法施行
・施設･事業体系の再編、利

用者負担の見直し、支給決
定の客観的な尺度となる｢障
害程度区分」の導入
障害者自立支援法施行令
母子家庭医療→ひとり親医
療対象拡大 父子家庭に拡大

県:小学校就学前までの医療
費重度心身障害等老人特別
医療費助成支給事業、重度
心身障害等医療費助成事業
に精神障害を追加

6月:就学前の子供に関する教育、
保育等の総合的な提供の推
進に関する法律

10月:老人保健法改正
高齢者の医療の確保に関す
る法律に改名
定率1割負担
(一定以上所得者定率3割

負担)
医療制度改革
:後期高齢者医療制度創設
・指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する
基準(厚労省令)公布

・指定介護予防サービス等の事業
の人員、設備及び運営並びに指
定介護予防サービス等に係る介
護予防のための効果的な支援の
方法に関する基準(厚労省令)公布

・指定地域密着型介護予防サービ
スの事業の人員、設備及び運営
並びに指定地域密着型介護予防
サービスに係る介護予防のため
の効果的な支援の方法に関する
基準(厚労省令)公布

・指定介護予防支援等の事業の人
員及び運営並びに指定介護予防
支援等に係る介護予防のための
効果的な支援の方法に関する基
準(厚労省令)公布

・厚生労働大臣が定める介護支援
専門員等に係る研修の基準(厚労
省告示)

・地域支援事業の実施について
(厚労省老健局長通知)

2006年(平成18)
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高齢化率:21％超え
(超高齢社会の到来)
10月:郵政民営化

11月:岐阜県後期高齢者医療広域
連合後期高齢者医療に関す
る条例制定
(広域連合の制度の規定)

2007年(平成19)

3月:サブプライムローン問題
でニューヨーク株式が大
暴落

9月:リーマン・ブラザーズが
経営破綻

3月:岐阜市後期高齢者医療に関す
る条例制定(市の業務内容:
保険料の徴収事務、被保険者
の便益の増進に寄与を制定)

4月:後期高齢者医療制度施行
(高齢者の医療の確保に関す
る法律施行)
退職者医療制度の原則廃止

2008年(平成20)

4月:寿松苑民営化
(岐阜市社会福祉事業団移管)

2009年(平成21)

1月:日本航空、会社更生法の
適用申請

10月:子ども医療対象拡大
外来=義務教育終了までに延長

2010年(平成22)

3月:東日本大震災
福島第一原子力発電所
事故

5月:第１次一括法
8月:地域の自主性及び自立性

を高めるための改革の推
進を図るための関係法律
の整備に関する法律
(第2次一括法)

介護保険法改正
(医療と介護の連携の強化等、介護人材の
確保とサービスの質の向上、高齢者の住ま
いの整備等、認知症対策の推進、市町村
(保険者)による主体的な取り組みの推進)

6月:障害者虐待の防止、障害者の
擁護者に対する支援等に関す
る法律

7月:社会福祉法人会計基準の制定
について

2011年(平成23)

5月:東京スカイツリー開業

3月:岐阜市重度心身障害等老人特別
医療費助成支給事業を重度心身
障害等医療費助成事業に統合

12月:
・岐阜市指定居宅サービス等の事業

の人員、設備及び運営に関する基
準等を定める条例制定

・岐阜市指定地域密着型サービスの
事業の人員、設備及び運営に関す
る基準等を定める条例制定

・岐阜市指定介護老人福祉施設の人
員、設備及び運営に関する基準等
を定める条例制定

・岐阜市介護老人保健施設の人員、
施設及び設備並びに運営に関する
基準を定める条例制定

・岐阜市指定介護療養型医療施設の
人員、設備及び運営に関する基準
を定める条例制定

・岐阜市指定介護予防サービス等の
事業の人員、設備及び運営並びに
指定介護予防サービス等に係る介
護予防のための効果的な支援の方
法に関する基準等を定める条例制
定
・岐阜市指定地域密着型介護予防
サービスの事業の人員、設備及び
運営並びに指定地域密着型介護予
防サービスに係る介護予防のため
の効果的な支援の方法に関する基
準等を定める条例制定

・岐阜市指定障害福祉サービスの事
業等の人員、設備及び運営に関す
る基準等を定める条例

・岐阜市指定障害者支援施設等の人
員、設備及び運営に関する基準等
を定める条例

4月:県補助率の変更(4.5割→5割)

8月:子ども・子育て支援法
社会保障制度改革推進法公
布・施行
⇒社会保障・税一体改革関

連8法案成立
9月:母子家庭の母及び父子家庭

の父の就業の支援に関する
特別措置法

10月:障害者虐待防止法施行

2012年(平成24)
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・岐阜市障害福祉サービス事業の設
備及び運営に関する基準を定める
条例

・岐阜市障害者支援施設の設備及び
運営に関する基準を定める条例

・岐阜市地域活動支援センターの設
備及び運営に関する基準を定める
条例

・岐阜市福祉ホームの設備及び運営
に関する基準を定める条例

・岐阜市養護老人ホームの設備及び
運営に関する基準を定める条例

・岐阜市特別養護老人ホームの設備
及び運営に関する基準を定める条
例

・岐阜市軽費老人ホームの設備及び
運営に関する基準を定める条例

・岐阜市救護施設、更生施設、授産
施設及び宿所提供施設の設備及び
運営に関する基準を定める条例

・岐阜市児童福祉施設の設備及び運
営に関する基準を定める条例

・岐阜市婦人保護施設の設備及び運
営に関する基準を定める条例

2012年(平成24)

4月:岐阜市基準条例19本施行
高齢福祉 3本
障がい福祉 6本
介護保険 7本
生活保護 1本
児童福祉 2本

6月:障害を理由とする差別の解
消の推進に関する法律
(障害者差別解消法)

子どもの貧困対策の推進に
関する法律

7月:ホームレスの自立支援等に
関する基本方針

12月:配偶者からの暴力の防止及
び被害者の社会保障改革プ
ログラム法

2013年(平成25)

4月:消費税率8％に引き上げ

岐阜市社会福祉協議会への補助
見直し(人件費補助から「見守り・助
け合い」事業補助へ）

・岐阜市指定居宅介護支援等の事
業の人員及び運営に関する基準
等を定める条例制定

・岐阜市指定介護予防支援等の事
業の人員及び運営並びに指定介
護予防支援等に係る介護予防の
ための効果的な支援の方法に関
する基準等を定める条例制定

・岐阜市地域包括支援センターの
包括的支援事業の実施に係る基
準を定める条例制定

9月:岐阜市民生委員定数条例

(改正)障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するための
法律(障害者総合支援法)
障害者総合支援法施行令
介護保険法改正
(在宅医療・介護連携の推進等の地
域支援事業の充実と一部の予防給
付を地域支援事業に移行し多様化、
特別養護老人ホームを在宅で生活
が困難な中重度の要介護者を支え
る機能に重点化、低所得者の保険
料軽減を拡充、一定所得以上の所
得のある利用者の自己負担を2割へ
引き上げ、低所得者の施設利用者
の食費・居住費を補填する補足給
付の要件に資産等を追加)
4月:高齢者の医療の確保に関する

法律改正
自己負担1割→2割（新規加入
者から）

6月:就学前の子供に関する教育、
保育等の総合的な提供の推進
に関する法律施行令
子ども・子育て支援法施行令
地域における医療及び介護の
総合的な確保の促進移管する
法の一部改正

2014年(平成26)
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3月:北陸新幹線開通
10月:共通番号(マイナンバー)制度

関連法施行

・岐阜市介護保険料の収納事務の
委託に関する規則制定

9月:ぎふ・さわやか口腔検診開始
(9月～11月)

介護予防・日常生活支援総合事業
の適切かつ有効な実施を図るため
の指針(厚労省告示)

2015年(平成27)

4月:熊本地震
岐阜市介護保険条例附則第15条の
市長が定める日を定める規則制定
9月:岐阜市災害弔慰金の支給に関

する条例改正
⇒災害弔慰金等支給審査委員会

設置

社会福祉法 一部改正
4月:障害者差別解消法 施行

改正障害者雇用促進法 施行
8月:改正発達障害者支援法 施行
9月:訪問歯科検診(モデル事業)

開始（受付:9月～11月末、
健診:11月～1月末）

2016年(平成28)

7月:九州北部豪雨

4月:日野恵光民営化
12月:岐阜市社会的弱者見守り

連携協定 締結
（岐阜中警察署、岐阜南警察

署、岐阜北警察署、岐阜羽
島警察署との包括協定）

社会的弱者の見守り、助け合
いの支援等を連携・協力して
行うことにより、地域福祉の
推進を図り、市民の安全、安
心な生活に寄与することを目
的とする。

社会福祉法 一部改正

6月:地域包括ケアシステムの強化
のための介護保険法等の一部
を改正する法律(改正)2017年(平成29)

7月:平成30年7月豪雨

9月:台風21号

4月:障害福祉に関する基幹相談
支援サテライト開設

9月:南部東事務所で福祉や健康
に関する事務の一部の取扱
開始

すべての児童館・児童センターに
防犯カメラ設置

社会福祉法 施行
4月:地域包括ケアシステムの強化

のための介護保険法等の一部
を改正する法律

（※「我が事・丸ごと」の地
域共生社会の実現に向けて）

2018年(平成30)

5月:天皇陛下即位
「令和」に改元

10月:消費税率10％に引き上げ

8月:岐阜市子ども・子育て支援法
施行細則一部改正

9月:岐阜市特定教育・保育施設及
び特定地域型保育事業の運営
に関する基準条例改正
岐阜市特定教育・保育施設及
び特定地域型保育事業の利用
者負担に関する条例改正
岐阜市児童保育条例改正

10月:３歳から５歳までのすべての
子ども及び０歳から２歳まで
の住民税非課税世帯の子ども
の幼稚園、保育所、認定こど
も園等の利用料の無償化が始
まる

10月:幼児教育・保育の無償化
12月:改正育児・介護休業法施行

規則及び改正指針
公布・告示

2019年
(平成31・令和元)

1月:新型コロナウイルス感
染症の感染者を日本に
おいてはじめて確認

4月:緊急事態宣言発令
7月:令和２年７月豪雨

6月:岐阜市認知症高齢者見守事
業開始

9月:東部事務所で福祉や健康に
関する一部の事務取扱開
始

12月:岐阜市ひとり暮らし高齢者
ガイドブック発行

社会福祉法 一部改正
6月:地域共生社会の実現のための

社会福祉法等の一部を改正す
る法律（「重層的支援体制整
備事業」の創設）
（R3.4月施行）

2020年(令和2)
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2月：医療者へのワクチン接種
開始

7月：東京五輪開幕
8月：東京パラリンピック開幕

11月：オミクロン株、国内初確
認

4月:第２期地域福祉推進計画に
基づく総合的な相談体制の
構築のため福祉まるごと支
援員設置

5月:岐阜市超短時間雇用創出事
業に係るプロジェクト
始動

6月:障害者差別解消法 一部改正
医療的ケア児及びその家族に
対する支援に関する法律
公布(9月施行)
全世代対応型の社会保障制度
を構築するための健康保険法
等の一部を改正する法（後期
高齢者医療制度の窓口負担の
見直し（2割負担の導入））

2021年(令和3)

3月:「障がいのある人もない人も
ともに暮らせる岐阜市づくり
条例」 制定（4月施行）

4月:重層的支援体制整備事業開始
7月:孤独・孤立対策官民連携プ
ラットフォームに入会

5月:障害者による情報の取得及び
利用並びに意思疎通に係る施
策の推進に関する法律（障害
者情報アクセシビリティ・コ
ミュニケーション施策推進法）
施行

2022年(令和4)



索引 1 

索  引 

あ   愛の一声運動 ････････････････････････････････････････････････ 42 

赤ちゃんステーション事業 ････････････････････････････････････ 114 

安否確認サービス ････････････････････････････････････････････ 42 

い   生きがい対策 ････････････････････････････････････････････････ 44 

育児の相互援助活動 ･･････････････････････････････････････････ 114 

一時預かり事業 ･･････････････････････････････････････････････ 109 

一般会計予算 ････････････････････････････････････････････････ 21 

移動支援 ････････････････････････････････････････････････････ 67 

医療型児童発達支援 ･･････････････････････････････････････････ 64 

え   栄養改善配食サービス事業･･････････････････････････････････････  37 

援護事務 ････････････････････････････････････････････････････ 128 

延長保育 ････････････････････････････････････････････････････ 109 

親子支援業務 ････････････････････････････････････････････････ 101 

   介護保険 ････････････････････････････････････････････････････ 25 

      介護保険以外施設サービス･･････････････････････････････････････ 41 

介護保険周辺対策 ････････････････････････････････････････････ 36 

介護保険料 ･･････････････････････････････････････････････････ 27 

介護予防・日常生活支援総合事業 ･･････････････････････････････ 33 

外国人等心身障害者福祉金 ････････････････････････････････････ 57 

各種委員会等 ････････････････････････････････････････････････ 12 

家計改善支援事業 ････････････････････････････････････････････ 95 

火災報知器及び電磁調理器設置 ････････････････････････････････ 43 

家族介護慰労金支給事業 ･･････････････････････････････････････ 36 

家族介護用品支給事業 ････････････････････････････････････････ 37 

活動状況（民生委員） ････････････････････････････････････････ 127 

家庭児童相談業務 ････････････････････････････････････････････ 100 

    関係団体 ････････････････････････････････････････････････････ 15 

き   基幹相談支援事業･･････････････････････････････････････････････  65 

機構 ･････････････････････････････････････････････････････････ 2 

岐阜市の沿革 ･････････････････････････････････････････････････ 1 

岐阜市の概要 ･････････････････････････････････････････････････ 1 

岐阜市成年後見センター････････････････････････････････････････ 43 

ぎふ再犯防止推進関係機関代表者会議 ･･････････････････････････ 130 

ぎふファミリー・サポート・センター事業 ･･････････････････････ 114 

か 

お 



索引 2 

旧軍人戦没者遺族等援護 ･･････････････････････････････････････ 128 

休日保育事業 ････････････････････････････････････････････････ 109 

９０歳祝品贈呈 ･･････････････････････････････････････････････ 45 

矯正施設所在自治体会議 ･･････････････････････････････････････ 130 

共同生活援助（障害福祉サービス） ････････････････････････････ 60 

共同生活援助施設 ････････････････････････････････････････････  85 

居宅介護（障害福祉サービス） ････････････････････････････････ 58 

居宅訪問型児童発達支援 ･･････････････････････････････････････ 64 

緊急時及び病気・病後の児童の相互援助 ････････････････････････ 114 

緊急通報装置の設置（高齢） ･･････････････････････････････････ 42 

緊急通報体制支援事業（障がい） ･･････････････････････････････ 73 

け   ケアハウス ･･････････････････････････････････････････････････ 51 

 軽費老人ホームＢ型 ･･････････････････････････････････････････ 51 

元気子育てサロン事業 ････････････････････････････････････････ 109 

こ   後期高齢者医療事業 ･･････････････････････････････････････････ 49 

交通遺児対策 ････････････････････････････････････････････････ 99 

行動援護（障害福祉サービス） ････････････････････････････････ 59 

高度専門分野相談支援事業 ･････････････････････････････････････ 66 

高齢者おでかけバスカード交付事業 ････････････････････････････  46 

高齢者住宅改善促進助成事業 ･･････････････････････････････････ 47 

高齢者スポーツ活動促進事業 ･･････････････････････････････････ 48 

高齢者体育大会 ･･････････････････････････････････････････････ 48 

高齢者大学 ･･････････････････････････････････････････････････ 47 

高齢者福祉 ･･････････････････････････････････････････････････ 25 

高齢者福祉会館 ･･････････････････････････････････････････････ 52 

高齢者ふれあい入浴事業 ･･････････････････････････････････････ 46 

子育て短期支援事業 ･･････････････････････････････････････････ 112 

子ども遊び場    ･･････････････････････････････････････････ 112 

子ども医療費助成事業 ････････････････････････････････････････ 96 

子ども相談センター ･･････････････････････････････････････････ 115 

子どもの居場所づくり事業 ････････････････････････････････････ 112 

子ども・若者総合支援センター“エールぎふ”････････････････････ 101 

さ   サービス内容（介護保険） ････････････････････････････････････ 28 

災害救助 ････････････････････････････････････････････････････ 129 

    災害弔慰金 ･･････････････････････････････････････････････････ 129 

    災害見舞金 ･･････････････････････････････････････････････････ 129 



索引 3 

在宅・社会参加促進対策 ･･････････････････････････････････････ 72 

し   支援給付制度 ････････････････････････････････････････････････ 94 

 視覚障害者情報提供施設 ･･････････････････････････････････････ 76 

施設入所支援（障害福祉サービス） ････････････････････････････ 60 

施設入所支援施設 ････････････････････････････････････････････ 80 

児童委員 ････････････････････････････････････････････････････ 126 

児童館及び児童センター（児童健全育成） ･･････････････････････ 111 

児童厚生施設等 ･･････････････････････････････････････････････ 115 

児童手当 ････････････････････････････････････････････････････ 97 

児童発達支援 ････････････････････････････････････････････････ 64 

児童福祉 ････････････････････････････････････････････････････ 96 

児童福祉施設 ････････････････････････････････････････････････ 115 

児童扶養手当 ････････････････････････････････････････････････ 97 

児童養護施設 ････････････････････････････････････････････････ 116 

事務分掌 ････････････････････････････････････････････････････  3 

社会的居場所づくり事業 ･･････････････････････････････････････ 95 

社会を明るくする運動 ････････････････････････････････････････ 130 

就業支援（母子） ････････････････････････････････････････････ 124 

住居確保給付金支給事業 ･･････････････････････････････････････  95 

重層的支援体制整備事業 ･･････････････････････････････････････  23 

重度障害者・児タクシー利用料金助成 ･･････････････････････････ 72 

重度障がい者対策 ････････････････････････････････････････････ 54 

重度障害者等就労支援事業･･････････････････････････････････････ 71 

重度心身障害者等医療費助成 ･･････････････････････････････････ 54 

重度身体障害者介助用自動車購入等助成 ････････････････････････ 74 

重度身体障害者住宅改善促進助成 ･･････････････････････････････ 72 

重度訪問介護（障害福祉サービス）･･････････････････････････････ 58 

就労移行支援（障害福祉サービス） ････････････････････････････ 61 

就労移行支援施設 ････････････････････････････････････････････  80 

就労継続支援Ａ型（障害福祉サービス） ････････････････････････ 61 

就労継続支援Ａ型施設 ････････････････････････････････････････  81 

就労継続支援Ｂ型（障害福祉サービス） ････････････････････････ 61 

就労継続支援Ｂ型施設 ････････････････････････････････････････  83 

就労準備支援事業 ････････････････････････････････････････････ 95 

就労定着支援（障害福祉サービス） ････････････････････････････ 62 

主任児童委員 ････････････････････････････････････････････････ 126 



索引 4 

主要行事 ････････････････････････････････････････････････････ 14 

障害児通所施設 ･･････････････････････････････････････････････  87 

障害児通所支援対策 ･･････････････････････････････････････････ 64 

障害児入所施設 ･･････････････････････････････････････････････  91 

障がい児保育 ････････････････････････････････････････････････ 109 

障害者小規模通所援護事業 ････････････････････････････････････ 75 

障害者小規模通所援護事業施設 ････････････････････････････････  91 

障がい者・障がい児福祉 ･･････････････････････････････････････ 54 

障がい者用スポーツ施設････････････････････････････････････････ 76 

障害者デイサービス ･･････････････････････････････････････････ 67 

障がい者福祉施設 ････････････････････････････････････････････ 76 

小規模保育事業所･････････････････････････････････････････････  106 

助産施設 ････････････････････････････････････････････････110、115 

私立教育・保育施設補助事業 ･･････････････････････････････････ 109 

自立訓練（機能訓練）（障害福祉サービス） ･････････････････････ 60 

自立訓練（生活訓練）（障害福祉サービス） ･････････････････････ 61 

自立訓練施設 ････････････････････････････････････････････････ 80 

自立支援医療費（更正医療）支給 ･･････････････････････････････ 63 

自立支援対策 ････････････････････････････････････････････････ 58 

自立生活援助（障害福祉サービス） ････････････････････････････ 62 

身体障害者補助犬飼育費助成 ･･････････････････････････････････ 74 

身体障害者用自動車改造費助成 ････････････････････････････････ 68 

せ   生活介護（障害福祉サービス） ････････････････････････････････ 59 

 生活介護施設 ････････････････････････････････････････････････ 77 

生活困窮者自立相談支援事業 ･･････････････････････････････････ 94 

生活支援ハウス ･･･････････････････････････････････････････ 41、51 

生活保護・支援給付 ･･････････････････････････････････････････ 92 

精神障害者地域活動支援センター ･･････････････････････････････  67 

成年後見制度利用支援事業 （高齢者福祉）･･････････････････････ 38 

成年後見制度利用支援事業 （障害福祉サービス）････････････････ 70 

世帯類型別保護世帯数 ････････････････････････････････････････ 93 

０歳児保育 ･･････････････････････････････････････････････････ 109 

戦没者追悼式 ････････････････････････････････････････････････ 128 

た   短期入所（ショートステイ）（障害福祉サービス） ･･･････････････ 59 

短期入所施設 ････････････････････････････････････････････････ 78 

短期入所生活援助事業（ショートステイ）（子ども） ･････････････ 112 



索引 5 

ち   地域活動支援センター ････････････････････････････････････････ 76 

地域子育て支援センター事業 ･･････････････････････････････････ 109 

地域生活支援対策 ････････････････････････････････････････････ 65 

地域福祉 ････････････････････････････････････････････････････  23 

地域包括支援センター ････････････････････････････････････････ 34 

中国帰国者援護 ･･････････････････････････････････････････････ 128 

聴覚障害者情報提供施設 ･･････････････････････････････････････ 76 

超短時間雇用創出事業 ･･････････････････････････････････････ 62 

つ   通園施設 ････････････････････････････････････････････････････ 102 

て   デイサービスセンター ････････････････････････････････････････ 52 

と   同行援護（障害福祉サービス） ････････････････････････････････ 59 

特別会計予算 ････････････････････････････････････････････････ 22 

特別児童扶養手当 ････････････････････････････････････････････ 57 

特別障害者手当等 ････････････････････････････････････････････ 55 

特別養護老人ホーム ･･････････････････････････････････････････ 50 

ドリームシアター岐阜 ････････････････････････････････････････ 112 

に   日常生活用具費等の支給 ･･････････････････････････････････････ 66 

日中一時支援事業 ････････････････････････････････････････････ 68 

乳児院 ･･････････････････････････････････････････････････････ 116 

乳幼児相談・発達診断業務 ････････････････････････････････････ 101 

認知症高齢者等個人賠償責任保険事業･････････････････････････････ 40 

認知症高齢者等 GPS 機器等購入等助成金交付事業･･････････････････  39 

認知症高齢者等見守りシール交付事業････････････････････････････  39 

は   配食による安否確認事業 ･･････････････････････････････････････ 36 

配置状況（民生委員・児童委員） ･･････････････････････････････ 126 

働く知的障害者の生活支援促進事業 ････････････････････････････ 75 

ひ   ひきこもりの状態にある方への相談支援･･････････････････････････ 24 

ひとり暮らし高齢者対策 ･･････････････････････････････････････ 42 

ひとり親家庭等医療費助成事業 ････････････････････････････････ 123 

ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業 ････････････････････ 124 

１００歳祝品贈呈 ･・・･･･････････････････････････････････････ 45 

病児・病後児保育事業 ････････････････････････････････････････ 110 

ふ     福祉電話基本料金助成等 ･･････････････････････････････････････ 66 

福祉の歩み ･･････････････････････････････････････････････････ 131 

福祉まるごと支援員････････････････････････････････････････････  23 

婦人相談 ････････････････････････････････････････････････････ 125 



索引 6 

婦人保護施設 ････････････････････････････････････････････････ 116 

ほ   保育所等･･････････････････････････････････････････････････････ 103 

保育所等訪問支援 ････････････････････････････････････････････ 65 

放課後等デイサービス ････････････････････････････････････････ 64 

訪問給食サービス事業 ････････････････････････････････････････ 73 

訪問入浴サービス ････････････････････････････････････････････ 68 

保険外はり、きゅう、マッサージ等施術料助成（障がい） ････････ 55 

保険外はり、きゅう、マッサージ等施術料助成事業（高齢） ･･････ 48 

保険料（介護保険） ･･････････････････････････････････････････ 27 

保護の実施状況 ･･････････････････････････････････････････････ 92 

保護費等支給状況 ････････････････････････････････････････････ 93 

保護率 ･･････････････････････････････････････････････････････ 92 

母子家庭等自立支援給付金事業 ････････････････････････････････ 124 

母子父子寡婦福祉 ････････････････････････････････････････････ 119 

母子父子寡婦福祉資金 ････････････････････････････････････････ 119 

母子・父子自立支援員活動状況 ･････････････････････････････････ 119 

母子生活支援施設 ････････････････････････････････････････110、115 

補装具費の支給 ･･････････････････････････････････････････････ 62 

み   三田洞神仏温泉 ･･････････････････････････････････････････････ 52 

民生委員 ････････････････････････････････････････････････････ 126 

民生委員・児童委員の活動 ････････････････････････････････････ 126 

も   盲人ホーム ･･････････････････････････････････････････････････ 76 

や   夜間保育室助成事業 ･･････････････････････････････････････････ 109 

夜間養護等事業（トワイライトステイ）（子ども） ･･･････････････ 112 

柳ケ瀬子育て支援施設･･････････････････････････････････････････ 113 

ゆ   友愛チーム・ふれあい訪問事業 ････････････････････････････････ 44 

よ   養育支援訪問事業 ････････････････････････････････････････････ 100 

要介護認定 ･･････････････････････････････････････････････････ 26 

養護老人ホーム ･･･････････････････････････････････････････ 41、50 

幼児支援教室 ･･･････････････････････････････････････････ 102、117 

幼保連携型認定こども園 ･･････････････････････････････････････ 105 

予算概要 ････････････････････････････････････････････････････ 21 

寄り添い型学習支援等事業 ････････････････････････････････････ 95 

り   療養介護（障害福祉サービス） ････････････････････････････････ 60 

療養介護施設 ････････････････････････････････････････････････ 77 

ろ   老人クラブの活動 ････････････････････････････････････････････ 44 



索引 7 

老人健康農園事業 ････････････････････････････････････････････ 45 

老人福祉施設 ････････････････････････････････････････････････  50 

老人福祉センター ････････････････････････････････････････････ 52 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                               令和 6 年 3 月 

令和５年度 岐阜市の社会福祉     岐 阜 市 福 祉 部 ・ 子 ど も 未 来 部 

〒500-8701 岐阜市司町 40-1 

                                                T E L 〈 0 5 8 〉 2 6 5 ‐ 4 1 4 1 


